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第 1章

物理的背景

1.1 ニュートリノ

ニュートリノ（ν）は、素粒子物理学の標準模型においてレプトンに分類されるスピン 1/2のフェル

ミ粒子であり、電荷を持たず質量が極めて小さい粒子である。標準模型には電子ニュートリノ（νe）、

ミューニュートリノ（νµ）、タウニュートリノ（ντ）の 3種類のフレーバーと、それぞれの反粒子が

存在し、合計で 3× 2種類のニュートリノが存在する。

ニュートリノは電荷を持たないため電磁相互作用を起こさず、また強い相互作用にも関与しない。

自然界でニュートリノが関与するのは弱い相互作用のみ*1であり、その相互作用断面積は非常に小さ

い。このためニュートリノは高い透過性を持ち、膨大な数が存在しているにもかかわらず物質中でほ

とんど反応しない。例えば、地球を通過する太陽ニュートリノの多くは何の相互作用も起こさずに通

り抜けてしまう。ゆえにニュートリノの検出は困難であり、大規模で高感度の検出器が必要とされる。

ニュートリノの概念は 1930 年、β 崩壊におけるエネルギー保存則を説明するために W. Pauli に

よって最初に提唱された。β 崩壊で放出される電子の運動エネルギーが連続分布を持つことは、当時

の理論では説明がつかなかったため、Pauliは電子に加えて電荷を持たない未知の粒子が放出されて

いると仮定した。その後、E. Fermiによってこの粒子は「ニュートリノ」と名付けられ、弱い相互作

用の理論とともに枠組みが整えられた。

ニュートリノが実在することは、1956年に F. Reinesと C. Cowanによる原子炉実験によって初め

て確認された [1]。彼らは原子炉から放出される反電子ニュートリノ（ν̄e）を用い、逆ベータ崩壊

ν̄e + p→ e+ + n (1.1)

を観測することでニュートリノの存在を実験的に証明した。続いて 1962 年には加速器実験により

ミューニュートリノが発見され [2]、2000年には DONUT実験でタウニュートリノが観測された [3]

ことで、標準模型が予言する 3種類のフレーバーがすべて実験的に確認された。ニュートリノは弱い

相互作用により生成されるため、多様な天体・物理環境から放出される。太陽中心での核融合反応で

生成される太陽ニュートリノや、宇宙線と大気原子核の反応による大気ニュートリノは代表的な例で

*1 厳密には重力相互作用も受けるが、極めて小さいため素粒子物理の議論では通常無視される。
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ある。また、超新星爆発、原子炉、加速器実験などもニュートリノ源であり、これらを用いた観測は

素粒子物理・宇宙物理双方における重要な研究テーマとなっている。

1.2 ニュートリノ振動

ニュートリノは 3種類のフレーバー（νe, νµ, ντ）を持つが、これらの状態は必ずしも質量固有状態

と一致しない。ニュートリノが飛行する過程で異なるフレーバーへと変化していく現象はニュートリ

ノ振動と呼ばれ、1998年のスーパーカミオカンデ実験による大気ニュートリノ解析によって証拠が

示された [4]。現在では、太陽・大気・加速器・原子炉を用いた複数の実験によって確認されている。

振動が起こる理由は、フレーバー固有状態 |να〉と質量固有状態 |νi〉がユニタリ変換によって結び
つくためである。すなわち、

|να〉 =
3∑

i=1

Uαi |νi〉 (1.2)

で与えられ、U は Pontecorvo –Maki – Nakagawa – Sakata (PMNS)行列と呼ばれる。一般的なパラメ

タリゼーションでは、3つの混合角 θ12, θ23, θ13 と CP破れを表す複素位相 δCP によって

U =

1 0 0

0 c23 s23
0 −s23 c23

 c13 0 s13e
−iδCP

0 1 0

−s13eiδCP 0 c13

 c12 s12 0

−s12 c12 0

0 0 1

 (1.3)

と書くことができる。ここで cij = cos θij、sij = sin θij である。

ニュートリノが真空中を飛行する場合を考えると、初期に |να〉として生成された状態は、時間発
展し、別のフレーバー |νβ〉として観測される確率は

P (να → νβ) =

∣∣∣∣∣∑
i

Uβie
−iEitU∗

αi

∣∣∣∣∣
2

(1.4)

ここで、単純な 2 フレーバーでの振動を考える。質量固有状態 |νi〉, |νj〉 とフレーバー固有状態
|να〉, |νβ〉の関係を (

|να〉
|νβ〉

)
=

(
cos θij sin θij
− sin θij cos θij

)(
|νi〉
|νj〉

)
(1.5)

とすると、t = 0で |να〉が生成されたとき、時間発展は

|να(t)〉 = cos θije−iEit |νi〉+ sin θije−iEjt |νj〉 (1.6)

となる。これを |νβ〉に対して内積を取ることで、νβ として観測される確率振幅を求めると、遷移確
率は

P (να → νβ) = sin2(2θij) sin2
(
Ei − Ej

2
t

)
(1.7)

相対論的近似 Ei ' p+
m2

i

2E を用い、ニュートリノの飛行距離を L ' tとすると、

Ei − Ej '
∆m2

ij

2E
(1.8)
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となり、振動確率は以下のような形

P (να → νβ) ' sin2(2θij) sin2
(
∆m2

ijL

4E

)
(1.9)

に整理される。ここで ∆m2
ij = m2

i −m2
j はニュートリノ質量二乗差であり、振動を特徴づける基本

量である。この現象はニュートリノが質量を有することを証明するものであり、ニュートリノを質量

ゼロの粒子として記述する現在の素粒子標準模型で説明することができない。ニュートリノ振動は標

準模型を超えた物理の証拠であり、素粒子物理における新たな理論構築の出発点となっている。現在

に至るまでニュートリノに関するパラメータは様々な実験で測定されており、表 1.1に示す値が得ら

れている。δCP の観測にはさらに統計量が必要であり、加速器実験による測定が進められている [5]。

さらに、質量の並び順（m3 が最も重い正順階層か、最も軽い逆順階層か）は依然として未解決の

問題であり、現在も国際的に活発な研究が続いている。

表 1.1: ニュートリノ振動パラメータの測定結果 [6]

振動パラメータ 測定値

sin2 θ12 0.307± 0.013

∆m2
21 (7.53± 0.18)× 10−5 eV2

sin2 θ23（逆階層） 0.553+0.016
−0.024

sin2 θ23（順階層） 0.558+0.021
−0.021

∆m2
32（逆階層） (−2.529± 0.029)× 10−3 eV2

∆m2
32（順階層） (2.455± 0.028)× 10−3 eV2

sin2 θ13 (2.19± 0.07)× 10−2

δCP (1.19± 0.22)π

1.3 超新星爆発とニュートリノ

ニュートリノは、素粒子標準模型の検証やその拡張のみならず、宇宙や天体現象の理解においても

重要な役割を果たしている。宇宙から飛来するニュートリノを観測することで天体内部の物理に迫る

「ニュートリノ天文学」は、新たな観測手法として発展してきた分野である。

ニュートリノは電荷を持たず、物質との相互作用が極めて弱いため、星内部や高密度領域で起こる

物理過程を損なうことなく運ぶ宇宙のメッセンジャーとして注目されている [7, 8]。

なかでも超新星爆発は、膨大な重力エネルギーが放出される際にその大部分をニュートリノとして

放出する天体現象であり、超新星から放出されるニュートリノの観測は、爆発機構や高密度物質の性

質に関する理解を深める有力な手がかりとなることが期待されている [9]。

本節ではまず超新星爆発の概略について述べ、続いて超新星ニュートリノおよび宇宙史を通じて蓄

積された超新星背景ニュートリノの性質について概説する。
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1.3.1 超新星爆発

太陽の約 8倍以上の質量をもつ恒星は、その一生の最終段階で大規模な爆発現象「超新星爆発」を

起こす。この爆発では、運動エネルギーとしておよそ ∼ 1051 ergが放出されるとされ、宇宙における

最もエネルギーの大きい現象の一つである。また、超新星爆発時には膨大な数のニュートリノが放出

されるため、その観測は超新星爆発頻度や爆発メカニズム、さらには恒星進化の理解に重要である。

超新星の分類

超新星は主に光学スペクトルと光度曲線の特徴にもとづいて分類される。図 1.1 にその概要を示

す。まず、水素スペクトルの有無により大きく 2つに分けられる。

• I型超新星：水素スペクトルが見られない。

• II型超新星：水素のスペクトルが見られる。

I型超新星はさらにケイ素の吸収線の有無により

• Ia型（ケイ素吸収線あり）

• Ib型（ケイ素吸収線なし・ヘリウム線あり）

• Ic型（ケイ素吸収線なし・ヘリウム線なし）

に分類される。

一方、II型超新星は光度曲線の形状によって分類される。極大後およそ 100日間にわたり光度がほ

ぼ一定に保たれるものは IIL型、光度が単調に減衰していくものは IIP型と呼ばれる。星の外層に保

持されている水素量の違いがこの分類の主要因と考えられており、外層の水素が多い星では IIP型、

少ない星では IIL型になると考えられている。さらに、典型的な型に属さないものとして IIb型・IIn

型・Ibn型など多様な超新星も観測されている。

超新星爆発の機構

超新星爆発の起源となる物理機構は大きく 2つに分けられる。

核爆発型超新星（Ia 型） Ia型超新星は、白色矮星の熱核爆発によって生じる超新星である。白色矮

星は電子の縮退圧によって支えられている恒星の残骸であり、その質量にはチャンドラセカー

ル限界（約 1.4M�）と呼ばれる上限が存在する。Ia型超新星の形成モデルの一つとして、近

接した連星系において白色矮星が伴星から物質を降着するシナリオが考えられている。

このような系では、連星進化の過程で、主星の外層膨張により 2つの恒星が外層を共有するこ

とで白色矮星への質量降着が長時間にわたって継続する。その結果、白色矮星の中心密度と温

度が上昇し、核融合反応が進行することで、熱核爆発に至ると考えられている。白色矮星は古

い星であり水素の層は他の恒星の影響で引き剥がされているため、この爆発に伴うスペクトル

には水素線が見られないことが Ia型超新星の特徴である。
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図 1.1: 超新星の分類。光学スペクトルと光度曲線の特徴に基づいて主に 5つのタイプに分類される。

重力崩壊型超新星（Ib 型・Ic 型・II 型） Ib型、Ic型、II型超新星は、大質量星のコアが重力崩壊を

起こすことで生じる重力崩壊型超新星である。以下では、典型的な大質量星がどのように進化

してコア崩壊と爆発に至るのかを詳しく述べる。

重力崩壊型超新星の機構

大質量星の重力崩壊と爆発に至る過程は、おおまかに以下のステップに分けて説明することがで

きる。

1. 水素燃焼とヘリウム燃焼

恒星は中心部での水素の核融合反応によってエネルギーを放出し輝いている。代表的な反応は

ppチェインや CNOサイクルであり、まとめて書くと

4H → 4He + 2e+ + 2νe + 26.7 MeV (1.10)

のように表される。水素が消費されて中心部にヘリウムが蓄積すると、次第に恒星は、ヘリウ

ムの核融合反応によって輝くようになる。反応は、まず三つの 4Heから炭素核をつくるトリプ

ルアルファ反応

4He + 4He → 8Be + γ (1.11)
8Be + 4He → 12C + γ (1.12)

が進み、続いて 12Cと 4Heの反応により酸素が生成される。

2. 進行する核融合段階と鉄コアの形成

ヘリウム燃焼が終わると、より高温・高密度の環境で炭素、酸素、ネオン、マグネシウム、ケ
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イ素といった元素の燃焼が次々と起こる。これらはそれぞれ、16O、20Ne、24Mg、28Siなどを

経て、最終的には鉄へと至る核融合反応である。鉄は結合エネルギーが最大の元素であり、最

も安定な原子核のため、核融合反応はここで止まり、鉄コアが形成される。

この段階の星は、重力によるポテンシャルエネルギーW と内部エネルギー U の和が極値をと

るような半径 R∗ を保つことで力学的平衡を維持していると考えられる。重力エネルギーを

W = −k1
GM2

R
(1.13)

と書き（k1 は星の状態による係数）、内部エネルギー密度 eとガス密度 ρの関係を

e = k2 ρ
Γ (1.14)

で近似できるとすると、内部エネルギーは

U ∼ k2
MΓ

R3Γ−3
(1.15)

と見積もられる。ここで Γは断熱指数で、

Γ =

(
∂ ln p
∂ ln ρ

)
s

(1.16)

で定義される（pは圧力、sはエントロピー）。

W + U を Rで微分してゼロとおくことで、平衡半径 R∗ は

R∗ =

(
(3Γ− 3) k2

k1G

) 1
3Γ−4

M
Γ−2
3Γ−4 (1.17)

と表される。この表式から、Γ 6= 4/3のときに力学的平衡半径が定まり、Γ > 4/3では平衡が

安定、Γ < 4/3では不安定となる。したがって、星が圧縮されたときに内部圧力の増加の方が

重力の増加より大きければ（Γ > 4/3）元の半径に戻ろうとし、逆に Γ < 4/3の場合は重力の

増加に圧力支持が追いつかず星は崩壊に向かう。

このとき、鉄コアの中心密度は ∼ 1010 g/cm3 程度に達し、電子はほぼ光速近くで運動する相

対論的縮退ガスとなり、統計力学的には Γ ' 4/3となる。このため鉄コアはちょうど安定と

不安定の境界に位置している。

3. 電子捕獲と光分解による不安定化

鉄コアの密度がさらに上昇すると、陽子と電子の相互作用による電子捕獲反応

p+ e− → n+ νe (1.18)

が盛んに起こる。電子捕獲が進むと電子数が減少し、電子縮退圧が低下するため、圧力支持が

弱まり星はより不安定になる。また、温度が T ∼ 1010 Kに達する高温のコアでは、原子核の

光分解反応が起こる。これは

γ + 56Fe → 13 4He + 4n− 124 MeV (1.19)
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のような吸熱反応であり、密度上昇に伴う内部エネルギーの上昇が吸熱反応に使われ、圧力上

昇が抑えられてしまう。これにより断熱指数 Γは臨界値 4/3より小さい値へと押し下げられ、

鉄コアは重力的に不安定な状態に陥り、重力崩壊が始まる。

4. ニュートリノの平均自由行程とニュートリノ球

電子捕獲反応によって多数の電子型ニュートリノが放出される。ニュートリノは弱い相互作用

しかしないため、低密度では物質との相互作用断面積が極めて小さく、ほとんど散乱されるこ

となく外へ逃げていく。しかし、コアの密度が 1011–1012 g/cm3 に達する頃には、ニュートリ

ノと物質との散乱頻度が増え、ニュートリノはコア内部で多重散乱を繰り返しながら拡散的に

伝播するようになる。

ニュートリノの平均自由行程 lmfp は、断面積 σ と標的核の数密度 nA に対して

lmfp =
1

σnA
(1.20)

と書け、適当なスケーリングを用いると

lmfp ' 6× 107 cm
(

ρ

1010 g/cm3

)−5/3(
Ye

26/56

)−2/3(
A

56

)−1

(1.21)

と見積もられる。ここで Ye は一核子当たりの電子数、Aは質量数である。

平均自由行程が星の半径より十分短くなると、ニュートリノは星内部に閉じ込められ外へ出ら

れない。これをニュートリノの閉じ込めといい、この領域をニュートリノ球と呼ぶ。重力崩壊

に伴いニュートリノがコアに閉じ込めることは、超新星 1987Aからのニュートリノバースト

が拡散タイムスケールに相当する 10秒間にわたって観測されたことで確認された。

5. コア崩壊の時間スケールとバウンス

コアが半径 Rで一定の加速度のもとに重力崩壊するのに要する時間スケールは、ダイナミカ

ルタイムスケール

tdyn ∼
(
R3

GM

)1/2

' 100 ms
(

ρ

1011 g/cm3

)−1/2

(1.22)

で与えられる。一方、ニュートリノがコアの内部から表面まで拡散するのにかかる時間は

tdiff ∼
3R2

lmfpc
' 300 ms

(
ρ

1011 g/cm3

)(
Ye
0.4

)2(
A

60

)
(1.23)

と評価される。密度が ρ ∼ 1011 g/cm3 程度になると、tdiff は tdyn より長くなり，崩壊の時間

スケールよりも早くニュートリノが外へ逃げることはできなくなる。したがって、この段階以

降の崩壊ではニュートリノはコア内部に閉じ込められたまま重力崩壊が進行する。

中心密度が核密度 ρ ∼ 1014 g/cm3 を越えると、核力による斥力が重要になり、断熱指数が 4/3

を超えて再び自己重力を圧力で支えられるようになる。
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中心がそれ以上潰れなくなるとその情報が音波として伝わっていき、全体的に減速していくこ

とになる。その一方で、外部コアは超音速で落下しているため音波で情報が伝わらず、減速す

る内部コアにぶつかって初めて減速する。このような状況下では、内部コアと外部コアの境界

に衝撃波が生じる。この衝撃波のことをバウンス衝撃波と呼ぶ。

この段階で、コアはバウンスした内部コアと衝撃波を通過してきた外部コア物質や外層が中心

に降り積もってできた「原始中性子星（proto-neutron star; PNS）」となり、その半径はニュー

トリノ球にほぼ等しい。

6. 衝撃波の進展と停滞、中性子化バースト

形成された衝撃波は、外側に向かって伝播しながら、通過域の鉄核を解離し、陽子と電子の電

子捕獲反応

e− + p→ n+ νe (1.24)

を促進する。この過程では大量の電子型ニュートリノが放出される。衝撃波がニュートリ

ノ球近傍に達した時点で、ニュートリノの一部は自由空間へ脱出できるようになり、時間幅

∼ 10 ms の鋭いニュートリノパルス（中性子化バースト）として観測されると考えられてい

る。これにより、バウンス後 10 ms程度で電子ニュートリノ光度に急峻なピークが現れる。

バウンス衝撃波がそのまま星の表面まで到達すれば、超新星爆発が起こると期待されていた。

しかし、実際には衝撃波は伝搬しながら鉄の分解や、ニュートリノ放出によってエネルギーを

消費し、星の表面まで到達せずに止まることがシミュレーションによって確かめられている。

したがって、超新星爆発を成立させるためには、停滞した衝撃波を再加速し、外層を銀河空間

へ吹き飛ばすための衝撃波復活機構が必要となる。

7. ニュートリノ加熱による衝撃波復活

現在もっとも有力とされるシナリオがニュートリノ加熱機構である。

原始中性子星内部では高エネルギーのニュートリノが閉じ込められている。このニュートリノ

が拡散によって PNSから滲み出し、∼ 1053 ergのエネルギーを持ち出す。ニュートリノは弱

い相互作用でのみ物質と反応するため、大多数は反応せずに星から抜け出していく。しかしそ

の一部が衝撃波直後の物質に吸収されるとそこで物質を加熱し、衝撃波にエネルギーを与え

る。代表的な反応は

νe + n→ p+ e− (1.25)
ν̄e + p→ n+ e+ (1.26)

であり、これらの逆ベータ反応を通じてニュートリノのエネルギーがバリオンへ移される。こ

の加熱によって、十分なエネルギーが供給されると、衝撃波は星の外層を貫いて外に飛び出

し、いわゆる光学的な超新星爆発が起こる。
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8. 原始中性子星の冷却とニュートリノ放出

重力崩壊によって解放された重力エネルギーの大部分（∼ 1053 erg）は、PNS 内部の熱エネ

ルギーとして蓄えられ、その後数十秒程度の時間スケールでニュートリノとして放出される。

PNSの温度が T ∼ 1011 Kから低下していく過程では

e− + p→ n+ νe (1.27)
e+ + n→ p+ ν̄e (1.28)
e− + e+ → ν + ν̄ (1.29)

などの反応によって、νe，ν̄e に加え、νµ, ν̄µ, ντ , ν̄τ もほぼ熱的に生成される。これにより中性

子星の温度は下がり、さらに中性子化が進行する。この過程を、PNS冷却と呼ぶ。PNSが形

成された当初、陽子が占める割合は約 30%程度であったが、PNS冷却によって中性子星の典

型的な値である 10%に近づいていく。

このように、重力崩壊型超新星では

1. 鉄コアの形成と電子捕獲・光分解による不安定化

2. コア崩壊とニュートリノトラッピング

3. コアバウンスと衝撃波形成

4. ニュートリノ加熱による衝撃波復活

5. 原始中性子星の冷却とニュートリノ放出

という一連のプロセスを経て爆発に至る。この過程のほとんどのエネルギーはニュートリノとして放

出される。

1.3.2 超新星ニュートリノ

超新星爆発で放出されるニュートリノは、全解放エネルギーの約 99%を担う。ニュートリノは電

荷を持たず相互作用が極めて弱いため、銀河磁場や星間物質、高密度天体の内部でもほとんど減衰せ

ずに通り抜ける高い透過性を持つ。この性質により、爆発のごく初期に星内部で生成されたニュート

リノがほぼそのまま地球へ到達する。一方で、可視光は外層が十分に薄くなるまで外へ出られないた

め，観測可能になるのは爆発開始から数時間後である。したがって、超新星ニュートリノを観測する

ことで、光学観測よりも初期の情報を得ることができる。

1987年 2月 23日、大マゼラン星雲で発生した超新星 SN1987Aでは、可視光の検出に先立つ数時

間前にニュートリノバーストが観測された。日本のカミオカンデ [11]、アメリカの IMB [12]、ロシ

アの Baksan [13]の 3つの検出器が、合計 21個の反ニュートリノ事象を約 13秒間にわたり捉えてい

る。図 1.3に各検出器の観測結果を示す。SN1987Aは太陽系外の超新星から到来したニュートリノ

が直接検出された世界で初めての例である。現在も国内外のニュートリノ検出器は、次に銀河内で発

生する超新星爆発を待ち構えている。
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図 1.2: 重力崩壊型超新星爆発の機構 [10]

図 1.3: 観測された超新星ニュートリノ [14]

1.3.3 超新星背景ニュートリノ

超新星爆発 SN1987Aからのニュートリノが観測されたことにより、超新星爆発が大量のニュート

リノを放出すること、そしてその観測が爆発機構の理解に重要であることが示された。しかし超新

星爆発は 1つの銀河あたりでは 100年に数回しか起こらないと考えられており、SN1987A以降、地

球近傍で超新星ニュートリノが再び観測された例はない。一方、宇宙全体では宇宙誕生以来、多数

の重力崩壊型超新星が発生してきた。それらすべての超新星から放出されたニュートリノが現在の

宇宙空間に積み重なって存在すると考えられ、超新星背景ニュートリノ (Diffuse Supernova Neutrno
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Background; DSNB)と呼ぶ。DSNBは宇宙全体の重力崩壊型超新星レート、恒星形成史、金属量分

布、および個々の超新星が放出するニュートリノスペクトルに依存しており、その観測は星形成史と

超新星爆発機構に対して強い制約を与えると期待されている。地球で観測される DSNBのフラック

スは、[15]に従えば

次式で表される：

dF (Eν)

dEν
= c

∫ zmax

0

dz

H0

√
Ωm(1 + z)3 +ΩΛ

[
RCC(z)

∫ Zmax

0

ψZF (z, Z)

{∫ Mmax

Mmin

ψIMF(M)
dN(M,Z,E′

ν)

dE′
ν

dM

}
dZ

]
(1.30)

ここで E′
ν = (1 + z)Eν は赤方偏移補正後のニュートリノエネルギーである。RCC(z)は赤方偏移

z での重力崩壊型超新星発生率、ψIMF(M)は初期質量関数、ψZF (z, Z)は金属量分布を表す。また

dN/dE′
ν は 1つの超新星が放出するニュートリノ数スペクトルである。これらはそれぞれ次式で規

格化されている ∫ Mmax

Mmin

ψIMF(M) dM = 1,

∫ zmax

0

ψZF (z, Z) dZ = 1 (1.31)

図 1.4は代表的な理論モデルに基づいて計算された DSNBフラックスの予測である。モデル間に

は最大で 1桁程度の差が見られる。
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図 1.4: モデルごとの DSNBフラックス予想 [16]
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第 2章

スーパーカミオカンデ

スーパーカミオカンデは、岐阜県飛騨市神岡鉱山内の地下 1,000 mに設置された、東京大学宇宙線

研究所が運営する大型水チェレンコフ検出器である。スーパーカミオカンデの概観を図 2.1に示す。

スーパーカミオカンデは、Super-Kamioka Neutrino Detection Experiment（神岡ニュートリノ検出実

験）と Super-Kamioka Nucleon Decay Experiment（超神岡核子崩壊実験）の双方を略した名称となっ

ている。

スーパーカミオカンデがその場所に建設された理由として、地下水が豊富に存在すること、建設す

る上で十分に強固な岩盤があったこと、1,000 m級の土かぶりがあったことが挙げられる。その土か

ぶりのおかげで、観測の妨げとなる宇宙線ミューオンの数は地表と比べて約 10万分の 1に抑えられ

る。なお、ニュートリノは前章で書いたように物質とほとんど反応しないため、それだけ厚い土かぶ

りがあっても問題はない。

図 2.1: スーパーカミオカンデの概観 [17]
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2.1 検出器

2.1.1 検出器の構造

スーパーカミオカンデ（Super-Kamiokande; SK）は、直径約 39.3 m，高さ約 41.4 mの円筒形ステ

ンレス製水タンクと、その内部に配置された光電子増倍管（Photomultiplier Tube; PMT）から構成さ

れる大型水チェレンコフ検出器である。タンク内には約 5万トンの超純水が満たされており、ニュー

トリノ事象や宇宙線ミューオンによって生成されるチェレンコフ光を観測することで粒子の種類やエ

ネルギーを測定する。

タンク内部はステンレス製の支持構造（スーパー・モジュール）によって内水槽（Inner Detector;

ID）と外水槽（Outer Detector; OD）の二重構造に分割されている。IDは観測の主要領域であり、OD

は外部からのバックグラウンドを識別するための領域である。

IDの寸法は直径約 33.8 m、高さ約 36.2 mで、体積は約 3.25万トンである。内水槽壁面には直径

20インチ（約 50 cm）の PMTが 11,129本取り付けられており、その間には反射率の低いブラック

シート*1が貼られている。これにより壁面での光反射が抑制され、チェレンコフ光を光学的にクリー

ンな状態で検出することが可能となっている。

ODは厚さ約 2 m、体積約 1.75万トンで、ID全体を取り囲む構造となっている。外側には直径 8

インチ（約 20 cm）の PMTが 1,885本設置されており、主に宇宙線ミューオンなどのバックグラウ

ンド事象の識別に用いられる。さらに、OD PMT間には高反射率のタイベックシート（Tyvek sheet）

が配置されており、外水槽で生じた光が内水槽へ侵入することを防いでいる。

図 2.2: スーパーカミオカンデの断面図と (左)とスーパーモジュールの模試図（右）[18]

*1 ポリエチレンテレフタレート製
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2.1.2 内水槽（ID）PMT

スーパーカミオカンデの内水槽には、浜松ホトニクス株式会社と共同開発された直径 20インチの

PMTが設置されている。ID全体では 11,129本の PMTがタンク側面（7,650本）、上面（1,740本）、

底面（1,739本）に均一に配置されている。PMTの概略図を図 2.3に示す。

PMTは光電面に入射した光子を光電子に変換し、光電子を複数段のダイノードで約 106 倍に増幅

することで電気信号として取り出す光センサーである。20インチという大口径により広い受光面積

が確保されており、水中で発生するチェレンコフ光を高効率で検出することができる。SKで使用さ

れる PMTの増幅率（ゲイン）は約 6.0× 106 に設定されており、光電子電荷（∼ 1.6× 10−19 C）が

この倍率で増幅されることで 1光電子レベルの信号（約 10−12 C = 1 pC）を十分に識別できる。

光電面材料には、チェレンコフ光の主な波長帯である 350 – 400 nm付近に高い感度を示すバイア

ルカリ（Sb – K – Cs）が採用されている。ID PMTの量子効率の波長依存性を図 2.4に示す。また、

波長 410 nmの光に対する伝搬時間分布はおよそ σ ∼ 2.2 nsであり（図 2.5a）、頂点再構成や粒子識

別に十分な時間分解能を備えている。1光電子応答分布を図 2.5bに示す。

スーパーカミオカンデでは 2001 年に PMT 約半数が破損する事故が発生した。真空構造である

PMTが破裂した際に生じた衝撃波が水中を伝搬し、周囲の PMTを連鎖的に破損させてしまったこ

とが原因である。この事故後に再建され、すべての PMTに衝撃波防止ケースが装着されている。

衝撃波防止ケースの光電面側は透明度の高いアクリルで構成されており、チェレンコフ光に対す

る透過率は垂直入射で 95%以上である。その他の部分は耐久性の高い繊維強化プラスチック (Fiber

Reinforelative CEd Plastic; FRP)で覆われている。ケースの外観を図 2.6に示す。さらに SK-IIIで追

加導入された PMT では，FRP 内側に反射した光が PMT に戻らないよう、ブラックシート（PMT

collar）が取り付けられている。

図 2.3: 内水槽 PMTの概略図 [18] 図 2.4: PMTの量子効率の波長依存性 [18]
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(a)内水槽 PMTの伝達時間分布 [18] (b)内水槽 PMTの 1光電子分布 [18]

図 2.5: 内水槽 PMT

図 2.6: SK-IIから PMTに取り付けられた FRPとアクリルケースの概観 [19]

2.1.3 外水槽（OD）PMT

スーパーカミオカンデの外水槽には、直径 8インチの小型光電子増倍管（PMT）が 1,885本設置さ

れている。その内訳は、タンク側面に 1,275本、タンク上面に 302本，タンク底面に 308本である。

初めの期間では、1991年に終了した IMB実験で使用されていた PMTが再利用されていたが、2001

年の PMT破損事故以降は、浜松ホトニクス製 R5912型 PMTに順次置き換えられた。

OD PMTは ID PMTと比べて受光面積が小さいため、その光収集能力を補う目的で、60 cm × 60

cm × 1.3 cmのアクリル板に波長シフター（Wavelength Shifter; WS）をドープしたプレート（WSプ

レート）が取り付けられている。WSにはシンチレーター材料である bis-MSB（C24H22）が 50 mg/L

の濃度で混入されており，紫外領域の光を吸収して青〜緑の光を再放出する。これにより OD PMT
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の光子検出効率は最大で約 60％まで向上する。

一方で、WSを通過した光は波長変換過程によって時間分解能が低下する。OD PMTの 1光電子レ

ベルの信号に対する時間分解能は、13 nsから 15 ns程度であり、ID PMTと比較するとやや劣るが、

主に宇宙線ミューオンのタグ付けや外部バックグラウンドの識別を目的とする ODの用途には十分な

性能である。

ID と OD における PMT の相対配置を図 2.7 に示す。ID 側には反射率の低いブラックシートが、

OD側には高反射率のタイベックシートが貼られており、互いの光が領域を越えて侵入することを防

いでいる。

図 2.7: IDと ODにおける PMTの相対配置 [20]

2.1.4 磁気補償コイル

PMTの光電面で生成された光電子は，PMT内部の印加電場によってダイノードに収集され、段階

的に増幅されて電気信号として読み出される。この光電子収集効率は地磁気の影響を強く受け、PMT

の向きや設置場所によって変化してしまう。そのためスーパーカミオカンデでは、タンク周囲に磁場

補償用のヘルムホルツコイルを巻き付けることで、検出器内部の地磁気を低減している。

磁気補償コイルは全部で 26セットあり，図 2.8に示すように、検出器外周に対して水平方向およ

び垂直方向に配置されている。これによりタンク内部の磁束密度は平均で約 32 mGに抑えられてお

り、PMTの光電子収集効率を安定させることができる。図 2.8に磁気補償コイルの模式図を示す。

この磁気補償コイルの挙動と PMT応答の関係は、本論文における重要な研究対象の一つであり、

第 3章において詳しく取り扱っている。
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図 2.8: 磁気補償コイルの模式図 [21]

2.1.5 SK の観測の歴史

SK は 1996 年の観測開始以来、検出器の状態やデータ収集システムの変更に応じて複数の観測

フェーズに分かれている。本節では SK-Iから現在稼働中の SK-VIIIまでの概要を示す。

SK-I
SK-I は 1996 年 4 月 1 日から稼働を開始し、2001 年 7 月まで継続した。Analog Timing Module

（ATM）というエレクトロニクスを用いたデータ収集を行い、総観測日数は 1496日に及んだ。この

期間には太陽ニュートリノ、大気ニュートリノ、陽子崩壊探索など多くの成果が得られた。特に、大

気ニュートリノにおけるニュートリノ振動の実験的証拠は世界的な成果として知られる。

SK-II
2001年の PMT事故後、タンク水の排水と PMTの交換、さらにアクリルと FRPによる衝撃波防

止ケースの装着が行われた。これにより PMTの破壊連鎖を防ぐ構造が確立された。SK-IIの観測は

2002年 10月から 2005年 10月まで行われ，IDに設置された PMT数は SK-Iの約半数に減少した。

SK-III
SK-IIと SK-IIIの間に新たな IDPMTが製造され、全ての PMTが再び設置された。SK-IIIは 2006

年 7月に開始され、タンク全面に PMTが復旧し、光検出効率が向上した。観測は 2008年 8月まで

継続した。

SK-IV
2008年 9月に開始した SK-IVでは、データ収集システムが ATMから QBEEに置き換えられ、後

発のヒット情報を記録可能になった。これにより低エネルギーイベントの検出能力が大幅に向上し
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た。SK-IVは 2018年まで約 10年間継続し、最も長い観測フェーズとなった。

SK-V
SK-IV終了後 2018年から SK-Gd導入の準備としてタンク改修が行われた。タンク壁の補修や水

循環装置の改良、PMTの交換などが実施され、2019年 1月より SK-Vの観測が開始された。この期

間はまだ超純水を使用しており、主に流量調整や水質安定化が行われた。

SK-VI（SK-Gd Phase 1）
2020年 7月より、超純水に約 13トンの硫酸ガドリニウム 8水和物（Gd2(SO4)3・8H2O）を溶解

し、SK-Gd実験のフェーズ 1（SK-VI）が開始された。Gd濃度は質量比で 0.011%程度であり、中性

子捕獲時に放出される 8 MeVガンマ線の検出により、中性子識別効率が大きく向上した。SK-VIの

観測は 2022年 5月まで継続した。

SK-VII（SK-Gd Phase 2）
2022年 6月より Gdの追加の投入が行われ、Gd濃度は約 0.03%に達した。これによって中性子

検出効率は約 60%まで向上した。

一方、2023年 12月には磁気補償コイルの一部に故障が発生し、修繕されないまま運用が継続され

た。この磁気補償コイル故障期間を便宜的に SK-VII.5（SK7.5）と呼び、通常の SK-VIIと区別する。

本期間は 2024年 7月の補修作業まで続いた。このコイル故障による影響については、第 3章におい

て詳しく議論する。

SK-VIII（SK-Gd Phase 2）
SKは磁気補償コイルの補修完了後、2024年 9月に運転を再開し、現在も運転を続けている。Gd

濃度は前フェーズと同様に約 0.03%である。磁気補償コイル補修後として初の運転フェーズである

ため、LINACによるエネルギー較正が実施された。(2.3.3節)

2.2 検出原理

スーパーカミオカンデでは、荷電粒子が水中を通過する際に放出するチェレンコフ光を光電子増倍

管（PMT）によって検出することで、粒子の種類や運動量、入射方向を再構成する。本節では、チェ

レンコフ放射の原理と、PMTを用いた検出方法について述べる。

2.2.1 チェレンコフ放射

チェレンコフ放射とは、荷電粒子が媒質中の光速（c/n）よりも大きな速度で運動する際に媒質中

へ放出される光のことである。荷電粒子が水（屈折率 n ' 1.33）中を真空中の光速 cに近い速度で進

むと

v >
c

n
(2.1)
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を満たす場合にチェレンコフ光が放射される。このとき放射される光は、進行方向に対して一定角度

θC をもって円錐状に広がる。

チェレンコフ角 θC は以下で与えられる。

cos θC =
1

βn
β =

v

c
(2.2)

SKの純水に近い屈折率 n ' 1.33を代入すると，β ' 1の相対論的粒子では

θC ≈ 42◦

となり，大部分の荷電粒子（電子，ミューオンなど）は明瞭なチェレンコフリングを形成する。

さらに、チェレンコフ光が放出される最小エネルギー（チェレンコフ閾値）は

Ethr = mγthr =
m√

1− β2
thr

=
m√

1−
(
1
n

)2 (2.3)

で与えられ、粒子の質量が大きいほど閾値が高くなる。例えば電子では約 0.77 MeV、陽子では約 1.41

GeVである。

また，単位長さあたりに放出される光子数はフランク–タム公式により

d2N

dxdλ
= 2παZ2

(
1− 1

n2β2

)
1

λ2
(2.4)

で与えられ、短波長ほど多く光子が放出される。

この式を波長領域 λ1 – λ2 で積分し、粒子が距離 lだけ進むと、生成される光子数 N は

N =

∫ l

0

∫ λ2

λ1

2παZ2

(
1− 1

n2β2

)
1

λ2
dλ dx (2.5)

となる。積分すると

N = 2παZ2 l

(
1− 1

n2β2

)(
1

λ1
− 1

λ2

)
(2.6)

を得る。

水中で電子（Z = 1）が l = 1 cm進み、SKの PMTが感度を持つ λ1 = 300 nmから λ2 = 600 nm

を代入すると，

N ≈ 340 (2.7)

となり、300-600 nmの範囲におよそ 340個の光子が放出される。

2.2.2 検出方法

チェレンコフ光は水タンク内の PMTにより検出される。チェレンコフ光は粒子の進行方向に対し

て円錐状に広がり、タンク壁面ではリング状のヒット分布として観測される。PMTによって検出さ

れる情報は主に以下の 2つである。

• 各 PMTに到達した光量（電荷）：粒子のエネルギーや種類に関する情報を与える
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図 2.9: チェレンコフ放射の模式図 [22]

• 光到達時刻（TDC）：粒子の飛跡、頂点位置、再構成に利用される

図 2.10 に示すように、SK ではミューオン事象では細いリングが、電子事象では多重散乱により

広がったリングが形成される。このリングの形状・強度・時間構造を解析することで、粒子種の識別

（PID）、運動量再構成、事象頂点再構成が可能となる。

特に、SKでは約 1万本の 20インチ PMTと外水槽に設置された 8インチ PMTを用いた検出シス

テムにより、チェレンコフ光の時間を数ナノ秒の精度で測定できる。

図 2.10: ミューニュートリノ事象 (左)、電子ニュートリノ事象 (右)色付きの点はそれぞれ PMTを表

し、色は電荷量に対応している。再構成された円錐は白い線で示されている。右上の 2番目の図は、

ODの同じヒットマップを示している。白い十字は再構成された頂点の位置を示している。ひし形は

イベント頂点からビームの方向に向かう光線が検出器の壁と交差する位置を示している。[23]
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2.2.3 データ取得

SKでは各 PMTから読み出されるアナログ信号をデジタル化し、トリガー判定に基づいてイベン

トとして保存している。本節では、PMT信号がどのように処理されイベントデータとして蓄積され

るかを簡単に述べる。

PMT 信号の読み出しとデジタル化
各 PMT のアナログ信号は、QBEE (QTC-Based Electronics with Ethernet) と呼ばれる読み出しモ

ジュールによって処理される。QBEE内部での処理はおおまかに次の二段階からなる。

1. QTC (charge-to-time converter)による電荷量の測定
PMT信号が所定の閾値（約 0.25 p.e. に相当）を超えると QTCが動作し、パルスの面積（電

荷量）に比例した幅を持つ矩形波を出力する。このとき、矩形波の立ち上がり時刻がヒット時

刻、幅が電荷量に対応する。

2. TDC (time-to-digital converter)によるデジタル化
QTCから出力された矩形波の立ち上がり・立ち下がり時刻が TDCによってデジタル値へ変換

され、各 PMTのヒット時刻と電荷量情報が得られる。

QTCには Small / Medium / Largeの 3つのゲインチャンネルが用意されており電荷量の大きさに

応じて適切なゲインが自動的に選択される。1回の PMT信号を処理するのに約 900 nsを要し、この

間は同一 PMTからの次の信号を受け付けられない。これを不感時間 (dead time)と呼ぶ。

図 2.11: QBEEのブロック図 [24]

トリガー条件

読み出された PMT のデジタル信号はオンラインで集約され、200 ns の時間幅ごとに検出器全体

のヒット本数 N200 が計算される。この N200 が設定された閾値を超えるとソフトウェアトリガーが

発生し、表 2.1に示すようにトリガー種別ごとに定められた時間窓が 1つの事象として記録される。
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200 nsという幅は、光が内水槽の端から端まで伝播するのに要する時間をもとに設定されている。ID

用にはエネルギーに応じて 4種類のソフトウェアトリガーが定義されている。

表 2.1: SKにおけるソフトウェアトリガーの例

水槽 トリガー 種別 閾値 N200 時間幅 [µs] レート [Hz]

ID SHE Super High Energy 60 40 ∼ 3

ID HE High Energy 52 40 ∼ 30

ID LE Low Energy 49 40 ∼ 80

ID SLE Super Low Energy 34 1.5 ∼ 1.4× 104

OD OD Outer Detector 22 40 –

特に SLEトリガーは閾値が最も低く、低エネルギー事象の観測に用いられる。閾値が低い分、バッ

クグラウンド事象も多く含まれるため、後段の解析での選別が重要となる。

2.3 検出器較正

得られるデータの信頼性は検出器較正によって担保される。較正では、検出器の分解能が十分であ

ることを確認するとともに、検出器シミュレーションにおいて検出器内で起こる事象を再現するため

の各種パラメータを決定する。SKでは事象再構成におけるエネルギーおよび位置の較正、測定対象

に対する分解能の評価を目的として行われている。

実際に行われている較正は以下のように分類される。

• 内水槽 PMTの較正

• 外水槽 PMTの較正

• 水中における光子伝搬の較正

• エネルギー較正

本節では、これらのうち内水槽 PMTの較正、水中での光子伝搬の較正、およびエネルギー較正に

ついてその概要を述べる。

2.3.1 内水槽の較正

電圧値の較正

SKでは、各 PMTが同じ量の光を受光した際に同程度の出力電荷になるよう、高電圧（HV: High

Voltage）を個別に設定している。PMTの光の出力が異なると、検出器応答に非一様性が生じ、エネ

ルギー分解能の低下を招く。これを防ぐため、等方的光源（Xeフラッシュランプ）を検出器中心に

設置し、PMTごとに応答電荷が基準値となるように HVを調整する。

ただし、検出器中心からの距離や水中伝搬に伴う散乱・吸収により、PMTに到達する光量は最大
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で 2倍程度異なる。そこで、SK-IIIの開始前、2005年 8月から 9月にかけて、あらかじめ個別に高

電圧を決定した 420本の PMT（Standard PMT）をタンク内に設置して較正測定が行われた。

図 2.12に Standard PMTの配置および周囲の PMTのグループ分けを示す。Standard PMT以外の

PMTについては、同一グループに属する Standard PMTが得た電荷量の平均と一致するように HV

が設定されている。

図 2.12: Standard PMTの位置 (左)と PMTのグループ分けの模式図 (右) [25]

ゲインの較正

PMTのゲインは、入射した光電子がダイノードを通過することで増幅されて得られる電荷量を決

定する重要な量である。SKでは、PMT間のばらつきを補正するための相対ゲイン較正と、電荷量

[pC]を光電子数 (p.e.) に変換するための絶対ゲイン較正の 2種類の較正を行っている。

• 相対ゲインの測定

相対ゲイン較正には、等方光源を使用した 2段階の測定を行う。まず、高強度の光を照射し、

各 PMTで平均電荷量 Qobs(i)（iは PMT番号）を測定する。次に，1 p.e. 程度の低強度の光を

用いて、閾値を超えて記録されたヒット数 Nobs(i)を測定する。

このとき、観測量は以下のように書ける。

Qobs(i) ∝ IH a(i) ε(i)G(i) (2.8)
Nobs(i) ∝ IL a(i) ε(i) (2.9)

ここで IH と IL は高強度・低強度光の平均光量、a(i)は PMTの受光効率（アクセプタンス）、

ε(i)は量子効率、G(i)がゲインである。

両式の比を取ることで a(i)と ε(i)の依存性が消去され、ゲインは次のように決まる

G(i) ∝ Qobs(i)

Nobs(i)
(2.10)
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これを全 PMTの平均値で規格化することで、PMTのばらつきを反映した各 PMTの相対ゲイ

ンが得られる。図 2.13は各 PMTの相対ゲインの 1次元分布である。

図 2.13: 各 PMTの相対ゲインの一次元分布 [25]

• 絶対ゲインの測定

絶対ゲイン較正は、観測された電荷量 [pC]を光電子数 (p.e.) に変換する係数を決定するため

に行う。SKでは 1 p.e. 程度の信号を生成する等方光源として、約 9 MeVのガンマ線を放出す

る Ni-Cf線源を用いる。

Ni-Cf線源は 252Cfを含む Ni球と PE（ポリエチレン）から構成される。252Cfの自発核分裂

により放出される中性子は Ni中で減速・捕獲され、捕獲ガンマ線（∼ 9 MeV）を放出する。こ

のガンマ線によって発生するチェレンコフ光は球対称に分布し、ほとんどが 1 p.e. 程度の信号

として観測されるため、PMTの絶対ゲイン較正に適している。

測定では、Ni-Cf線源による信号を含む時間幅でのヒット分布からダークノイズを差し引き、

電荷分布のピークを得る。図 2.14に、SK-IIIにおいて Ni-Cf線源を用いた測定から得られた

単一光電子に対する電荷分布を示す。この分布は、全 PMTの電荷分布を足し合わせることで

作成されている。電荷が 0付近に現れる鋭いピークは、光電子が第一ダイノードで増幅されな

かった事象に対応する。一方、その右側に現れる緩やかなピークが 1 p.e.に対応する電荷量を
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表している。また、分布の全範囲での平均値から、電荷→ p.e. 変換係数が定義される。

この係数はおよそ 2.0 – 2.6 pC/p.e. の範囲で安定している。得られた絶対ゲイン値は、MCシ

ミュレーションにおける PMTモデルにも適用される。

表 2.2: SKの各観測期間における絶対ゲインの変換係数

観測期間 SK-I SK-II SK-III SK-IV SK-V SK-VI・SK-VII

変換係数 [pC/p.e.] 2.055 2.297 2.243 2.658 2.460 2.460

図 2.14: SK-IIIでの測定で得た 1 p.e. 信号の電荷分布 [25]

量子効率の較正

PMT の量子効率は、入射した光子が光電子に変換される確率を表し、PMT 個体により値が異な

る。解析では PMT応答のばらつきを抑えるため量子効率の較正が必要となる。

こちらも、Ni-Cf線源を用いて較正を行っている。等方的かつ、各 PMTへ概ね 1光子程度しか到

達しない弱い線源は、量子効率の評価にも適している。

ただし、線源と各 PMT の距離や光の入射角度は PMT ごとに異なるため、Ni線源で観測される

ヒット数には幾何学的なバイアスが含まれる。このため、以上の補正を施した補正後ヒット数Ncorr(i)

を定義する。

Ncorr(i) = N(i)× r2

a(θ)
× 1

G(i)
(2.11)
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ここで、r はヒットした PMTと Ni-Cf線源の距離であり、ある点から等方的に広がる光は距離の

2乗に反比例して減衰するため、その効果を補正する必要がある。G(i)は PMTのゲイン差を補正す

る係数であり、製造年度やゲイン測定時期の違いに応じて値が異なる。a(θ)は PMTに入射する光子

の角度 θ に依存したアクセプタンスの補正関数であり次式で与えられる。

a(θ) = 0.205 + 0.524 cos θ + 0.390 cos2 θ − 0.132 cos3 θ (2.12)

この補正により、各 PMTが異なる幾何条件で受光する効果を取り除くことができる。

図 2.15: PMTのアクセプタンスの補正関数のθ依存性 [26]

補正後のヒット数を PMT全体平均で規格化して Dataと MCの比を取ることで、水中の光吸収・

散乱および反射効果を除いた PMT個体の相対量子効率 (relative QE)を求める。

relativeQE(i) =
Ncorr(i)Data

Ncorr(i)MC
(2.13)

SK-IVで得られた内水槽 PMTの relative QEの一次元分布を図 2.16に示す。

時間応答の較正

荷電粒子の飛跡や頂点位置を再構成する際、各 PMTのヒット時刻のずれは大きな系統誤差となる。

実際には、信号ケーブルの長さや読み出し回路の処理時間の違いやパルス波高の違いによってヒット

時刻が変化する Time walk効果が存在する。そのため、全 PMTの時刻情報をそろえるために、PMT

の時間応答を測定し、得られた補正関数を適用する。

時間応答較正に用いる装置の模式図を図 2.17に示す。波長 337 nm、半値全幅 0.4 nsの窒素レー

ザーを用いて光パルスを生成する。その後、光パルスは PMTの量子効率が高い 398 nmにシフトさ

れる。生成されたパルス光の一部は時間応答の速い 2インチ PMT（モニター PMT）に導かれ、パル



28

図 2.16: 相対量子効率の一次元分布 [27]

スの基準時刻を決定する。残りは光ファイバーを通じて拡散球 (diffuser ball)に送られ、検出器内部

へ等方的に放出される。

各 PMTについて、拡散球から PMTへ光が直線飛行する時間 TToF とモニター PMTの時刻 Tmonitor

を用いて、観測ヒット時刻 Tobs から

t ≡ Tobs − TToF − Tmonitor (2.14)

を計算し、縦軸を t、横軸をヒット電荷として 2次元分布を作成する。この分布は TQマップと呼ば

れ、典型例を図 2.18に示す。横軸の電荷は、低電荷では一定幅ビン、高電荷では対数スケールへ移

行する QBinと呼ばれるビン番号で表す。

TQマップにおける各 QBinでのピーク位置を求め、それらを QBinの関数として多項式でフィッ

トすることで、PMTごとの時間補正関数を得る。使用される多項式は以下に示す通りで、異なる領

域で関数をつなぎ合わせる形になっている。

polN(x) ≡ p0 + p1x+ p2x
2 + · · ·+ pNx

N (2.15)
QBin ≤ 10 : F1(x) ≡ pol3(x) (2.16)
QBin ≤ 50 : F2(x) ≡ F1(10) + (x− 10) [F ′

1(10) + (x− 10)pol3(x− 10)] (2.17)
QBin > 50 : F3(x) ≡ F2(50) + (x− 50)pol6(x− 50) (2.18)
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図 2.17: 時間応答較正実験に用いる装置の模式図 [25]

最終的に、F1、F2、F3 に含まれる計 15個のパラメータが PMT の電荷依存時間補正として決定さ

れる。

図 2.18: TQマップ [25]

2.3.2 水中での光子伝搬の較正

水の透過率の測定

SK内で発生したチェレンコフ光は、水中を伝搬しタンク壁面に取り付けられた PMTに到達する

までに水中での吸収および散乱の効果によって強度が減衰する。光子の波長を λ、光路長を xとする
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と、光強度の減衰は

I(λ, x) = I0(λ) e
−αabs(λ)xe−αsym(λ)xe−αasy(λ)x

= I0(λ) e
−{αabs(λ)+αsym(λ)+αasy(λ)}x = I0(λ) e

−x/L(λ) (2.19)

と書ける。ここで I0(λ)は入射光の強度であり、L(λ)は波長ごとの減衰長である。減衰長は

L(λ) =
1

αabs(λ) + αsym(λ) + αasy(λ)
(2.20)

と定義される。αabs(λ)，αsym(λ)，αasy(λ)はそれぞれ吸収、等方散乱、非等方散乱に関する減衰係数

である。αsym(λ)はレイリー散乱とミー散乱の対称成分を導入するための項、αasy(λ)は散乱の前方成

分を導入するために用いられるパラメータである。

これらの減衰係数を決定するために、337, 375, 405, 445, 473 nmのレーザー光をタンク上部から真

下方向へ入射し、PMTのヒット時間を測定する。透過率測定の概略図を図 2.19に示す。図のように、

タンク内を鉛直方向に Topと Barrel1〜Barrel5の 6領域に分割し、各領域ごとにレーザー光による

ヒット時間分布を取得する。また、レーザー波長 405 nmのときのヒット時間分布の例を合わせて示

す。黒丸がデータ、赤線がシミュレーションである。

図中の青線で囲まれた 2つの時間領域のうち左側の領域が散乱光によるものであり、この領域を主

に αsym(λ)および αasy(λ)の決定に用いる。一方、右側のピークは PMTの表面やブラックシートで

反射した光による成分と考えられ、散乱光とは区別して扱う。各領域におけるヒット時間分布につい

て、データとMCの分布を比較し、χ2 が最小となるように減衰係数のパラメータを決定する。

MCでは、減衰係数の波長依存性を次のような経験的関数で表現している。

αabs(λ) = P0 ×

{
P1

λ4
+ P2

(
λ

500

)P3
}

(2.21)

αsym(λ) =
P4

λ4

(
1.0 +

P5

λ2

)
(2.22)

αasy(λ) = P6 ×
{
1.0 +

P7

λ4
(λ− P8)

2

}
(2.23)

ここで P0 から P8 までの 9個のパラメータを変動させながらMCでヒット時間分布を作成し、デー

タの分布と比較して χ2 が最小となるようにパラメータを決定する。2009年 4月の測定で得られたパ

ラメータの値を表 2.3に、それに対応する減衰係数の波長分布を図 2.20に示す。全体の減衰係数に

加え、吸収・対称散乱・非対称散乱それぞれの寄与が併せてプロットされている。

さらに、これらのパラメータの時間変動を補正するため、宇宙線ミューオンを用いた水の透過率モ

ニタも併用している。宇宙線ミューオンは通常のデータ取得中にも測定できるため、水の透過率を連

続的に監視できる。ミューオンの崩壊電子から発生したチェレンコフ光の電荷を各 PMTで測定する

と、観測される電荷 Qは

Q = Q0
F (θ)

l
exp

(
− l

L(λ)

)
(2.24)

と表される。ここで Q0 は定数、F (θ)は PMTのアクセプタンスを表す関数、lは光路長、L(λ)は減

衰長である。式 (2.24)を用いて得られた Qの時間変化から、水の減衰長の長期変動を補正している。
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(a)透過率測定の概要図 [25] (b)レーザー光によるヒット時間分布 [25]

図 2.19: 透過率測定

図 2.20: SK-IV(2009年 4月)のレーザーデータから測定された透過率の波長依存性 [25]
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表 2.3: 2009年 4月の測定で得られた減衰係数パラメータの値

パラメータ 値

P0 0.624

P1 2.96× 107

P2 3.24× 10−2

P3 10.9

P4 8.51× 107

P5 1.14× 105

P6 1.00× 10−4

P7 4.62× 106

P8 392

水質の上下非対称性による透過率の補正

SKでは、タンク座標で z = −11 mより下の領域では常に超純水が循環しているため水温が一定

に保たれている。一方、それより上部の領域では循環が行われていないため、上方に行くほど水温が

上昇し、検出器全体で最大 0.2◦C程度の温度差が生じる。この温度差は水質に影響し、光の透過率に

差を生じさせることが知られている。したがって、PMTの量子効率測定やエネルギー較正を高精度

に行うためには、水質が上下方向に不均一である状況を適切に補正する必要がある。

この水質の上下非対称性を評価するため、Ni – Cf 線源および Xe 線源を用いて、タンク上部

（Top）と下部（Bottom）の PMTにおけるヒット数を比較し、水質の上下非対称性指標 Top – Bottom

Asymmetry (TBA)を以下のように定義する

αTBA =
〈Ntop〉 − 〈Nbottom〉

〈Nbarrel〉
(2.25)

ここで 〈Ntop〉，〈Nbottom〉，〈Nbarrel〉はそれぞれタンク上面、下面、側面の PMTにおける平均ヒット

数を表す。図 2.21に示すように、TBAは経年変化を示し、タンク上部と下部の水質差が時間ととも

に変動していることが確認されている。

水質の上下非対称性は主に吸収係数 αabs(λ)の変動として現れると仮定し、この効果をMC光子伝

搬に導入するため、吸収係数に高さ依存補正 A(z)を乗じた次式を使用する

A(z) ≡

{
1 + β · z (z ≥ −11 m)

1− 11 · β (z < −11 m)
(2.26)

ここで β は上下方向の線形勾配を表すパラメータであり、Ni – Cf線源の較正データおよびMCを比

較することで決定される。z = −11 mより下では水質が一定とみなし A(z)は一定値となる。

さらに、水質の上下非対称性は時間変動を持つため、β も時間とともに変動するパラメータとして

扱う。Ni – Cf線源の月次データを用いて αTBA と β の相関を調べた結果、両者の間に、

β [1/m] = 0.01× (−0.006332× 100× αTBA − 0.004130) (2.27)
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の関係が得られている。この関係式により、実際のデータの TBA を最もよく再現する β を決定で

きる。

図 2.21: SK-IVが始まってからの TBA測定結果の時期変動 [25]

物質表面における光子反射

チェレンコフ光が検出器内を伝搬する際、その一部は PMT表面やブラックシート表面で反射され

る。これらの反射光は PMTのヒット時間分布に影響を与えるため、MCでは反射の物理過程を適切

にモデル化する必要がある。

• PMT表面での反射

PMT表面はガラス層・バイアルカリ光電面・真空の 3層構造を持ち、光子はそれぞれの界面

で屈折・反射を繰り返す。反射率は光電面の複素屈折率

n = nreal + i nimg (2.28)

により決まるため、波長依存の複素屈折率を用いて PMT表面での反射強度を計算し、MCに

導入する。

ガラスおよびバイアルカリ光電面の複素屈折率は実測に基づいて決定されている。例

えばバイアルカリ光電面では、λ = 337, 365, 400, 420 nm における屈折率は nreal =

2.31, 2.69, 3.06, 3.24，nimg = 1.667（best値）と測定されている。

これらの値で計算された反射光成分はレーザー測定におけるヒット時間分布と良い一致を示

し、PMT表面反射の寄与を正しく再現できていることが確認されている。

• ブラックシート表面での反射

検出器内側壁には、光の吸収を目的としてブラックシートが配置されている。理想的には光を

完全吸収するが、実際には波長依存の反射成分が存在するため、レーザー光を用いた専用の反

射測定によって反射率を求めている。
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測定ではレーザー光源をタンク中心に設置し、ブラックシート表面に光を入射させる（図 2.22）。

ブラックシートで反射した光による PMTの電荷量を Qscattered、直接 PMTに入射した場合の

電荷量を Qdirect とし、反射率 Rを

R =
Qscattered

Qdirect
(2.29)

で定義する。

337, 400, 420 nmの 3波長で、入射角 30°,45°,60°の条件で測定が行われ、得られた反射率を

MCに導入することで、データとMCの反射強度の差は 1%程度に抑えられている。

• 反射光がMCに与える影響

PMT表面およびブラックシートの反射光成分は、レーザー測定におけるヒット時間分布の後

段にピークを形成する。散乱光（RayleighやMie散乱）とは到達時間が異なるため、MCでは

これらの反射成分を個別に扱う。反射モデルを適切に導入することで、MCにおける光子伝搬

の後段成分が改善される。

以上のように、PMT表面・ブラックシート表面の反射率は測定に基づいて決定され、SKのMCに

パラメータとして組み込まれている。

図 2.22: SK-IVが始まってからの TBA測定結果の時期変動 [25]
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2.3.3 エネルギー較正

LINAC によるエネルギー基準の測定
SKでは低エネルギー事象（100 MeV以下）の解析において、チェレンコフ光量と電子エネルギー

の対応関係を決定する必要がある。そのための絶対エネルギースケールの基準として、電子線形加速

器（LINAC）を用いたエネルギー較正が実施されている。この較正により、荷電粒子が放出するチェ

レンコフ光子数と電子の運動エネルギーとの相関が直接得られ、エネルギースケールの位置依存性、

方向依存性、時間変動に関する情報が得られる。

較正に使用される装置は、三菱電機製のML-15MIII電子線形加速器（LINAC）であり、当初は宮

崎医科大学附属病院で利用されていたものを 1996 年に導入したものである。図 2.23 に LINAC の

セットアップの模式図を示す。LINAC本体は、電子の加速に伴って発生する X線や γ 線の背景を抑

えるため、検出器から離れた位置に設置されている。加速された電子ビームはステンレス製のビーム

パイプ、複数のマグネットを用いて検出器内部へ挿入される。

LINACによって生成された電子ビームのエネルギーを決定するために、ゲルマニウム検出器（Ge

検出器）による測定が行われる。Ge検出器は高いエネルギー分解能を持ち、例えば 1.33 MeVの γ

線に対して 1.92 keV の分解能を有するため、電子線のエネルギーを精密に決定することができる。

図 2.24aは Ge検出器で測定した出力電荷と γ 線エネルギーの関係を示したものである。Ge検出器

は、137Csからの 0.662 MeVの γ 線や、Ni(n, γ)Ni反応によって生成される線源を用いて校正されて

いる。

図 2.24aおよび図 2.24bに示すように、得られた校正データをフィッティングすることで電子ビー

ムのエネルギーを高精度で決定する。特に、5 MeV以上の領域では、電子エネルギーの決定誤差は

0.1%以下に抑えられてる。
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図 2.23: LINACのセットアップ [28]

(a) Ge 検出器の出力電荷とγ線のエネルギーの
関係 [19]

(b)データとフィッティングした直線のエネルギー
差 [19]

図 2.24: LINACでのエネルギー再構成結果
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DTを用いた検出器較正
DT（deuterium – tritium）ジェネレータは、以下の核反応により 14.2MeVの中性子を生成する較

正装置である。

3He + 2H → 4He + n (2.30)

生成された中性子は水中で以下の反応を起こし、16Nが生成される。

16O + n→ 16N + p (2.31)

16Nは半減期 7.16 sの短寿命核であり、崩壊時に以下のような γ 線やベータ線を放出する。

16N → 16O + e− + νe (2.32)

主な崩壊モードは

• 6.1 MeVの γ 線と 4.3 MeVのベータ線を 1本ずつ放出（分岐比 66%）

• 10.41 MeVのベータ線を 1本放出（分岐比 28%）

である。

図 2.25に装置の模式図を示す。測定は以下の手順で行われる。

1. DTジェネレータをクレーンで所定の位置に吊り下げる。

2. DTを稼働させ、周囲に約 106 個の中性子を発生させる。

3. 中性子が水中で 16Nを生成し、その崩壊を利用してデータを取得する。

4. 装置本体の影響を除くため、DT装置を 2 m引き上げるなどの処置を施し、再度データを取得

する。

これらのデータと DT事象を模擬した検出器MCとの比較することで、エネルギースケールの位置

依存性・方向依存性・時間変動を評価する。
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図 2.25: DTの模試図 [29]

2.4 得られた物理結果

SKは大気ニュートリノや太陽ニュートリノ、加速器ニュートリノなどさまざまなニュートリノを

観測してきた。本節では、本論文と関わりの深い T2K実験によるニュートリノ振動解析結果と、超

新星背景ニュートリノ探索について述べる。

2.4.1 T2K実験での振動解析結果

T2K実験の概要
T2K 実験は、茨城県東海村にある J-PARC 加速器で人工的に生成した高強度の νµ（または ν̄µ）

ビームを、295 km離れた SKに照射しニュートリノ振動を測定する長基線加速器実験である [30]。

図 2.26: T2K実験の模式図 [31]

1.2節で説明したように、ニュートリノは飛行中に種類（フレーバー）を変化させるニュートリノ

振動を起こす。T2K実験では主に、ミュー型ニュートリノ νµ がどれだけ減少するか、そして電子型
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ニュートリノ νe がどれだけ新たに出現するか（出現：νµ → νe）を観測する。これらの測定から、

θ23, ∆m2
32, δCP といった振動パラメータを高精度で決定することが目的であり、特にレプトン系

での CP対称性の破れを調べることが課題となっている。

T2K実験では、J-PARC近傍に設置された ND280（近傍検出器）と遠方の SK（遠方検出器）を組

み合わせて観測を行う。まず ND280で、ビームのフラックスやニュートリノ相互作用の性質を詳細

に測定し、理論モデルや系統誤差を強く制約する。その後、同じビームを受ける SKにおいて、振動

後のフレーバー組成を精密に測定し、ND280の情報と統合した同時フィットにより、振動パラメー

タが導出される。

このように、SKは T2K実験における遠方検出器（FD）として機能し、ニュートリノ振動観測に

重要な役割を担っている。

SK におけるニュートリノエネルギー再構成
T2Kのビームエネルギー領域（∼ 0.6 GeV）では、荷電カレント準弾性散乱（CCQE）が主要な相

互作用である。CCQEは入射ニュートリノと標的核子の二体系で記述される相互作用であり、最終的

に観測される荷電レプトンの運動学量（エネルギー E`，運動量 p`，角度 θ`）だけで入射ニュートリ

ノのエネルギーを計算できる。このため SKでは、観測された荷電レプトンの情報のみからニュート

リノエネルギー Eν を再構成することが可能となる。

CCQE過程を仮定すると、運動学から導かれるニュートリノエネルギー再構成式は次のように与え

られる

Erec
ν =

2E`M̃ − (m2
` + M̃2 −M2

f )

2(M̃ − E` + p` cos θ`)
(2.33)

ここで

M̃ =Mi − Eb (2.34)

E` は観測されたレプトンの全エネルギー、p` はレプトン運動量、θ` はレプトンと入射ニュートリノ

方向の角度、m` はレプトン質量、Mi は初期核子質量、Mf は最終状態核子質量、Eb は核子の結合

エネルギーである。

図 2.27に CCQE相互作用のダイアグラムを、図 2.28に T2Kビームエネルギー領域における主要

相互作用断面積を示す。このエネルギー領域では CCQEが最大の寄与を持つため、SKのようにレプ

トンのみを観測する検出器においても、高精度のニュートリノエネルギー再構成が可能となる。

再構成された Erec
ν のスペクトルを用いて、振動によるスペクトル変形を比較し、T2Kの振動パラ

メータ解析が行われている。

T2K による振動パラメータ測定結果
T2K実験は 2010年の運転開始以降、ニュートリノモードおよび反ニュートリノモードのデータを

蓄積してきた。最新の解析では、ν・ν̄ データを同時に用いた解析により、CP 保存を仮定した位相

δCP = 0, π が 90%を超える信頼水準で排除される傾向が示されており、レプトン系における CP対
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図 2.27: CCQEダイアグラム

図 2.28: ミューニュートリノ–水反応断面積と、典型的な振動を伴う T2Kミューオンニュートリノフ

ラックス [32]
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称性の破れを示唆する重要な結果となっている [33]（図 2.29）。また、θ23 は最大混合付近にあり、

∆m2
32 は O(10−3, eV2)の領域にあることが示されており、これらの結果は他の長基線実験とも整合

的である。

T2Kは現在もデータ取得を継続しており、J-PARC加速器の高強度化や NDのアップグレード [31]

によって、統計精度の向上が見込まれている。将来的には SKさらに大きい検出器であるハイパーカ

ミオカンデを用いて、CP位相の決定精度を大幅に高めることが期待されている。一方で、フラック

ス予測、ニュートリノ相互作用モデル、および検出器応答に起因する系統誤差の寄与が相対的に支配

的となる。そのため、今後の T2K実験では、これらの系統誤差を低減していくことが不可欠な課題

となっている。

図 2.29: T2K実験の結果 [33]
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2.4.2 超新星背景ニュートリノ探索

宇宙史を通じて発生したすべての重力崩壊型超新星（CCSN）は反電子ニュートリノ ν̄e を放出す

る。これらの寄与を宇宙時間にわたって積分したものが超新星背景ニュートリノ（DSNB）である。

DSNBの観測は、宇宙における CCSN発生率や星形成史と深く結びついており、ニュートリノを通

じて宇宙史を直接制約する手段として重要である。

観測対象と検出原理

DSNB探索では、水チェレンコフ検出器においてもっとも支配的な反応である逆ベータ崩壊（IBD）

ν̄e + p→ e+ + n (2.35)

を用いる。図 2.30に示すように、IBDの反応断面積は Eν ∼ 10–30 MeVの DSNB領域で他の反応

に比べて最大となるため、探索の主要チャンネルとして用いられている [34]。

検出シグナルは，陽電子による promptチェレンコフ光と、中性子捕獲に伴う delayed γ 線の 2つ

から成る。陽電子は生成直後に減速・消滅し、その運動エネルギーに対応したチェレンコフ光を放出

する。これは DSNBニュートリノエネルギーと対応するため、エネルギースペクトルの観測に用い

られる。一方、中性子は数十〜数百 µsの時間スケールで媒質中の原子核に捕獲され、その際の γ 線

が delayedシグナルとして観測される。

従来の純水での SKでは、中性子は水素に捕獲され 2.2MeVの γ 線を放出するが、エネルギーが低

いためタグ効率は約 20%と小さい。

過去の観測と背景事象

DSNB探索は継続的に行われており、その都度、世界で最も厳しい上限値が更新されてきた [36,37]。

このエネルギー領域での主な背景事象は次のとおりである。

• 原子炉ニュートリノ（低エネルギー側）

• 宇宙線ミューオンに起因するスパレーション核種（特に 9Li）の遅延ベータ崩壊

• 大気ニュートリノによる中性カレント（NC）相互作用

純水では delayed信号の識別が困難であるため、これらが探索感度を制限していた。

SK-IVでは、イベント選択の洗練と背景モデリング・統計手法の高度化により、Eν > 17.3 MeVに

対して DSNB ν̄e フラックスの 90% C.L.上限として「Φν̄e
< 2.7 cm−2 s−1」が得られており、当時と

して世界最高感度であった [37]。

SK-Gd による改善と解析手法
SK-Gdでは、水にガドリニウム（Gd）を質量比で 0.01%（SK-VI）、さらに 0.03%（SK-VII）で添

加することで、水素に加えて Gdでも中性子が捕獲されるようになった。Gdによる中性子捕獲では、

総エネルギー ∼ 8 MeVの γ カスケードが放出されるため、従来の 2.2 MeV γ に比べて検出が容易で

あり、中性子タグ効率は ∼ 90%にまで大幅に向上した [38]。これにより、IBD事象の同定が高効率
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図 2.30: スーパーカミオカンデにおけるニュートリノの反応断面積 [35]。横軸はニュートリノのエネ

ルギー、縦軸は反応断面積を示す。反応断面積にはエネルギー分解能や検出器のエネルギー閾値によ

る効果が含まれている。

で実現されている。

最新の SK-Gd解析では，SK-VI（0.01% Gd, 552.2日）および SK-VII（0.03% Gd, 404.0日）を合

わせた 956.2日のデータセットを用いて DSNB探索が行われた [39]。IBD候補の選別は概ね以下の

手順で行われる。

1. 再構成エネルギーと事象トポロジーに基づく prompt（陽電子）候補の選択

2. prompt事象の後方に O(100 µs)の時間窓と適切な空間窓を設定し、Gd捕獲 γ による delayed

中性子候補を探索

3. prompt – delayed再構成位置の距離・エネルギー情報を用いた選別

この過程で、中性子同定にはGd捕獲シグナルを入力とする 2種類の機械学習アルゴリズム（Neural

Netと Boosted Decision Tree）が用いられ、純水期に比べて n-tagの性能が大幅に向上している。ま

た、大気ニュートリノ NC事象の抑制手法もあわせて導入されている。

観測結果

図 2.31に、すべての選別条件を適用した後に得られた再構成エネルギースペクトルを示す。背景

期待値と比較すると、DSNBシグナルに対応する明瞭なピークは現れておらず、統計的に有意な過剰

は観測されなかった。そのため、複数のエネルギー領域に対して DSNB ν̄e フラックスの 90%C.L.上

限が設定されている（図 2.32）。
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一方で、スペクトルフィット解析では、DSNBが存在しないという帰無仮説に対して、約 1.2σ 程

度のわずかな過剰が示されている。本結果は発見を主張できる統計的有意性には達していないもの

の、DSNBシグナルの兆候として、今後の統計蓄積により初観測へ近づくことが期待される [39]。

得られた感度図 2.32は，エネルギー領域によって特徴的な振る舞いを示す。

• Eν > 17.3 MeVの領域：SK-Gdによる最新結果は、長期間の純水データ（SK-IV,2970日）と

同程度の感度に到達しており、いくつかの DSNB理論予測と同等な水準である。Gd期のライ

ブタイムは SK-IVより短いにもかかわらず、高効率な中性子タグによって純水期に匹敵する

感度が得られている。

• 13.3 – 17.3 MeVの領域：Gdによる中性子タグの高効率化と偶発一致率の低減により、この領

域では純水期 SK-IVより明確な改善が見られる。特に、予測フラックスが大きい DSNBモデ

ルに対しては、理論予測値のおよそ 2倍以内まで感度が接近しており、理論的に有力なシナリ

オの一部を排除しつつある。

一方、より高いエネルギー領域では、小さい背景事象推定における系統的不確かさと長いライブタ

イムにより、純水期 SK-IVが依然として厳しい制限を与えている。

(a) Neural Net (b) Boosted Decision Tree

図 2.31: SK-Gdによる再構成エネルギースペクトルの結果 [39]

今後の展望

SK-Gd は現在も運転を継続しており、さらなる統計の蓄積が進められている。これに加えて、大

気ニュートリノ NC 散乱や、スパレーション核種（特に 9Li）背景の理解・抑制が進展することで、

DSNB 探索感度は理論予測バンドに本格的に到達すると見込まれている。現在の SK-Gd の結果は、

まだ DSNBの直接観測には至っていないものの、理論予測と競合する領域に入りつつあり、今後の

データ蓄積によって初観測が現実的なターゲットとなっている。SKはこの長期観測と解析手法の高

度化を通じて、世界初となる DSNB直接観測の実現を目指している。
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図 2.32: 得られた ν̄e フラックス上限 [39]
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第 3章

SK における光収集効率解析

SKは多様な物理目標を長期にわたり達成するため、安定した検出器運用が不可欠である。その基

盤を支えるのが、時々刻々と変化する装置状態を適切に補正するための較正作業である。SKで実施

される各種較正については 2.3節で述べた。本章では、2023年に発生した磁気補償コイル故障に起

因する PMT収集効率の変化に着目し、その影響評価および補正手法について述べる。

3.1 SKの磁場環境と PMT応答

3.1.1 コイル故障

SK タンク内には地磁気が侵入しており、その大きさは位置に応じて数百 mG 程度である。PMT

は微弱な磁場でも電子軌道が変化しうるため，地磁気はその応答に無視できない影響を与える。この

影響を抑制するため、SKではタンクを取り囲むように複数の磁気補償コイルを配置し、内部磁場を

打ち消すように運用されていた。しかし SK7期間中に、この補償コイルの複数箇所で断線が発生し、

磁場補償が正常に機能しない状態となった。

表 3.1にコイル故障の時系列を、図 3.1に磁気補償コイルの模式図を示している。

初めてのコイル故障は 2023年 10月 25日に垂直方向のコイル V06（coil #2に対応）の断線であっ

た。続いて 2023年 11月 15日には V01（coil #1に対応）が断線した。これらの垂直コイルは比較的

アクセスが容易であり、12月の頭には電源側でのバイパス処理により系列としての機能が復旧した。

一方、より深刻で長期にわたり影響を及ぼしたのが水平方向のコイルの故障である。2023年 12月 8

日に H09が断線した。水平コイル群は複数のケーブルが直列に接続されているため、その電源構成

上、H06、H07、H08を含む系列全体（coil #5）が停止した。さらに、水平コイルはタンク外周の水

中に完全に沈んで設置されており、垂直コイルとは異なりバイパス処理が不可能であった。このため

coil #5の故障は長期間復旧できず、磁場補償機能の喪失が継続することとなった。

coil #5 は、図 2.8 に示す水平方向のコイル（領域 B）に対応しており、タンク中央付近を広く取

り囲んでいる。タンク中央部分で磁場補償がほぼ失われた状態であるこの期間を、SK7.5 と呼ぶ。

SK7.5では内部磁場が非対称に増大し、その結果 PMT応答に影響を与える。
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表 3.1: SKにおけるコイル故障・補修の時系列まとめ

Date 起きたこと Coil state SK phase

2023-10-25 Coil #2 failure #2 off SK7

2023-11-15 Coil #1 failure #1, #2 off SK7

2023-12-01 – 12-03 Coil repair coil all on SK7

2023-12-08 Coil #5 failure #5 off SK7.5

2024-06-27 排水開始 – –

2024-07-26 – 08-09 コイル補修作業 – –

2024-08 純水補填、Gd再投入 – –

2024-09-12 SK-VIII（SK8）開始 coil all on SK8

(a)水平コイル (b)垂直コイル

図 3.1: SKにおける補償コイル配置の模式図

3.1.2 コイル故障の影響

前節では、磁気補償コイルの故障によって PMTが影響を受けることを述べたが、厳密には影響を

受けるのは PMTそのものではなく、PMTにおける光電子の収集効率である。ここでは、PMTの動

作原理と、磁場が検出器応答に与える影響を整理する（詳細は 2.1.2節を参照）。

PMTに入射した光子は、光電面において光電効果により光電子へと変換される。生成された光電

子は、PMT内部に印加された電場によって第一ダイノードへ導かれ、複数段のダイノードに衝突す
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ることで二次電子放出を繰り返し、印加高電圧（HV）によって段階的に増幅され、最終的に電気信

号として読み出される。

PMTの応答は、光電面において光子が光電子へ変換される過程と、生成された光電子が第一ダイ

ノードへ正しく導かれる過程に依存する。前者を量子効率（Quantum Efficiency; QE）、後者を収集効

率（Collection Efficiency; CE）と呼ぶ。

磁場が存在すると光電子はローレンツ力を受けて軌道が曲げられ、第一ダイノードに到達できない

光電子の割合が増加する。その結果、収集効率が低下し、PMTが検出する光電子数、すなわちヒット

数が減少する。シミュレーションによって得られた磁気補償コイル故障前後におけるタンク内磁場の

z 成分の分布を図 3.3に示す。横軸はタンクの z 方向位置，縦軸は磁場の z 成分である。コイル故障

前（SK7）では、タンク全体にわたって磁場の z 成分は比較的小さいが、コイル故障後（SK7.5）で

は、タンク中央付近で磁場の z 成分が大きく増大し、タンク全体で非対称な分布となっている。

SKでは、ヒット数に対する各種補正を施して得られる effective hit（実効ヒット数）を用いてエネ

ルギー再構成を行っている。この補正過程には、PMT の収集効率を考慮した補正が含まれており、

検出器全体で平均的な PMT応答を補正する仕組みになっている。

従来の解析では、磁気補償コイルが正常に機能していたため、検出器内の磁場は抑えられており、

PMT間の収集効率の違いは無視できる、あるいは平均的な補正によって十分に吸収できる。しかし、

今回の磁気補償コイル故障により、タンク内磁場が非対称に増大した結果、PMTごとに収集効率の

変化が異なるため、検出器全体で一様な収集効率を仮定した従来の補正手法では、故障期間のデータ

を補正しきることができない。ゆえに、故障期間に取得されたデータの解析では、PMTごとの収集

効率変化を個別に評価し、それを反映した新たな補正手法を導入する必要がある。

なお、磁気補償コイルの故障は、収集効率以外にも検出器応答にさまざまな影響を及ぼす可能性が

あるが、それらについても調査が進められている。

図 3.2: PMTにおける QEと CEの模式図
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(a) SK7(コイル故障前) (b) SK7.5(コイル故障後)

図 3.3: Z方向の磁場シミュレーション横軸はタンクの Z方向、縦軸は磁場の Z成分。コイル故障の

影響の大きい barrelを見てる

3.1.3 コイル補修作業

コイル故障により失われた地磁気補償機能を回復させるために、表 3.1に示すように、2024年夏

に大規模なコイル補修作業が実施された。従来の水平コイルはタンク外周の水中に設置されており、

断線時にはタンクの大規模排水が必要で、補修が非常に困難であった。

そこで、今回の補修では，既存の水平コイルの代わりに、新たに 6基の水平コイル（HH01–HH06）

が IDと ODの間の空間に等間隔で吊り下げる形で設置された (図 3.4)。この作業のために SK-VIIの

水位を約 2m低下させた。coil #5の補償のために、HH03、HH04が実際の補償電流を担う主力コイ

ルとして使用され、HH01、HH02、HH05、HH06は将来の断線に備えたバックアップとして待機さ

せる構成となっている。この新しい設計により、将来さらに断線が発生した場合でも、タンクを開放

することなく外部からの切り替えで復旧可能となる。

垂直コイル系についても，信頼性向上のための改良が行われた。従来 V01はバイパス配線で運用

されていたが、今回の補修で新しいコイル VV01に置き換えられた。また V03–V10については、将

来断線してもタンクを開けずに復旧できるよう、外部からバイパス可能な配線構成に改修された。

コイル設置後は、水位を下げていたタンクに対し、2m分の純水を再び補給し通常の満水状態へ戻

した。その後、Gd2(SO4)3 · 8H2Oの追加投入を行い、Gd濃度を SK7と同じに戻した。

すべての補修工程が終了し、2024年 9月に SK-VIII（SK8）として観測運転を再開した。
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図 3.4: 新しい水平コイル

表 3.2: 新水平コイルの高さ位置

Coil Z [m]

HH01 +20.5

HH02 +12.4

HH03 +4.1

HH04 -4.1

HH05 -12.6

HH06 -19.6

3.1.4 研究の目的

磁気補償コイルが故障していた期間はおよそ 1年弱であるが、この期間のデータを解析対象としな

ければならない明確な理由がある。最大の理由の一つは、この期間が T2K実験におけるビームデータ

取得期間と重なっている点である。2.4.1節で述べたように、T2K実験はニュートリノ振動パラメー

タの測定精度向上のために統計量の蓄積を続けており、SKにおけるデータ取得期間の損失はそのま

ま物理感度の低下につながる。したがって、SK7.5データを解析可能にすることが求められている。

本研究の目的は、以下の二点に集約される。第一に、磁気補償コイル故障が PMTの収集効率に与

える影響を定量的に評価することである。第二に、SK7と同等の検出器応答を再現するために SK7.5

データに対の収集効率補正手法を構築することである。

これらを通じて、故障期間に収集されたデータを解析対象として再び活用できるようにし、SKの

長期運用における較正の信頼性向上に寄与することを目指す。

3.2 データ取得、解析

3.2.1 Ni-Cf 線源

収集効率の測定には、Ni-Cf線源（図 3.5）を用いる。この線源は，直径 18 cmの球状ポリエチレ

ン中に 35% の酸化ニッケル（NiO）と 65% のポリエチレンを固め、その中心にカリフォルニウム
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252Cfを封入した構造をもつ。中心部には上下方向から金属ロッドでアクセスできる貫通孔が開けら

れており、線源全体の総重量は約 10 kgである。

(a) Ni-Cf線源 [40] (b) Ni-Cf線源の構造

図 3.5: Ni-Cf線源の外観と構造

252Cfは半減期 2.65年で自発核分裂を起こし、その崩壊の 96.9%は α崩壊，残りが自発核分裂で

ある。α崩壊は次式で表される。

252Cf → 4He + 248Cm (3.1)

自発核分裂で放出される中性子は平均エネルギー約 2.1 MeV，平均 3.76個／分裂であり、平均 1.0

MeVの γ 線を 10個ほど伴う。

線源内部の中性子はポリエチレン中の陽子と多数回の弾性散乱を経て熱化し、Ni原子核に吸収さ

れ Ni(n,γ)Ni∗反応を起こす。この過程で合計で 6 – 9 MeVの高エネルギー γ 線が放出される。Ni(n,

γ)Ni∗ の同位体ごとの捕獲断面積と遷移レベルは表 3.3,図 3.6に示す。

表 3.3: Ni(n, γ)Ni∗ 反応の同位体による違い [41]

反応 天然存在比 [%] 捕獲断面積 [barn] γ 線の合計エネルギー [MeV]
58Ni(n, γ)59Ni∗ 67.88 4.4 9.000
60Ni(n, γ)61Ni∗ 26.23 2.6 7.820
62Ni(n, γ)63Ni∗ 3.66 15 6.838
64Ni(n, γ)65Ni∗ 1.08 1.52 6.098

一方、線源外へ漏れ出た中性子は純水中の陽子に捕獲され、次の反応が生じる。



52

図 3.6: Ni反応遷移ダイアグラム

n + p → d + γ(2.2 MeV) (3.2)

この 2.2 MeV γ は純水中の標準的な中性子捕獲信号であるが、Ni-Cf線源からの主要信号は Ni(n,

γ)による 6 – 9 MeVの γ 線であり、単一 PMTあたりの光量が非常に弱い低強度の光源である。

Ni-Cf線源は等方的にチェレンコフ光を生成するため、PMTごとの相対的な光収集効率を評価す

るのに適したキャリブレーション線源である。本研究でも、Ni-Cf線源を用いて relative CEの測定を

行う。
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3.2.2 データ取得方法

Ni – Cf線源を用いた相対収集効率測定のためのデータ取得は、キャリブレーションホールを経由

して線源をタンク内部へ吊り下げることで行った。使用した装置の概略図を図 3.8に示す。キャリブ

レーションホールは直径 22 cm，長さ約 3 mのパイプ構造を持ち、外部の昇降機と接続されている。

昇降機には 1 mm精度で長さ制御可能なワイヤーを備えた滑車付きの箱を取り付け、この箱に Ni –

Cf線源を吊り下げてタンク中心方向へ移動させる。ホールの開閉時には外光がタンク内に入射する

おそれがあるため、データ取得は完全に暗室状態を確保した上で実施した。本解析で用いた線源位置

は，キャリブレーションホールの標準位置 (x, y, z) = (0.353 m, −0.707 m, 0 m)に相当する点であ

り、線源をタンク中心近傍に静止させてデータを取得した。図 3.7に SKで用いられる座標系の定義

を示す。較正のためのデータ取得は毎月行っており、本研究では SK7.5期間にとれれた runを使う。

図 3.7: 座標の定義

図 3.8: Ni-Cfデータ取得に用いた装置の概略図
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3.2.3 事象選別

Ni – Cf線源を用いて収集効率を測定するためには、取得データから Ni – Cfに由来する事象のみ

を適切に抽出する必要がある。本節では、頂点位置分布・光量分布・再構成の精度指標を用いた事象

選別手法について述べる。

頂点位置分布による選別

図 3.9は再構成された事象頂点の x, y, z 分布を示す。Ni – Cf線源はキャリブレーションホールに

吊り下げられており、その位置はおよそ

(x, y, z) = (0.353 m, −0.707 m, 0.0 m) (3.3)

に対応する。分布にはこの位置に明確なピークが見られ、Ni – Cf線源からの γ 線による事象が優勢

であることが確認できる。

図 3.9: 事象発生点分布

さらに、線源位置から再構成頂点までの距離を

rver = |rvertex − rsource| (3.4)

と定義する。図 3.10に示すように，Ni – Cf事象は rver が小さい領域に集中するため，

rver < 4.0 m (3.5)

を満たす事象を選択した。

goodness による選別
事象の頂点再構成が適切に行われているかを評価する指標として，本解析では goodnessを用いる。

goodnessは、各 PMTのヒット時刻が再構成頂点から期待される時間分布にどれだけ従っているかを

表す量であり、次のように定義される。

goodness ≡

∑
All hits

exp

[
−
(
tres,i(~v)− t0√

2w

)2
]

exp

[
−
(
tres,i(~v)− t0√

2σ

)2
]

∑
All hits

exp

[
−
(
tres,i(~v)− t0√

2w

)2
] (3.6)
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図 3.10: rvertex分布

ここで，tres,i(~v)は i番目の PMTヒットから再構成頂点までの飛行時間（ToF）を差し引いた残差

時間、t0 はその平均値、wは分布の幅を表し、σは PMTの時間分解能である。goodnessの値は 0か

ら 1の範囲を取り、1に近いほど PMTヒット時刻が理想的な分布に整っており，頂点再構成が良好

であることを意味する。

Ni – Cf線源事象では、線源位置が既知であり、かつ光量が安定しているため、良好な頂点再構成

が得られる。そのため goodnessの分布を用いることで、Ni – Cf線源からの事象を効果的に選別でき

る。本解析では

goodness > 0.4 (3.7)

を満たす事象のみを選択した。

N50 分布による選別

Ni(n,γ)Ni∗ 反応により放出される γ 線の合計エネルギーは 6-9 MeV程度である。一方、ラドン起

因の放射性バックグラウンドや、252Cfの自発核分裂で生じる低エネルギー γ線はより光量が小さい。

光量の指標として、本解析では 50 nsの時間窓に入ったヒット数 N50 を用いる。図 3.12に示すよ

うに，N50 分布には低エネルギー事象のピーク（N50 ∼ 20）と，Ni – Cf 線源に対応する高光量の

ピーク（N50 ∼ 45）が存在する。

Ni – Cf事象を抽出するため、以下の条件を課した

N50 ≥ 32. (3.8)
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図 3.11: goodness分布

図 3.12: N50 分布

3.2.4 時間分布によるヒット選別

事象選別によって Ni-Cf由来の有効事象のみを抽出したが、各イベント内の PMTヒットには、線

源由来のチェレンコフ光だけでなく、ダークノイズや水中での散乱光・反射光によるヒットも含まれ

ている。収集効率を正しく評価するためには、これらの不要なヒットを除去する必要がある。本解析

では、各 PMTのヒット時刻 tから飛行時間 (TOF)と基準時刻 t0 を差し引いた

t− ToF − t0 (3.9)
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の分布を用いて選別を行う。

図 3.13に示すように、t− ToF − t0 = 0 ns付近には Ni-Cf線源からの γ 線により生成されたチェ

レンコフ光の鋭いピークが現れる。この主要ピークを含む

−50 ns ≤ t− ToF − t0 ≤ 350 ns (3.10)

の領域を本解析では on timeと定義し，線源由来の有効ヒットとして数え上げる。

一方、チェレンコフ光と無関係なバックグラウンドを評価するため、

−450 ns ≤ t− ToF − t0 ≤ −50 ns (3.11)

の領域を off timeと定義する。各イベントについて PMTごとに on timeと off timeのヒット数を数

え、最終的に

N = Non −Noff (3.12)

を計算することで、ダークノイズの寄与を補正したヒット数を得る。

以上により、各 PMTについて線源由来の純粋なヒット数を抽出し、後の相対収集効率の算出に用

いる。

図 3.13: T − TOF分布

3.3 相対収集効率の測定

3.3.1 相対収集効率の測定の算出

本節では、Ni線源データを用いて PMTごとの相対収集効率 (relative Collection Efficiency, relative

CE)を算出する方法について述べる。
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PMT iにおける観測ヒット数 N(i)は、以下の要因に依存する

• 事象選別効率 εcut（goodnessや N50 cutによる）

• PMTの収集効率 CE(i)

• PMTの量子効率 QE(i)

• 増幅率（gain）、水の光学特性、反射光の寄与など

これらをまとめると、ヒット数は概ね次のように書ける

N(i) ∝ εcut × CE(i)× QE(i)× C (3.13)

ここで C は水の状態や反射などの効果である。

ヒット率 (Hit rate)は、事象数（イベント数）で規格化した PMTごとのヒット数として定義する

hitrate(i) =
N(i)

# of events
(3.14)

さらに、Ni線源を用いた複数の運転期間（SK7、SK7.5）に対し、同じ PMT iで測定された hitrate

を比較する。

SK7と SK7.5の Ni-Cfデータは取得時期が近く、水質（散乱長・吸収長）の条件もほぼ同一である

と仮定すれば、式 (3.15)の比を取ることで QEや水の光学特性など共通因子 C が打ち消され、PMT

の収集効率を抽出することができる。

これを相対収集効率 (relative Collection Efficiency, relative CE)として次式で評価する

relativeCE(i) =
hitrateSK7.5(i)

hitrateSK7(i)
(3.15)

ここで SK7を基準とし、その PMTの hitrateを分母としていることから、相対収集効率は、SK7

に対して SK7.5で PMTの収集効率がどれだけ変化したかをあわらす量である。

本解析では Ni線源を用いた SK7および SK7.5の Run（表 3.4に掲載）を使用し，各 PMTごとに

式 (3.15)を適用して相対収集効率を算出した。大幅にはなれた PMTは badchとしてカットする。

0.5 < relativeCE < 1.5 (3.16)

を満たす PMTを良好な PMTとして採用した。この条件は挙動が異常な PMTを除外するために

適切である。後述する CE tableには値は 1として入っている。

3.3.2 相対収集効率の結果

前節の導出で説明したように、CE測定には Ni runが 2つ必要である。今回は SK7、SK7.5のそれ

ぞれの時期に線源をタンク中央に設置してとられた Niデータを使って測定を行った。情報を表 3.4

にしめす。
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表 3.4: CE table作成に使った Ni Run list

Run # Date Livetime [s] # of events SK phase Coil status

91826 2023-08-07 904 5183468 SK7 All coils on

93414 2024-02-02 3566 17690304 SK7.5 Coil #5 off

relativeCE分布を図 3.14に示す。分布は、全体として relativeCE ' 1付近にピークを持つ一方で、

Barrel領域の分布の低い側に特徴的な構造が現れている。この構造の起源は、二次元分布を確認する

ことで理解できる。図 3.15に示した relativeCEの SKタンク内分布を見ると、relativeCEが低下し

ている領域がタンク中央付近に局在していることが分かる。この領域は磁気補償コイルが故障してい

た位置に相当し、コイル故障による磁場の影響が relativeCEの低下として顕在化していることを示し

ている。

図 3.14: 相対収集効率 (relative CE)分布
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図 3.15: relative CEの二次元マップ

3.4 相対収集効率の特性

相対収集効率は今回初めて導入された量であり、その振る舞いを理解しておく必要がある。前節で

示したように、この量はコイルの影響を特徴づけるパラメータとして機能しており、磁場に依存する

はずである。

3.4.1 磁場との相関

磁場の影響評価には SK7.5の状態を反映した磁場シミュレーションを用いる。本研究では、とくに

磁場の影響が大きく現れている Barrel領域の PMTに着目して解析を行った。

PMTの収集効率に影響するのは、光電面で生成された光電子の進行方向とそのまわりに存在する

磁場ベクトルの相対関係である。

ローレンツ力は

~F = q ~v × ~B (3.17)

で与えられるため、電子の進行方向に平行な磁場成分は軌道を曲げることができない。軌道を曲げ
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るのは、あくまで進行方向に対して垂直な成分である。

そこで、各 PMTについて、磁場ベクトル ~B を

• PMTの向きに平行な成分： ~B‖ (Bparallel)

• PMTの向きに垂直な成分： ~B⊥ (Bperpendicular)

に分解する。PMTの向きベクトルを ~n（単位ベクトル）とすると、

~B‖ = ( ~B · ~n)~n, ~B⊥ = ~B − ~B‖ (3.18)

と書ける。物理的には、 ~B⊥ が大きいほど光電子の軌道が曲がりやすくなり、第一ダイノードに届か

ない電子が増えることで CEが低下すると期待される。

Barrelの PMTはタンク中心方向を向いており、その向きベクトル ~nは水平方向（xy 平面内）に

ある。Barrel PMTは ~nが xy 平面上にあるため、 ~B‖ は必然的に xy 平面成分を拾うことになる。本

研究では、特に CEに寄与する成分として ~B⊥（とその大きさ | ~B⊥|）に着目する。

図 3.16: 磁場成分の分離の模式図

図 3.17に，磁場強度（| ~B⊥|）と相対収集効率（relativeCE）の関係を示す。磁場強度が小さい PMT

では relativeCEは 1付近に集中しており、収集効率がほとんど変化していないことが分かる。一方、

磁場強度が大きい PMTでは relativeCEが低下したり、分布が大きく広がったりする傾向が見られる。

この分布を利用して、「コイル故障の影響を強く受けた PMT」と「ほとんど影響を受けていな
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い PMT」を分類する。本解析では、| ~B⊥|が約 180mGを境に分布の振る舞いが変化することから、

180mGをしきい値として PMTを 2つのグループに分けた。

• | ~B⊥| < 180mG：unaffected PMT（磁場の影響が小さいグループ）

• | ~B⊥| ≥ 180mG：affected PMT（磁場の影響が大きいグループ）

図 3.18 に、この分類に基づく relativeCE の分布を示す。unaffected PMT は relativeCE = 1 を中

心とした対称な分布を示し，故障前の SK7と同程度の応答が保たれている。一方、affected PMTで

は relativeCEの低下が顕著であり、図 3.14に見られた Barrel領域の低いテールは、主にこの成分に

よって説明できる。

しかし、affected PMTの分布形状は歪んでおり、単純に収集効率が一様に低下しただけでは説明で

きない複雑な構造を示す。さらに、図 3.17に示したように，磁場強度がほぼ同じ（250 mG付近）で

あるにもかかわらず，relativeCEに大きなばらつきが存在することも確認された。

このことは、磁場シミュレーションから得られる | ~B⊥|の情報だけでは、収集効率の挙動を完全に
は説明できないことを示唆している。すなわち、磁場強度以外の要因が収集効率の変化に寄与してい

る可能性が高い。次節では、この点を検証するため、ダイノード方向に着目した解析を行う。

図 3.17: relative CEと磁場強度 | ~B⊥|の関係
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図 3.18: PMT分離後の relative CE分布

3.4.2 ダイノード角度との相関

PMTの収集効率は、光電子が第一ダイノードに到達できるかどうかによって決まるため、外部磁

場だけでなく、ダイノードの向きにも依存すると推察できる。

SKのダイノードは「ベネチアンブラインド型（Venetian-blind dynode）」構造を持ち、ダイノード

面が細かい板状の電極として並んでいる (図 3.19 )この構造は、光電子がダイノード面に沿って集め

られやすい特徴を持つため、ダイノードの向きと磁場方向の相対角は CEに強く影響すると考えられ

る。図 3.21は PMTを正面から撮影したものである。中央の円部分が第一ダイノードで、板状の電極

が敷き詰められてるのがわかる。中央の線はこの並びの方向を示しており、これをダイノード方向と

いう。SKでは、このダイノード方向が PMTごとにバラバラに配置されており、全体としてはダイ

ノード方向の非一様性が平均化されるよう設計されている。そのため各 PMTでダイノード方向は xy

平面に対して一定の角度を持つ。これをダイノード角度として、図 3.20に分布を示す。収集効率の

微細な変化を理解するには、各 PMTが持つダイノード方向を個別に考慮する必要がある。

そこで本研究では、各 PMTについて

• ダイノード方向ベクトル ~d

• PMTが向いている方向への垂直磁場成分 ~B⊥

を用いて、両者のなす角 θ を
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図 3.19: PMTのダイノードと光電子の増幅過程 [42]。この図ではダイノード方向は紙面突き破る方向

図 3.20: ダイノード角度分布。ダイノードの向きを軸として定義しているため、角度は 0◦ ≤ θ < 180◦

の範囲で表される（θ = 180◦ は θ = 0◦ と同一である）。分布中の 4つのピークはダイノードが 4つ

の代表的な向きに配置されていることを示している。
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cos θ =
~d · ~B⊥

|~d| | ~B⊥|
(3.19)

として定義した (図 3.22)。θは「磁場がダイノード方向にどれだけ沿っているか」を示す指標であり、

θ ' 0◦ は磁場がダイノード方向と平行、θ ' 90◦ は磁場がダイノードと垂直であることを意味する。

図 3.23に θ と relativeCEの相関を示す。明確な負の相関が見られ、磁場がダイノード方向と平行

（θ が小さい）になるほど relativeCEが低下する傾向が確認された。これは、磁場がダイノード方向

に沿うと、光電子の軌道が乱されて第一ダイノードへ効率よく集められなくなるためと解釈できる。

さらに、このダイノード角を用いて affected PMTを分類した結果を図 3.24に示す。前節で示した

ように、affected PMTの relativeCE分布には不自然な広がりが見られたが、これは異なるダイノー

ド角を持つ PMTの応答が重なり合っていたためである。角度に基づき分類すると分布は明確に分離

し、磁場方向とダイノード方向の相対角が CEの支配的因子であることが分かる。

図 3.21: PMTのダイノード構造。PMTを正面か

ら撮影したもの。中央の円が第一ダイノードで、

真ん中の線がダイノード方向を表す。

図 3.22: ダイノード方向とθの定義
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図 3.23: relative CEと θ の相関

図 3.24: θ で分離した relative CE分布
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3.4.3 位置依存性

前節で述べたように、本研究で用いる Ni線源データ（表 3.4）はタンク中心に配置したときの測定

を基準としている。しかし、relativeCEが線源位置の違いによって系統的に変化する可能性がある以

上、センター位置（Z = 0）のみのデータを用いることの妥当性を事前に検証する必要がある。

Ni 線源は SK タンク内の複数位置（中央，Z = ±12 m など）で取得されているため、これらの

データを用いて線源位置依存性を評価した。定義として、線源位置 Z = z における相対収集効率

relativeCE(z)と中央位置での値 relativeCE(0)の比を

ratio =
relativeCE(z = ±12m)

relativeCE(z = 0)
(3.20)

とする。R(z)が 1から大きくずれる場合は、線源位置が収集効率評価にバイアスを与えているこ

とを意味する。

表 3.5に ratio計算に使った Run情報をまとめた。本表は同じ日に線源位置を変えて取得した 3つ

の runを示しており、上から順に z = −12 m、z = 0 m（center）、z = +12 mに対応している。ratio

計算では中央位置（z = 0 m）の runを基準（分母）とし、他の位置の応答比を算出した。

図 3.25に Z = ±12 mに対する ratio分布を示す。結果として、いずれの位置においても ratioは 1

を中心とした分布になっており顕著な位置依存性は確認されなかった。このことから、タンク中心で

取得された Niデータを用いて relativeCEを評価する手法は妥当であると結論づけられる。

表 3.5: 異なる高さで取得された Ni run list

Run # Date Sourelative CE position (x, y, z) [m] # of events

93412 2024-02-02 (0.353, -0.707, -12.0) 10927304

93414 2024-02-02 (0.353, -0.707, 0.0) 17690304

93416 2024-02-02 (0.353, -0.707, 12.0) 10961548

3.5 結果・議論

前節までで、相対収集効率 relativeCEを用いた PMT応答の評価手法を確立し、その振る舞いを理

解した。本節では、得られた結果を用いた補正方法について述べるとともに、その検証と今後の議論

につなげる。

3.5.1 補正

各 PMTで測定した相対収集効率を、補正用のテーブルとしてまとめた。これを CE tableという。

CE tableには、各 PMTに対して測定された relativeCEの値をそのまま格納しており、affected PMT・

unaffected PMTといった分類による処理分岐は行っていない。
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図 3.25: 線源位置依存性

SKでは、観測されたヒット数に対してさまざまな補正を施すことで effective hit（実効ヒット数）

を定義し、これを用いて事象のエネルギー再構成を行っている。SK7.5期間においては，従来の補正

に加えて、磁気補償コイル故障に起因する収集効率変動を考慮する必要がある。

具体的には、相対量子効率（詳細は 2.3.1 節）をまとめた QE tabel に CE table を掛け合わせた

QE × CE tableを新たに構築し、これを補正に用いた。

この新たなテーブルを用いた補正の妥当性の検証に、Decay-e データを用いた解析結果を比較す

る。図 3.26に、CE table導入前の Decay-e解析結果を示す。再構成エネルギーおよび effective hitの

いずれにおいても、SK7と SK7.5の間に不自然な断絶が確認できる。一方、図 3.27に示す CE table

導入後の結果では、これらの不連続性が解消され、SK7と SK7.5の分布が滑らかに接続しているこ

とが分かる。このことから、構築した CE tableにより、SK7.5における収集効率低下の影響が適切に

補正されていることが確認された。

図 3.26: SK7.5 Decaye解析結果 CEtableによる補正前再構成エネルギー (左)、Effective hit(右)
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図 3.27: SK7.5 Decaye解析結果 CEtableによる補正後再構成エネルギー (左)、Effective hit(右)

3.5.2 議論

磁気補償コイルは修繕され、検出器内の磁場環境は再び一様な状態へと回復した。SKはこの補修

作業を境に SK8へとフェーズを移行し、現在運用されている。一方で、将来同様のコイル故障が再

び発生した場合にどのように対処するか、また本研究で得られた結果をどのように活用するかについ

ては、議論が進められている。実際、SK8ではこれまでに複数回のコイル故障が発生しており、いず

れも短期間で修繕されているものの、その都度タンク内のコイル状態は変化している。

SK7.5期間においては、相対収集効率を測定し CE tableを導入し、量子効率テーブルと組み合わ

せた QE × CE tableを用いる補正手法を採用した。前節で示したとおり、この方法により収集効率低

下の影響を適切に補正できることが確認されており、同様の手法が SK8においても適用可能かどう

かが検討されている。本手法の大きな利点は、補正用テーブルを Niデータのみから構築できる点に

ある。今後、コイル故障が発生するたびに、その期間に取得された Niデータを用いて対応する CE

tableを作成して QE tableと組み合わせれば良い。

CE tableは SK7.5における補正を目的として導入されたものであるが、原理的には他の期間のデー

タを用いても相対収集効率 relativeCEを算出することが可能である。そこで、磁気補償コイルの状態

が安定していた SK7期間において、定期的に取得された Niデータを用いて relativeCEを計算した。

具体的には、式 3.15における分子として、表 3.6に示した SK7期間で取得された各 Ni runの hitrate

を用い、分母には Run #91826（表 3.4参照）を採用した。この分母の定義は、3.3.2節で用いたもの

から変更していない。したがって、ここで算出される relativeCEとは、SK7期間内で PMTの収集効

率がどの程度変動しているかを示す指標となる。図 3.28に算出した relativeCEの平均値を時系列で

示す。これらの結果から、SK7期間においては relativeCEが時間的に安定しており、コイル状態が

変化していないことと整合的である。

この結果は、SK8以降においても、相対収集効率を QE tableに掛け合わせる本手法が有効に機能

する可能性を示唆している。ただし、SK7.5の補正では参照データと補正対象データの取得時期が近

かったのに対し、SK7を基準とした SK8以降の補正では参照期間との間に約 2年程度の時間差が存
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在する。このような場合には、ゲイン変動や水質変化などの影響が無視できない可能性があり、単純

な仮定が成立しないことも考えられる。今後、長期運用において磁気補償コイルの影響を適切に補正

していくためには、これらの要因が収集効率に与える影響を含めた、さらなる理解と検証が必要だと

考える。

表 3.6: SK7での Ni center run

Date Ni run # # of events

2022-09-28 90323 5035201

2022-11-14 90574 6719257

2023-04-20 91223 5906420

2023-05-23 91316 5588832

2023-07-12 91724 5938111

2023-09-21 91956 6342334

2023-10-04 91999 5324385 図 3.28: SK7で relativeCEの平均値の時期変動
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第 4章

パイオン核内反応モデル比較

前章まででは、本研究で用いる水チェレンコフ検出器に対する校正手法について述べた。これらの

校正は、検出器の応答を正確に理解するために不可欠であり、以降の物理解析の基盤となる。検出器

応答が適切に校正された上で、次に重要となのは、ニュートリノ反応における物理過程を正確にモデ

ル化することである。特に、SKが関与する T2K実験のニュートリノ振動解析においては、パイオン

を含む反応の取り扱いが重要である。パイオン反応は振動解析における主要なバックグラウンドとな

る一方で、原子核内部での相互作用が複雑であり、核内反応に対するモデリングの違いが、最終状態

粒子や観測量に与える影響を理解することが求められている。

本章では、ニュートリノ反応シミュレーションにおいて用いられているパイオン核内反応モデルに

着目し、異なるモデル間の比較を通して、その特徴と影響について議論する。

4.1 イントロダクション

4.1.1 パイオンとは

パイオンは、強い相互作用を媒介する最も軽い中間子であり、原子核物理および素粒子物理におい

て重要な役割を果たす粒子である。パイオンはクォークと反クォークから構成されるメソンであり、

電荷の異なる三つの状態 π+、π0、π− が存在する。パイオンは、量子色力学における自発的カイラル

対称性の破れに伴って現れる擬ゴールドストン粒子として理解されている [43]。そのため、質量が他

のハドロンに比べて非常に小さく、低エネルギー領域における強い相互作用を支配する粒子である。

原子核スケールにおいては、パイオンは核子間に働く強い相互作用の担い手として振る舞う。特に、

核力の長距離成分はパイオン交換によって記述されることが多い。

ニュートリノ反応においても、パイオンは重要である。数百MeVから数 GeV程度のエネルギー領

域では、ニュートリノが核子と相互作用することで、パイオンが生成される反応が頻繁に起こる。こ

のエネルギー領域では、∆(1232)共鳴の励起とその崩壊によるパイオン生成が主要な反応過程とな

る [44]。生成されたパイオンは、原子核の外へ出るまでに核内を伝播する。この過程で、パイオンは

核子と強い相互作用を起こす。その結果、パイオンの運動量や進行方向が変化したり、最終状態とし
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て検出されなくなったりする場合がある。このように、パイオンは生成過程から核内伝播、検出器で

の観測に至るまで、複数の物理過程に関与する。そのため、パイオンを含む反応を正確に記述するた

めには、パイオンの性質と核内での振る舞いを適切にモデル化することが不可欠である。

4.1.2 パイオン核内反応

ニュートリノ反応によって生成されたパイオンは、原子核内を伝播する。この過程で、パイオンは

核子と強い相互作用を起こし、さまざまな相互作用を引き起こす。これらの反応は、パイオン核内反

応、またはパイオンの最終状態相互作用（FSI）と呼ばれる。図 4.2に主要なパイオン反応を示す。

吸収反応（Absorption; ABS）
パイオンが核内で核子と相互作用し消失する反応である。代表的には、πNN → NN のよう

な過程が考えられる。この反応が起こると、生成されたパイオンは検出器に到達しないため、

パイオン生成反応であった事象が、パイオンを含まない事象として観測される。

電荷交換反応（Charge Exchange; CX）
パイオンが核子と相互作用することで、その電荷を変化させる反応である。例えば、π+n→ π0p

や π−p→ π0nといった過程が存在する。電荷交換反応によって生成された中性パイオンは二

つのガンマ線に崩壊する。

準弾性散乱（Quasi-Elastic Scattering; QE）
準弾性散乱は、パイオンが核子と衝突するものの、パイオンの種類や数が変化しない πN → πN

のような反応である。この反応では、パイオンの運動量や進行方向のみが変化する。

非弾性散乱（Inelastic Scattering; Inel）
非弾性散乱は、パイオンと核子の相互作用によって、追加の粒子が生成される。この過程では、

πN → ππN のように複数のパイオンが生成される場合がある。この反応は特にエネルギーの

高い領域において重要となる。

これらの吸収、電荷交換、弾性、非弾性反応は、核内の密度分布やパイオンの運動量に依存する。

さらに、これらの反応確率は理論モデルに依存している。そのため、モデルの違いは最終状態粒子の

分布に差を生じさせる。これらの差は、ニュートリノエネルギー再構成や事象分類に影響し、最終的

にはニュートリノ振動解析における系統誤差の一因となる。

次節では、T2K実験においてパイオン反応がどのような役割を果たしているかについて述べる。

4.1.3 T2K 実験におけるパイオン生成反応

T2K 実験は、数百 MeV から数 GeV 程度のエネルギー領域にピークを持つニュートリノビーム

を用いた長基線ニュートリノ振動実験である。このエネルギー領域では、荷電カレント準弾性散乱

（CCQE）に加えて、パイオン生成反応も発生する。特に、∆(1232)共鳴の励起とその崩壊による単

一パイオン生成反応（CC1π）は、このエネルギー領域における主要な反応である [44]。図 4.3にこ
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図 4.1: パイオンの最終状態相互作用（FSI）と二次相互作用（SI）

図 4.2: 主要なパイオン反応

の反応のダイアグラムを示す。

振動解析では、SKでの最終状態における粒子の種類や運動量が、事象の識別およびエネルギー再

構成に直接する。単一パイオン生成反応で特に問題となるのは、生成されたパイオンが検出されない

場合である。このような事象は、検出器レベルで CCQE反応と区別できず、CCQE-like事象として

扱われる。CCQE-like事象の混入は、エネルギー再構成の系統誤差を増大させ、振動解析の精度を低

下させる要因となる。生成されたパイオンが検出されない主な理由の一つは、原子核内部での最終状

態相互作用である。前節で述べたように、パイオンは核内で吸収、電荷交換、準弾性散乱、非弾性散
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乱といった反応を起こす。これらの反応によって、パイオンは運動量を変えたり、消失したりするの

である。実際に T2K実験の振動解析では、異なる相互作用モデルを用いた調査が行われている。表

4.1 は、モデルの違いが振動パラメータにどれだけの影響を与えるかを示じている。Non-CCQE や

pion-SIは特に大きく、パイオン反応に関するモデル差が振動パラメータの推定に無視できない影響

を与えることがわかる。したがって、T2K実験におけるパイオン生成反応を正確に扱うためには、生

成だけでなく、核内でのパイオン反応を含めた理解が必要となる。

図 4.3: CC1π ダイアグラム

4.1.4 研究動機

これまでに述べたように、パイオンの核内反応は、事象分類やエネルギー再構成に影響するため、

そのモデル化が重要である。現在、SKや T2Kの解析では、ニュートリノ事象生成器 NEUTに実装さ

れたパイオンの核内反応モデルが標準的に用いられている。一方で、別のモデルとして INCL（Liège

intranuclear cascade）も存在する。INCLに関しては、近年 SKにおいて、大気ニュートリノ事象の

後に発生する中性子捕獲を用いた解析が行われた。この解析では、核内輸送モデルの違いによって中

性子多重度の予測が変化し、核子反応を含む核内輸送の記述においては、INCLがデータを最も良く

再現することが示された [45]。一方で、この結果は主に核子反応に関するものであり、パイオンの核

内反応については検証されていない。そこで本研究では、INCLがパイオンの核内反応においても有

効であるかを明らかにするため、NEUTに実装されたパイオン核内反応モデルと、INCLに基づくパ

イオン反応モデルを比較する。具体的な比較については 4.5節から取り扱う。
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表 4.1: T2Kにおける、物理モデルが主要な振動パラメータに与えるバイアス。文献 [33]の Table15

を基に作成した

Simulated data set Relative to sin2 θ23 ∆m2
32 δCP

CCQE z-exp high Total 0.3% 2.1% 0.4%

Syst. 0.7% 5.7% 1.7%

CCQE removal energy Total 0.0% 4.8% 1.3%

Syst. 0.0% 13.4% 5.2%

Non-CCQE Total 8.7% 11.8% 1.7%

Syst. 21.3% 32.7% 6.9%

2p2h Martini Total 0.7% 2.7% 0.4%

Syst. 1.6% 7.3% 1.6%

MINERvA pion tune Total 2.9% 2.5% 0.9%

Syst. 7.2% 6.8% 3.5%

Data-driven pion Total 4.7% 6.5% 1.0%

Syst. 11.6% 17.9% 3.9%

Pion SI Total 0.7% 20.8% 1.0%

Syst. 1.9% 57.8% 4.6%

4.2 核内反応モデル

4.2.1 核内反応の描像

ニュートリノと原子核との反応は、単一の散乱過程として記述できるほど単純ではない。一次相互

作用によって核子やパイオンが生成された後も、それらの粒子は原子核内部を伝播しながら、他の核

子との相互作用を起こす。その結果、観測される最終状態は、一次相互作用だけでなく、原子核内部

で起こる一連の過程に依存する。原子核内部では、入射粒子あるいは生成粒子が核内を進む過程で、

個々の核子と非平衡な状態で衝突を繰り返す。この段階は前平衡過程と呼ばれる [46]。さらに時間が

経過すると、入射粒子のエネルギーは核内核子全体に分配され、原子核は熱平衡状態に近づく。この

状態に達した原子核は励起状態にあり、脱励起過程として低エネルギーの粒子を放出する。この過程

は複合核過程、あるいは蒸発過程と呼ばれる。このように、核子が原子核に入射した際の反応は、短

時間で起こる直接過程、核内衝突を経た非平衡状態からの前平衡過程、熱平衡に達した後の複合核過

程といった、異なる時間スケールをもつ複数の過程が重なったものとして理解されている。これらの

原子核内部で起こる一連の反応をまとめて核内反応と呼ぶ。この核内反応を理論的に記述するための

代表的な手法の一つが、核内カスケードモデルである。核内カスケードモデルでは、原子核内部を伝

播する粒子の運動、衝突を扱い、非平衡状態から複合核形成に至るまでの過程を記述する。本章で扱
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う NEUTのパイオン核内反応モデルや INCLも核内カスケードモデルである。次節では、この核内

カスケードモデルの基本的な考え方について述べる。

図 4.4: カスケード過程と脱励起過程の模式図

4.2.2 カスケードモデルの基本構造

核内カスケードモデルは、核内を伝播するハドロンと核子との相互作用を、確率論的な多体衝突過

程として逐次的に追跡する半古典的モデルである。この手法では、粒子の位置と運動量を古典的変数

として扱いながら、反応確率のみを量子論的断面積によって与える。そのため、前平衡段階における

非平衡な粒子伝播を効率よく記述できる点が特徴であり、多くのニュートリノ反応ジェネレータで採

用されている [47, 48]。

カスケードモデルの計算は、大きく分けて初期状態の設定、粒子の核内伝播、衝突過程の処理、カ

スケードの終了判定という段階から構成される。

まず、原子核の初期状態として、核子の空間分布と運動量分布が定義される。核子の空間分布に

は、経験的に知られているWoods-Saxon型の密度分布が用いられることが多い。この分布は、半径

r における核密度を

ρ(r) =
ρ0

1 + exp
(
r−R
a

) (4.1)

と表す。式をみるとわかるように、原子核内部では密度がほぼ一定で、表面付近で滑らかに減少する

という核密度分布を表している。分布を図 4.5に示す。運動量分布は局所フェルミ気体モデルに基づ

いて与えられる。この仮定により、核子は束縛されたフェルミ粒子として表現される。

一次反応によって生成されたパイオンや核子は、初期位置と運動量を持つ粒子として核内を伝播す

る。伝播は小さなステップ長で直線的に行われ、量子力学的な波動性や干渉効果は考えない。

粒子の次の衝突までの距離は、核密度と反応断面積に基づいて確率的に決定される。位置 rにおけ

る平均自由行程 λ(E, r)は、局所核密度 ρ(r)と反応断面積 σ(E, r)を用いて

λ(E, r) =
1

ρ(r)σ(E, r)
(4.2)
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図 4.5: Woods-Saxon分布 [49]

と定義される。実際の衝突距離 `は、この平均自由行程に基づく指数分布

P (`) = exp
(
− `

λ(E, r)

)
(4.3)

に従ってサンプリングされる。

粒子が衝突点に到達すると、どの反応が起こるかが決定される。反応の種類は、粒子のエネルギー

と反応断面積によって決まり、パイオンでは、準弾性散乱、電荷交換、吸収、非弾性散乱などの過程

が考慮される。実際の計算では、これらの断面積に基づいて確率的に決定され、選ばれた反応に対し

て、エネルギー保存則と運動量保存則を満たすように生成粒子の運動量と角度が生成される。

核子の終状態に対しては Pauliブロッキングが適用される。これは、フェルミ粒子である核子がす

でに占有されている量子状態には遷移できないというパウリの排他原理に基づく効果である。この効

果を以下のように取り入れている。局所フェルミ気体モデルでは、位置 r におけるフェルミ運動量

pF (r)を密度 ρ(r)から

pF (r) = (3π2ρ(r))1/3 (4.4)

として定義し、散乱後の核子運動量が pF (r)未満である場合はその終状態は既に占有されているとみ

なされ、反応は棄却される。

粒子が核外に出た場合、あるいは吸収された場合には、その粒子はカスケード対象から外れる。カ

スケード過程が終了した時点で残された原子核は励起状態にある。この励起核については、蒸発モデ

ルを用いて、低エネルギーの核子や軽い原子核の放出が記述される。

以上がカスケードモデルの基本設計であるが、核密度分布、反応断面積、カスケードの停止条件、

蒸発モデルへの接続方法などはモデル依存であり、モデルによって最終状態の粒子分布は異なる。
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4.3 NEUT におけるパイオン核内反応モデル
NEUTは、ニュートリノと原子核の反応をシミュレーションするためのモンテカルロイベントジェ

ネレータである。ニュートリノが原子核と反応したときに生成される粒子の種類や運動量分布を計

算する。さらに、生成された粒子が原子核内で受ける相互作用も含めて記述することができ、SKや

T2Kなどのニュートリノ実験の解析に用いられている [50]。NEUTには、核内でのハドロン相互作

用を記述するモデルが実装されており，パイオンの核内相互作用もその一部として扱われる。本節で

は、NEUTにおけるパイオン核内相互作用モデルについて説明する。

4.3.1 カスケード実装の流れ

NEUTにおけるパイオン核内モデルは、以下の手順に従って記述される。[51]

1. 粒子の生成点の決定

一次相互作用によって生成されたパイオンや核子の初期位置は、原子核の密度分布に基づいて

決定される。核密度分布にはWoods–Saxon型分布が用いられ、粒子の生成位置はこの分布に

従って確率的にサンプリングされる。

2. 核内伝播

生成された粒子は、核内を有限の距離ステップで伝播する。各ステップにおいて、粒子は直線

運動を行うと仮定され、核内での位置と運動量が更新される。

3. 衝突の判定

粒子の次の衝突までの距離は、局所的な核密度と反応断面積に基づいて確率的に決定される。

衝突が発生した場合、粒子は核子との二体衝突を起こす。

4. 反応過程の決定

衝突が起こった場合、準弾性散乱、電荷交換、吸収、非弾性散乱などの反応過程が考慮される。

反応過程は、チャネル別断面積に基づいて確率的に決定される。

5. 二次粒子の生成と再伝播

衝突によって生成された二次粒子は、新たなカスケード粒子として同様に追跡される。

6. カスケードの終了

粒子が吸収された場合、あるいは粒子の位置が核半径 RN を超えた場合に終了する。

図 4.6にカスケードの模式図をしめす。ここからは細かい実装について説明する。
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図 4.6: NEUTのパイオン核内モデルの模式図

4.3.2 粒子伝搬の実装

NEUTでは、粒子の伝搬は空間的に離散化され、ステップ長 dxは核サイズ RN に基づいて

dx =
RN

100
(4.5)

と設定される。このステップ幅は、各ステップ内で二回以上の相互作用が起こる確率が無視できるよ

うな幅である。各ステップにおいて、粒子の位置が更新され、その度に反応確率が計算され、反応が

起こるかどうか、どの反応が起こるかが評価される。

4.3.3 反応過程の扱い

反応過程は核密度と反応断面積に基づいて確率論的に記述される。考慮される反応は 6種類に分類

される。低運動量領域と高運動量領域で用いられる反応チャネルが明確に区別されている点が特徴で

ある。表 4.2に NEUTで考慮されてる反応チャネルを示す。各反応チャネルの断面積は、理論計算

および実験データに基づいて構築されたテーブルとして保持される。カスケードの各ステップにおい

て、断面積はこれらのテーブルから直接読み出される。各ステップでは、まずパイオンが相互作用を

起こさずに伝播する確率が評価される。位置 r、粒子種 h、運動量 pにおける生存確率は

Psurv(r, h, p) = 1−
∑
i

Pi(r, h, p) (4.6)

と定義される。ここで Pi(r, h, p)は、吸収、準弾性散乱、電荷交換、ハドロン生成などの反応チャネ

ル iに対応する確率である。
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一つの事象に対する確率は、全ステップにおける確率の積として

Pevt =
∏

all steps

Pstep (4.7)

と表される。ここで Pstep は、生存ステップでは Psurv、反応ステップでは対応する Pi を取る [52]。ま

た、このモデルではパイオン運動量 pπ ' 500MeV/cを境として、考慮されるパイオン反応が切り替

わっている。

表 4.2: NEUTにおいて考慮されるパイオン反応チャネル

運動量領域 考慮される反応 相互作用確率の扱い

pπ < 500 MeV/c 低運動量 π 準弾性散乱 理論モデルによる計算（Osetらのモデル）

低運動量 π 荷電交換

π 中間子吸収

pπ > 500 MeV/c 高運動量 π 準弾性散乱 π–A散乱データに基づく計算

高運動量 π 荷電交換

高運動量 π 非弾性散乱（π 中間子生成）

低運動量領域における反応モデル

低運動量領域では、パイオンの核内相互作用は核媒質効果の影響を強く受ける。この領域では、準

弾性散乱、単一電荷交換、吸収の 3 種類の反応が考慮される。NEUT では、これらの反応確率は、

Osetらによる核媒質中パイオン相互作用の理論計算に基づいて与えられる。これは、核媒質中におけ

る ∆共鳴の性質を記述する理論モデルである [53]。このモデルは、パイオンと原子核の相互作用を

光学模型として扱い、複雑な核内相互作用を有効ポテンシャルで表現する。光学模型では、パイオン

と原子核の相互作用は複素ポテンシャルで記述される。ポテンシャルの実部は弾性散乱に対応し、虚

部は吸収など非弾性散乱に対応する。反応確率は、パイオン運動量 pπ と核内位置 r の関数として計

算され、断面積テーブルとして保存される。具体的には、酸素原子核に対して計算された反応確率が

用いられる。他の原子核に対しては、核密度分布を用いて酸素中の有効位置を対応付けることで、同

じテーブルが適用される。

高運動量領域における反応モデル

高運動量領域では、核内媒質効果よりもパイオンと核子の二体散乱が支配的となる。パイオン運動

量が約 500MeV/cを超える領域において、反応確率は自由核子散乱の実験データに基づいて定義さ

れる。考慮される反応チャネルは、弾性散乱、単一電荷交換、非弾性散乱である。反応チャネル iに

対する確率は、自由散乱断面積 σi と核密度 ρ(r)を用いて

Pi(r, pπ) = ρ(r)σi(pπ) dx (4.8)
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と表される。ここで dxはカスケードにおける伝播ステップ幅である。用いられる断面積 σi は、πN

散乱の実験データから与えられる。

4.3.4 π –核散乱データによる FSIパラメータの決定

これまで説明したように、NEUTのパイオン最終状態相互作用（FSI）は、核内カスケードにより

確率的に記述される。ただし核媒質中の π 相互作用には理論的不確かさが残るため、NEUTでは反

応確率を調整可能なパラメータで表し、外部の π –核散乱データにフィットする。この調整パラメー

タを FSIパラメータと呼ぶ。

NEUT では、吸収、準弾性散乱、単一電荷交換、非弾性反応などの反応チャネルごとに確率を持

ち、各チャネル iの確率にスケール因子 fi を導入して調整する。すなわち、カスケードの各ステップ

における反応確率 Pi を

Pi → P ′
i = fiPi (4.9)

のように変換する。このとき fi が FSIパラメータであり、チャネルごとに独立に定義される。[52]

FSIパラメータは、複数の標的核に対する π± –核散乱データを用いて決定される。具体的には、過

去測定された全断面積、反応断面積、吸収断面積、電荷交換断面積などを用い、NEUTの予測と実験

値のずれが最小となるようにパラメータを最適化する。Pinzonらは、π –核散乱データを用いて FSI

パラメータをフィットし、各チャネルの最適値を求めている [51]。具体的には、NEUTの予測断面積

σNEUT(fFSI)と実験値 σdata のずれを最小化する χ2 関数の最小化として定式化される。通常の π –核

散乱データに対しては、各実験データセットごとに正規化因子 λi を導入し、

χ2
scat =

∑
i

∑
j

1

ni

(
σdata
ij − λ−1

i σNEUT
ij (fFSI)

∆σdata
ij

)2

+

(
λi − 1

εi

)2
 (4.10)

と表される。ここで iはデータセット、j はデータ点、εi は正規化誤差を表す。この項で NEUTの予

測値とデータ点がどれだけ一致するかを測る。

これに加えて、データ点間の相関を考慮するために共分散行列を用いた項が導入される。この共分

散行列は、DUET実験 [54]による π –核散乱測定から与えられる。DUET実験で測定された断面積

を図 4.7に示す。

DUETデータに対する χ2 は，共分散行列 (V DUET)ij を用いて次のように定義される。

χ2
DUET =

∑
i,j

(
σDUET
i − σNEUT

i (fFSI)
)
(V DUET)−1

ij

(
σDUET
j − σNEUT

j (fFSI)
)

(4.11)

最終的な χ2 は、これらの項の和として定義され，

χ2(fFSI) = χ2
scat + χ2

DUET (4.12)

を最小化することで
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図 4.7: DUET実験による π –核散乱断面積の測定例 [54]

FSIパラメータの最適値およびその相関が決定される。それぞれの反応チャネルの FSIパラメータ

を表 4.3に、FSIパラメータによる炭素、酸素散乱に対する反応断面積のフィット結果を図 4.8、4.9

に示す。

表 4.3: FSIパラメータの値 [51]

FSIパラメータ 値

fQE 1.07

fABS 1.40

fCX 0.70

fINEL 1.00

fQEH 1.82
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図 4.8: FSIパラメータによる π+ –炭素原子核散乱に対する反応断面積のフィット結果 [51]

図 4.9: FSIパラメータによる π+ –酸素原子核散乱に対する反応断面積のフィット結果 [51]
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4.4 INCL++ におけるパイオン核内反応モデル
INCL++ (Liège Intranuclear Cascade modelの C++実装)は、核内カスケード (intranuclear cascade;

INC)型の半古典的輸送モデルであり、核子・パイオン・軽イオンによる核反応を数 10 MeV〜数 GeV

程度まで記述することを目的としている。C++版である INCL++は、古い Fortran版 INCL4.6と物

理的に等価になるように設計されており、核子・パイオン入射反応に関しては INCL4.6の改良版で

ある。

ニュートリノ–酸素相互作用のような数百 MeV〜数 GeVのエネルギー域では，一次相互作用で生

成されたパイオンや核子の FSIを記述するための候補モデルの一つとして INCL++が用いられてお

り，Geant4では FTFP_INCLXX_HPなどの物理リストを通じて利用可能である．

4.4.1 核内粒子の伝搬と衝突判定

INCLにおける核内カスケードは、粒子の運動を時刻で管理する時間発展型で記述される。これに

より、衝突過程と共鳴崩壊過程を同一の時間軸で扱うことが可能になる。[55, 56]。

核内に存在する粒子は、位置と運動量を持つ点粒子として扱われる。粒子は相互作用が起こるま

で、核内を直線的に運動すると仮定される。INCLでは、粒子が次に起こす衝突までの時間を直接計

算する。具体的には、すべての核内粒子について、対象粒子と互いに最も近づく時刻が求められる。

その中で最も早い時刻を持つ粒子対が選ばれ、その時刻まで全ての粒子が一斉に伝搬される。この操

作を繰り返すことで、核内でどの衝突がどの順番で起こるかが時間の流れに沿って決定されるので

ある。

衝突の成立条件は、粒子 iと j の間の最近接距離 dij（図 4.10）が反応断面積に対応する有効半径

より小さいことで与えられる。すなわち、衝突条件は

dij ≤
√
σij
π

(4.13)

と表される。ここで σij は粒子 iと j の間の反応断面積である。

さらに、INCLでは participantsと spectatorsが区別される。相互作用を経験した核子は participants

として扱われ、以後の衝突に参加する。一方、相互作用を経験していない核子は spectatorsとして扱

われ、spectators同士の衝突は許されない [56]。

以上のように、INCLの核内粒子伝搬は、時間発展型のカスケードとして定式化されており、これ

が INCLモデルの特徴の一つである。

4.4.2 反応過程の取り扱い

INCL におけるパイオンの核内相互作用は、反応チャネルをあらかじめ分けて計算するのではな

く、∆共鳴の生成と崩壊を含む過程として記述される。つまり、パイオン生成、吸収、散乱は、いず

れも ∆共鳴を介した反応の結果として区別される [55, 57]。例えば、負のパイオン π− が核子と相互

作用すると、∆共鳴が生成される。生成された ∆共鳴が崩壊し、最終状態にパイオンが現れない場
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図 4.10: INCLでの粒子伝播の模式図

合、この過程はパイオン吸収として解釈される。一方、正のパイオン π+ が核子と相互作用して生成

された ∆共鳴が、異なる電荷のパイオンと核子に崩壊する場合、この過程は荷電交換反応として理

解される。

∆共鳴に基づくパイオン反応の記述

パイオン生成は、核子から直接生成するのではなく、まず ∆共鳴の生成を経由する二段階過程と

してモデル化される。代表的な素過程は

NN → N∆ (4.14)

であり、生成された ∆共鳴は強い相互作用によって

∆ → Nπ (4.15)

と崩壊し、最終状態としてパイオンが現れる。

同様に、パイオン吸収過程は、∆共鳴を介した逆過程として記述される。すなわち、パイオンと核

子の相互作用により ∆共鳴が生成され、

πN → ∆ → NN (4.16)

の過程を通じてパイオンが消失する。

さらに、πN 散乱過程も、∆共鳴を中間状態として記述される。つまり、πN 相互作用は

πN → ∆ → πN (4.17)

という共鳴過程によって表される。この仮定により、INCLでは πN 相互作用を、∆共鳴の生成と崩

壊によって記述する [57]。
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∆共鳴の質量分布と寿命

先に述べたように、INCLではパイオン生成と吸収を NN → N∆と ∆ → Nπ の二段階過程とし

て扱う。このとき、生成される∆共鳴は安定粒子ではなく、有限の寿命を持つ不安定粒子である。そ

のため、∆の質量は固定値ではなく、一定の幅を持つ分布として記述される。この質量分布は、共鳴

状態の生成確率を表す Breit-Wigner型分布 [58]によって表現される。

一般に、共鳴粒子の質量分布は次の形で与えられる。

P (m∆) ∝
Γ∆

(m∆ −m∆0)2 + Γ2
∆/4

(4.18)

ここで、m∆0 は ∆共鳴の中心質量、Γ∆ は共鳴幅であり、崩壊の速さを表す量である。

式 (4.18)は、質量がm∆0 付近で最大となり、そこから離れるにつれて確率が減少することを示し

ている。すなわち、∆共鳴は中心質量の周辺に広がった質量分布を持つ。

さらに、共鳴幅 Γ∆ は寿命 τ∆ と

τ∆ =
h̄

Γ∆
(4.19)

の関係で結ばれる。したがって、幅が大きいほど寿命は短くなり、∆共鳴は速やかに崩壊する。

INCL では、∆ 共鳴の質量はこの Breit–Wigner 型分布に基づいて確率的にサンプリングされる。

ただし、単純な Breit–Wigner分布だけでは低い相対運動量の領域で実験データを再現できないため、

πN 系の位相空間の抑制を表す補正因子を掛け合わせた形が用いられる [55]。

例えば、INCL4の実装では、∆の質量分布を

f(m∆) = FN
q3

q3 + q30

1

1 + 4

(
m∆ −m∆0

Γ0

)2 (4.20)

の形で与える [55]。ここで FN は規格化定数であり、m∆0 は共鳴質量の中心値、Γ0 は幅の代表値で

ある。q は ∆を πN の相関状態とみなしたときの πN 系の重心系相対運動量であり、

q2 =

[
m2

∆ − (mN −mπ)
2
] [
m2

∆ − (mN +mπ)
2
]

4m2
∆

(4.21)

で定義される [55]。また、q0は低運動量領域での抑制の強さを決めるパラメータである。式 (4.20)の
q3

q3 + q30
は、πN 系の位相空間が小さい領域では∆の生成確率を抑える効果を持ち、NN → N∆の

実験データに合わせるために導入される [55]。

また、運動学的制約としてm∆ は常に

mN +mπ ≤ m∆ ≤
√
s−mN (4.22)

の範囲にあり、ここで
√
sは衝突系の重心系エネルギーである。この制約により、エネルギー運動量

保存を満たす範囲でのみ ∆の質量がサンプリングされる。

生成された ∆は、有限の寿命で崩壊して Nπ を生成する。INCLでは、崩壊の待ち時間を指数分

布に従って乱数で与え、

P (t) dt =
1

τ∆
exp
(
− t

τ∆

)
dt (4.23)
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として崩壊時刻を決める [57]。

さらに、INCL4の改良では、低いm∆ では位相空間が小さくなり崩壊幅が減少することを反映し

て、寿命を質量依存にする実装が採用されている。具体的には、基準寿命 τ0 = h̄/Γ0 を用いて

1

τ∆
=

q3

q3 + q30

1

τ0
(4.24)

の形で崩壊率を与える。この式は、qが小さい領域では崩壊率が小さくなり、結果として∆の平均寿

命が長くなることを意味する。

INCLが時間発展型カスケードであることの利点は、∆の崩壊も核内衝突と同じ枠組みで次に起こ

るイベント候補として比較できる点にある。つまり、再衝突の時間と崩壊の時間を比べることで、崩

壊が起こるか、再衝突が起こるかを時間を使って記述できる [57]。

NN→N∆とπN→∆ の断面積

INCL では基本過程として、NN → NN、NN → N∆、πN → πN、πN → ∆ などの反応が、

実験データや理論計算の結果として導入されている。一方で、パイオン吸収や荷電交換といった核

内反応は、独立した断面積として直接与えられるのではなく、∆共鳴の生成と崩壊、∆と核子の再

相互作用の結果として自然に現れる。NN → N∆ の断面積は、NN 非弾性の主要成分は ∆生成で

あるという仮定から、NN の全反応断面積を用いる。これは核内で NN衝突が起こり、かつ非弾性

が選ばれた場合には、まず N∆ が生成されることを表す。また、NN → N∆ の断面積と、逆反応

N∆ → NN の断面積は同一ではない。∆は不安定粒子であり、衝突の最中にも πN チャネルへフ

ラックスが流出し得るため、安定粒子を仮定した釣り合いをそのまま適用できない。この点を補正す

るため、N∆ → NN 断面積に経験的な補正を入れる。

σN∆→NN = g σNN→N∆ exp
(
tcoll

τ∆

)
(4.25)

の形を採用する。ここで g は位相空間因子と縮退度に由来する通常の詳細釣り合いの係数である。

tcoll は衝突時間スケールであり、モデルでは指数の係数を経験的に調整する。この補正は、特に核内

での π 吸収を適切に再現するために導入される。

πN 相互作用についても、INCL は π と核子が一旦 ∆ 的な複合状態を作るとみなす。実装上は、

π+p → ∆++ の全断面積を、そのまま πN→∆ の入力として用いる。この断面積は共鳴領域での

データを良く再現するように調整されている。例えば共鳴領域では次式が与えられている。

σtot
π+p =

326.5 q3

q3 + 1803

[
1 + 4

(√
s− 1215

110

)2
]

(4.26)

ここで q は重心系での π 運動量である。単位系は、σ を mb、
√
sをMeV、q をMeV/cとする [55]。

4.4.3 平均場ポテンシャル

原子核内部では、多数の核子が強い相互作用によって束縛されている。個々の核子間相互作用をす

べて厳密に扱うことは困難であるため、INCLでは、他の核子の影響を平均化した有効ポテンシャル



88

を仮定する。この平均場ポテンシャルによって、核子が核内に束縛され、核外に出るためには一定の

エネルギーが必要となる。INCLにおける核子の平均場は、深さ V0 が一定の角型（square well）ポテ

ンシャルとして与えられる。ただし、核子の空間分布と運動量分布を同時に再現するために、ポテン

シャル井戸の半径は核子の運動量 pに依存する形で定義される [55]。すなわち、運動量の小さい核

子ほど核内深くに存在し、高い運動量を持つ核子ほど核表面付近に分布するようにモデル化されて

いる。

π 中間子に対する平均場の取り扱いは、核子の場合と比べて簡略化されている。核内では π の吸収

が強く、伝播する π は良い準粒子として振る舞わないため、現象論的光学模型ポテンシャルをその

まま適用することは困難である [57]。これらの事情を踏まえ、INCLでは実用的な取り扱いとして、

π に対して核内で一定値を持つ平均場ポテンシャルを導入している。具体的には、π の平均場ポテン

シャルは

V (r, τ) =

Vt(τ) = VN (τ) + V C , r < Rc,

VC =
ZT τe

2

r
, r > Rc,

(4.27)

と定義される [57]。ここで τ は π の同位旋の第 3成分であり、ZT は標的核の陽子数である。核内の

核力成分 VN (τ)は、

VN (τ) = V 0
N + V 1

Nτξ, ξ =
N − Z

A
, (4.28)

で与えられる。パラメータ V 0
N および V 1

N は、π を入射粒子または生成粒子とする反応に関する実

験データへのフィットにより決定されており、V 0
N = −30.6 MeV、V 1

N = −71.0 MeV が用いられ

る [57]。核内では一定値の平均場が与えられ、核外ではクーロンポテンシャルのみが作用する。こ

の平均場の導入により、INCL における π 生成断面積の記述が大きく改善されることが示されて

いる [57]。

4.4.4 Pauli ブロッキングの実装

反応後の粒子の取れる状態はパウリの排他原理によって制限される。終状態に現れる核子の量子状

態がすでに占有されている場合、その衝突過程は物理的に許されない。

多くのモデルでは、核子がフェルミ運動量 pF まで占有されていると仮定し、終状態核子の運動量

が pF 未満の場合に衝突を棄却するという単純な Pauli条件が用いられる。

一方、INCLでは、核内カスケードの進行に伴って核子の分布が変化することを考慮し、位相空間

における占有率に基づく動的な Pauliブロッキングが導入されている。具体的には、ある核子 iの周

囲の位相空間に存在する核子の数を数えることで占有率 fi を次のように評価する [55]。

fi =
1

2

(2πh̄)3(
4π

3
r 3

PB

)(
4π

3
p 3

PB

)∑
k 6=i

Θ(rPB − |~rk − ~ri|) Θ(pPB − |~pk − ~pi|) , (4.29)

ここで ri、pi は核子 iの位置および運動量、rPB と pPB は位相空間の評価範囲を決めるパラメータ

であり、Θはステップ関数である。式 (4.29)は、核子の近傍の位相空間にどの程度状態が占有されて

いるかを表す量である。
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二体衝突の終状態に現れる核子 iおよび j に対して、衝突が許される確率は

P = (1− fi)(1− fj) (4.30)

で与えられる。この確率に基づいて、衝突が起こるか棄却されるかが決定される。

4.4.5 カスケード停止条件と脱励起モデルへの接続

カスケード過程の終了段階について説明する。ここは最終的に出力される粒子の種類や分布を決め

る上で重要である。INCLでは、カスケードの停止条件は時間によって定義される。核内での衝突が

連続的に起こる初期段階では、粒子は高いエネルギーを持ち、非平衡な状態にある。しかし時間の経

過とともに衝突頻度は減少し平衡に近づく。このとき、一定の時間 tstop を超えた段階でカスケードを

終了する。図 4.11に 1 GeV陽子と鉛の衝突実験における各物理量とカスケード停止時間を示す。カ

スケード停止時刻 tstop は、核のサイズに依存して次のように与えられる [55]。

tstop = t0

(
A

208

)1/3

(4.31)

ここでAは標的核の質量数、t0はモデルパラメータであり、典型的には数十 fm/cのオーダーである。

また、カスケードの終盤では、核表面付近に到達した核子に対して表面コアレッセンスによるクラ

スター形成が評価される。これは、脱出しようとする核子の近傍に、位置および運動量の両方で十分

近い核子が存在する場合、それらが束縛状態を形成し、軽クラスターとして放出される効果である。

この過程により、重陽子、三重水素、ヘリウム 3、アルファ粒子などの軽核が、カスケード段階にお

いて生成される。したがって、INCLでは、軽クラスターは脱励起段階の蒸発によってのみ生成され

るのではなく、カスケード過程の結果としても生成され得る。

さらに、カスケード終了時点で、核外に放出されなかった核子からなる残留核は、励起状態にあ

る。残留核の励起エネルギーは、初期核のエネルギーとカスケード中に放出された粒子のエネルギー

との差から評価される。この残留核に対して、INCLは励起状態の状態を保持しており、後続の脱励

起モデルに励起エネルギーを受け渡すことができる。つまり、脱励起モデルとの接続が可能である。

例えば、ABLAなどの蒸発モデルが用いられ、残留核の質量数、電荷数、励起エネルギーが脱励起計

算の入力として渡される。
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図 4.11: 1 GeV陽子と鉛の衝突実験における励起エネルギー（左上）、放出核子の平均運動エネルギー

（右上）、励起エネルギーの時間微分（左下）、運動量の非対称性（右下）の時間変化。図中の矢印は

tstop の位置を表す。

4.5 比較結果

本節では、SK検出器シミュレーションを用いて行った、パイオン核内反応モデルの比較結果につ

いて述べる。本研究では、検出器条件を共通とした上で、原子核内反応モデルのみを切り替えること

で、モデル間の違いを評価した。
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4.5.1 検出器シミュレーション

本研究における比較は、SK 検出器シミュレーションである SKG4 を用いて行った。SKG4 は、

Geant4 [59,60]を基盤とした SK検出器モンテカルロシミュレーションである。Geant4は、検出器ジ

オメトリと物理過程を分離して記述する設計が採用されており、同一の検出器条件の下で物理モデル

のみを変更することが可能である。SKG4では、検出器内における粒子の輸送と相互作用に加えて、

原子核内で起こる反応、すなわち FSIをシミュレーションすることができる。これまでに説明したよ

うに、原子核内を伝播するパイオンは複数の反応を起こし得るが、これらの過程は SKG4内に組み込

まれた核内反応モデルによって記述される。Geant4では、ハドロン反応モデルがモジュール化され

ており、用途に応じて異なるモデルを選択することができる [60]。SKG4においてもこの構造を利用

し、NEUTおよび INCL++のパイオンモデルを切り替えて使用することが可能である。本研究では、

検出器条件を固定したまま、パイオン核内反応モデルのみを変更した比較を行った。

4.5.2 比較手法

パイオン核内反応モデルの違いを明確に比較するため、本研究では単純化したイベント設定を用い

た。具体的には、単色のパイオンを検出器内に打ち込む、いわゆるパイオンガンイベントを用いてシ

ミュレーションを行った。本解析では、運動量 500 MeV/cの π+ および π− を用いた。この運動量領

域では、準弾性散乱、荷電交換、吸収、非弾性散乱といった複数の核内反応が競合して起こる。これ

らのパイオンを、SK検出器の中心位置から、負の z 方向に向けて打ち込む。各条件について、π+ お

よび π− それぞれ 100000イベントを生成した。

現実の検出器では、核内反応によって生成された粒子は検出器内を伝播し、その過程で他の原子核

と再び相互作用を起こす。しかし、今回注目するのは核内反応過程におけるモデル依存性である。そ

のため、本研究では一次相互作用によって生成された粒子のみを解析対象とし、検出器内での二次相

互作用の影響を排除する。

また、INCL++では、カスケード過程に続く脱励起過程の寄与も記述される。図 4.13は INCL++

でシミュレートした生成中性子エネルギースペクトルであるが、ここからわかるように、脱励起過程

による低エネルギー粒子が多数生成されている。しかし、本研究で注目するのはカスケード過程その

ものにおけるモデルの違いであるので脱励起過程に由来する粒子の寄与を除外し、カスケード過程に

由来する粒子のみを抽出して比較を行った。

4.5.3 比較結果

生成パイオンの比較結果

パイオンガンイベントにおいて生成されたパイオンの比較結果について述べる。まず生成されたパ

イオンの多重度分布を比較した。図 4.14に、生成パイオンの多重度分布を示す．π0 生成イベントは、

入射した π+ が核内で電荷交換反応を起こした結果と解釈できる。したがって、π0 生成率は荷電交換

反応の発生率を反映している。荷電交換反応の発生率は、NEUTで 10.1%，INCL++で 12.3%とな
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図 4.12: 作成したイベントの模式図

図 4.13: INCL++でシミュレートした生成中性子エネルギースペクトル

り両モデルの予測はおおむね一致していた。一方、π+ 生成イベントにおいて，最終状態で π+ が消

失したイベントの割合には、モデル間で差が見られた。具体的には，π+消失率は、NEUTで 50.0%、

INCL++で 61.7%となり、約 10%程度の差が存在する。

次に、生成されたパイオンのエネルギー分布を比較した。図 4.15に π+ および π0 のエネルギース

ペクトルを示す．エネルギースペクトルの形状には、NEUTと INCL++の間で違いが見られる。特

に π+ のエネルギースペクトルにおいて，NEUTの分布は 250–300 MeV付近で増大する構造がみえ

る。一方、INCL++ではそのような構造は見えない。
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図 4.14: 生成パイオンの多重度。π+（左）および π0（右）

図 4.15: 生成パイオンのエネルギースペクトル。π+（左）および π0（右）

生成核子の比較結果

パイオンガンイベントにおいて生成された核子の比較結果について述べる。

生成された核子の多重度分布を比較した。図 4.16 に、NEUT、INCL++（カスケード過程のみ）、

INCL++（カスケード過程と脱励起過程を含む）の結果を併記した。NEUT（青）と INCL++（赤）

の比較に注目すると、INCL++の方が多重度の大きいイベントの割合が高いことが分かる。これは、

INCL++が核内カスケード過程において、より多くの核子を生成する傾向を持つことを表している。

図 4.17に生成された核子のエネルギー分布比較を示す。全体として、エネルギースペクトルの形

状はモデル間で明確な差異が見られた。特に低エネルギー領域において、INCL++は NEUTと比較

して多くの核子が生成されていた。さらに、INCL++において脱励起過程を含めた（緑）場合、低エ

ネルギーの粒子はさらに大きく増加する。

生成された陽子および中性子の散乱角度分布の比較結果を図 4.18 に示す。横軸は散乱角の余弦

cos θ、縦軸はイベントあたりの生成核子数である。陽子散乱に注目すると、cos θ > 0の前方領域に
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図 4.16: 生成核子の多重度。陽子（左）中性子（右）

図 4.17: 生成核子のエネルギースペクトル。陽子（左）中性子（右）

おいて INCL++の予測が NEUTよりも大きい。特に、cos θ & 0.4の領域で差は顕著であり INCL++

はより前方方向に陽子を放出する傾向を示している。中性子散乱についても同様に、前方領域におい

て INCL++の寄与が増大する傾向が見られるが、その差は陽子の場合に比べて小さい。

4.6 考察・展望

本研究では、NEUTと INCL++の 2つの核内反応モデルを用いてパイオン核内反応の比較を行い、

最終状態粒子の分布にいくつかの違いが存在することを確認した。

まず、パイオン多重度の比較では、INCL++において π+ が最終状態に残らないイベントが NEUT

より多いという差が見られた。この要因として、両モデルにおけるパイオン反応の取り扱いの違いが

考えられる。NEUTでは、パイオンが核内で吸収される過程は事前にパラメータ化された単一の確率

過程として扱われる。一方 INCL++では、吸収されるかどうかは動的に計算される。つまりパイオン

が吸収に至るまでの物理的経路が多数存在する。その結果として最終的にパイオンが生存しないイベ

ント数に差が生じる可能性がある。
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図 4.18: 生成核子の散乱角度。陽子（左）中性子（右）

次に、核子エネルギースペクトルにおいて INCL++が低エネルギー核子を多く予測した点につい

て考察する。第一の要因として、Pauli blockingの実装の違いが挙げられる。INCL++では、各衝突

ごとに生成される核子の運動量に対して動的に Pauli blockingが評価される。そのため、フェルミ面

付近の境界領域にある低運動量核子が比較的許容されやすい。その結果、低エネルギー核子の割合が

増加すると考えられる。一方 NEUTでは、衝突後の核子がフェルミ運動量以下となる場合を棄却す

る。このため、低エネルギー核子が INCL++よりも抑制される傾向がある可能性が高い。また、核子

伝播の違いも影響すると考える。INCL++では核子は平均場ポテンシャル中を伝播し、散乱を繰り返

しながら連続的にエネルギーを失う。その結果、核外へ放出される核子は自然に減速した状態となり

やすく、低エネルギー成分が増加する。一方 NEUTでは、核子は基本的に自由粒子として直線的に

伝播し、エネルギーの変化は衝突時にのみ離散的に生じるため、連続的な減速過程は考慮されない。

この違いは、観測される核子エネルギースペクトルに差を生じさせてもおかしくない。

これらを確かめるためには、モデル内部の情報をより詳細に比較することが重要である。例えば、

各反応チャネルの発生頻度や、内部で用いられている断面積、平均場ポテンシャルの具体的な設定な

どを直接確認することが必要である。さらに重要な展望は、シミュレーション結果を実験データと突

き合わせて検証することである。本研究で確認されたモデル差が実際のデータに対してどの程度妥当

であるかを判断するためには、水標的に対するパイオン反応の実測との比較が不可欠である。次章で

扱うWCTE実験はその検証に適している。実験データとの比較を通じて、どのモデルがより実デー

タをよく再現するかを明らかにしていくことが今後重要となるだろう。
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第 5章

WCTE における 9Li 信号解析

前章で議論したパイオン–酸素（π – O）相互作用モデルの検証には、理論計算やシミュレーション

だけでなく、実際の水中における π –O反応データとの照合が不可欠である。しかし、これまで水を標

的とした低エネルギー π ビーム入射の実験データは限られている。Water Cherenkov Test Experiment

（WCTE）は水中での π – O相互作用とその最終状態（FSI）を実験的に捉えることができる。この点

でWCTEは、π – O反応の直接観測ができるテストビーム実験である。

さらに π – O反応で生成される核破砕生成物の理解は、ニュートリノ検出における背景評価の観点

からも重要である。特に、9Liは遅延電子と中性子を伴う崩壊を示すため、DSNB探索における主要

な背景の一つとである。本章では、前半ではWCTEの概要と、測定原理について解説し、後半では

本研究の 9Li崩壊事象の解析ついて述べる。

5.1 Water Cherenkov Test Experiment（WCTE）

5.1.1 実験概要

WCTE は、約 40 トンの水チェレンコフ検出器を用いて、数百 MeV/c から 1GeV/c 程度の電子、

ミューオン、パイオン、陽子ビームに対する検出器応答を測定するテスト実験である。WCTEは、欧

州原子核研究機構（CERN）の T9ビームラインにおいて、2024年冬から 2025年夏にかけて運転さ

れた。検出器は図 5.1に示すように、直径 4.1m、高さ 3.0mの円筒形の水タンクから構成される。水

タンクの内壁には光センサーが配置されており、粒子が水中を通過する際に放出されるチェレンコ

フ光を検出する。WCTEの目的は、将来の大型水チェレンコフ検出器であるハイパーカミオカンデ

（Hyper-Kamiokande; HK）と関係している。

HKは、ニュートリノ振動測定、核子崩壊探索、超新星ニュートリノ検出、暗黒物質探索などを目

的とする世代素粒子物理学実験である [62]。HK における加速器ニュートリノ測定では、日本の茨

城県東海村にある J-PARC加速器施設で生成されたミューニュートリノビームを、約 295km離れた

検出器で観測する。HK では、電子ニュートリノ出現事象およびミューニュートリノ事象の数を測

定し、ニュートリノ振動確率と振動パラメータを決定する。高精度な振動測定を実現するためには、
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図 5.1: WCTE検出器の光センサーの配置の模式図。円筒形の検出器を輪切りにしたものであり、壁

面には光センサが敷き詰められている [61]。

ニュートリノフラックス、相互作用、検出器応答に起因する系統不確かさを抑制することが不可欠で

ある。この課題に対応するため、ニュートリノが振動する前のビーム特性を測定する検出器として、

中間水チェレンコフ検出器 Intermediate Water Cherenkov Detector（IWCD）の建設が計画されてい

る（図 5.2）。IWCDは直径約 8m、高さ約 6mの水チェレンコフ検出器であり、ニュートリノ源から

約 1km下流に設置される予定である。IWCDは鉛直方向に移動可能な構造を待ち、異なるオフアク

シス角に対応するニュートリノエネルギー領域を測定できる。これにより、エネルギー依存の系統不

確かさの制御が期待されている。IWCDでは、より高い角度分解能および粒子識別性能を実現するた

め、複数の 3 インチ PMT から構成される multi-PMT（mPMT）モジュールを導入する。WCTE で

は、IWCDと可能な限り同一の光検出器および水システム用い、実際の荷電粒子ビームに対する検出

器応答を測定する。

5.1.2 WCTEの物理ターゲット

WCTEは、IWCDに向けた検出器性能の検証を目的としたテスト実験である一方で、制御された

複数種類の荷電粒子ビームを水チェレンコフ検出器に直接入射できるため、水中における粒子相互作

用の物理を調べることも可能である。本節では、WCTEの代表的な物理モチベーションについて述

べる。
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図 5.2: IWCDの模式図 [63]

水中におけるハドロン相互作用

ハドロン相互作用は、第一原理から正確に計算することが困難であり、シミュレーションにおける

不確かさは数十%程度に達する。特に、パイオンの散乱、吸収、電荷交換反応は、ニュートリノ反応

の理解において重要な役割を持つ (節 4.1.3参照) WCTEでは、運動量が既知のパイ中間子ビームを水

チェレンコフ検出器に入射し、反応を測定することができる。これは、第 4章で議論したパイオン反

応モデルに対する実験的な検証に直接なる。さらに、パイオンの相互作用の理解は、CC1π 事象と他

の反応の識別精度の向上につながる。

荷電レプトンおよび光子の散乱過程

WCTEでは、電子およびミューオンビームを用いることで、水中における荷電レプトンの散乱過程

を調べることができる。荷電レプトンが検出器に入射すると、相互作用点までの飛跡に沿ってチェレ

ンコフ光が放出され、散乱後の粒子によって新たなチェレンコフリングが形成される。入射粒子の方

向と位置が既知であるため、散乱前のエネルギー損失は、チェレンコフリングの形状から決定される

主要な物理量となる。この情報は、事象再構成の検証や、ニュートリノ相互作用モデルの理解に利用

できる。また、WCTEでは、電子およびミューオンの散乱、正負電荷の比較、全立体角にわたる散乱

粒子の観測が可能である。さらに、水標的におけるエネルギー損失、チェレンコフ閾値、制動放射、

ハドロン相互作用などの検出器応答を直接測定できる。これらのデータは、事象再構成の検証や機械

学習解析の学習データとしても利用される。

中性子生成の測定

図 5.3は、一次ハドロンが水チェレンコフ検出器を通過した際に生成される中性子の予測多重度を

示している。二次中性子の生成が予想され、その多重度はモデルによって異なる。Gd2(SO4)3 を装填

したWCTEでは、これらの中性子多重度を測定することが可能である。ハドロン相互作用に伴う中

性子生成に加えて、酸素原子核によるミューオン捕獲に起因する中性子生成も観測される。この過程

は、二次中性子生成の重要な発生源の一つである。これらの中性子情報は、ミューオンニュートリノ
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および反ニュートリノの電荷カレント相互作用において、ニュートリノと反ニュートリノを統計的に

識別するための手がかりとなる。

図 5.3: 水チェレンコフ検出器内を伝播するハドロンによって生成された二次中性子生成多重度。

GEANT4 ベースのWCSim と SK 用シミュレーションパッケージ SKDETSIM を用いてシミュレー

ションされている [63]

核破砕過程の理解

本研究で対象とする重要な物理課題の一つは、水中における核破砕過程の理解である。水チェレン

コフ検出器において、宇宙線ミューオンやハドロンによる核破砕反応は、低エネルギーニュートリノ

事象の解析において主要なバックグラウンドとなる。したがって、核破砕過程の理解は、低エネル

ギー領域の解析において不可欠である。特に、2.4.2節で述べた DSNBの探索において、9Liなどの

スパレーション核種は主要なバックグラウンドとなり、測定精度を大きく制限する。WCTEでは、核

破砕の起源となる粒子を直接水チェレンコフ検出器に入射できるため、スパレーション過程を詳細に

調べることが可能である。これにより、核破砕反応の理解が進むことが期待される。本研究における

核破砕過程の解析については、後述する 5.3節で詳しく議論する。

5.2 検出器概要

WCTE検出器の概要を図 5.4に示す。WCTEは、SKや HKと比較すると、小型の検出器である。

加速器からのビームを検出器内部に直接入射するため、タンク側面にビーム入射用の開口部が設けら

れている。この開口部を通して、電子、ミューオン、パイオンなどの荷電粒子ビームが水中に入射す

る。図 5.5 に、WCTE で取得された測定データのイベントディスプレイの例を示す。荷電粒子が水

中を通過することで発生したチェレンコフ光が、光センサーによって検出されている様子が確認で

きる。
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以下では、WCTE検出器の構成要素について詳しく説明する。

図 5.4: WCTE検出器外観 [64]

図 5.5: イベントディスプレイ。左が 250MeV/c電子イベント、250MeV/cミューオンイベント

5.2.1 mPMT

WCTEでは新たに開発されたマルチ PMT（mPMT）が使用される。mPMTは、図 5.6のように 19

個の 8 cmの PMTを組み合わせた直径 50 cmの光センサであり、複数個の PMTが組み合わさるこ

と SKなどで使用される 50cmPMTと比較して、2位置分解能や時間分解能を向上させている。時間
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分解能はおよそ 700ps RMSであり、これは検出器内での移動距離 15cmに相当する。

図 5.6: mPMTの外観。直径 8 cmの PMTが 19個並んでいる。

5.2.2 CERN T9ビームライン

WCTE に照射されるビームは、CERN の陽子加速器 Proton Synchrotron（PS）から供給される。

PS は、運動量 24GeV/c の陽子ビームを加速し、CERN East Area において二次ビームを生成する。

WCTEでは、PSから供給される 24GeV/c陽子を T9ターゲットに入射し、生成された二次粒子を利

用する。24GeV/c陽子がターゲットに衝突すると、パイオン、陽子、電子、光子などの二次粒子が生

成される。これらの粒子は磁石によって水平方向− 60mrad、鉛直方向− 30mradに偏向され、スリッ

トコリメータに導かれる。スリットコリメータでは運動量選別が行われ、選別された粒子が実験エリ

アに輸送される。実験エリアにおけるビームラインを図 5.7に示す。T9ビームに含まれる粒子種の

割合は、使用するターゲットの種類によって大きく変化する。T9ビームラインは、遠隔操作によっ

てターゲットを切り替えることが可能なマルチターゲット機構を備えており、これは CESARと呼ば

れる。WCTEでは、主に 2種類のターゲットが用いられる。Be+Wターゲットでは、陽子がベリリ

ウム（Be）と一次反応を起こし、続いてタングステン（W）において電磁シャワーが生成される。こ

の過程において、γ → e+e− 過程が強く寄与するため、電子および陽電子を多く含むビームが得られ

る。そのため、電子ビームを得たい場合には Be+Wターゲットが用いられる。一方、Alターゲット
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では、タングステンによる電磁シャワーが存在しないため、電子成分が相対的に減少し、パイオンお

よび陽子を多く含むビームが得られる。したがって、ハドロンビームを得たい場合には Alターゲッ

トが選択される。ただし、ハドロンビームを選択した場合であっても、電子成分が完全に除去される

わけではない。そのため、粒子種を正確に識別するためには、ビームモニタによる粒子識別が重要と

なる。WCTEでは、検出器に入射する前段に複数のビームモニタが設置されている。

T9ビームは、47秒周期で供給される時間構造を持つ二次ビームである。1周期の中で、2.4秒の

ゲートが開き、そのうち約 0.8〜0.9秒の間にビームが供給される。このような時間的に区切られた

ビーム構造をスピル（spill）と呼ぶ。図 5.9に、スピル構造を示す。T9ビームラインには最大で 1周

期あたり 3スピルが供給される。なお、T9ビームラインは、T8、T10、T11など他の実験と共有さ

れている。さらに、T9ビームは 331ns間隔のバンチ（bunch）構造を持つ。図 5.8に、ビーム構造の

模式図を示す。ビームデータの解析から、バンチ幅は約 30nsであることが確認されている。

図 5.7: T9ビームの写真

5.2.3 ビームモニター

WCTEでは、検出器に入射する粒子の種類を識別するために、ビームライン上に複数のビームモニ

ターが設置されている。ビームモニターの配置を図 5.10、図 5.11に示す。図 5.10は、荷電粒子ビー

ムに対する基本的なビームモニターのセットアップを示す。一方、Tagged Photonビームを用いる場

合には、図 5.11に示すようにビームモニターの構成が変更される。Tagged Photonビームでは、磁場

によって電子を偏向し、直進する光子のみを水チェレンコフ検出器に入射させる。この方法により、

エネルギーが 0.2〜0.8GeVのタグ付き光子ビームを生成することが可能となる。WCTEのビームモ
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図 5.8: ビーム構造 [65]

図 5.9: スピル構造

ニターは、トリガーシンチレータ、エアロゲル閾値型チェレンコフ検出器、ハローカウンター、飛行

時間測定器、から構成される。Tagged Photonビームを用いる場合には、さらに鉛ガラスカロリメー

タおよびホドスコープが追加される。

以下に、各ビームモニターの役割を示す。

トリガーシンチレータ（T0、T1、T4）
トリガーシンチレータは、荷電粒子の入射を検出するために設置されたシンチレーション検出器で

ある。ビーム粒子の通過をトリガー信号として取得し、後段の検出器のデータ取得の基準信号として

用いられる。
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図 5.10: ビームモニターのセットアップ（荷電粒子の時）[66]

図 5.11: ビームモニターのセットアップ（Tagged Photon時）[66]

エアロゲル閾値型チェレンコフ検出器（ACT0〜5）
屈折率 nを持つ媒質におけるチェレンコフ放射の閾値条件 β > 1/nを利用し、粒子がチェレンコ

フ光を出すかどうかで粒子識別を行う検出器である。屈折率の異なるエアロゲルを選ぶことで、特定

の運動量領域において、ある粒子のみが閾値を超えるように設計する。ACT0-ACT2は主に電子のタ

グ付けに用いられ、屈折率を低く揃えることで電子のみが閾値を超える条件を作る。これらは電子成

分を除去するための electron vetoとして利用される。ACT3–ACT5はパイオン、ミューオンの分離を

目的とし、運動量領域に応じて適切な屈折率を選択することで、粒子種ごとの閾値差を利用した識別

をおこなっている。

ハローカウンター（HC0、HC1）
央部に穴の開いたシンチレーション検出器である。ビーム中心から大きく外れた粒子を検出し、

ビーム品質の評価、背景事象の除去を目的として設置されている。

飛行時間測定器（TOF）
飛行時間測定器は、二点間の粒子の飛行時間差を測定することで、粒子の速度を求める検出器であ

る。粒子の速度情報は、粒子の種類、運動量の識別に利用される。
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図 5.12: ACTの外観。データ取得中はこれがビームライン上に並ぶ

図 5.13: チェレンコフ閾値

鉛ガラスカロリメータ（PbG）
鉛ガラスカロリメータは、鉛ガラスを用いたカロリメータである。鉛ガラス中で発生する電磁シャ

ワーや、ハドロンによるチェレンコフ光を検出することで、粒子のエネルギーを測定する。
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ホドスコープ

ホドスコープは、位置感度を持つ検出器であり、磁場で曲げられた電子、陽電子の検出に用いられ

る。図 5.11のセットアップの際に使われる。

以上のビームモニターを組み合わせることで、電子、ミューオン、パイオン、などの粒子種を識別

しながら、水チェレンコフ検出器へのビーム入射を制御することが可能となる。

5.2.4 粒子識別（PID）の方法

複数のビームモニター検出器の情報を用いて粒子識別を行う。特に、トリガーシンチレータによる

飛行時間差と、ACTの情報を組み合わせる手法が有効である。トリガーシンチレータ T0および T1

により測定される時間差 T1 − T0は、粒子の飛行時間に対応を与える。粒子の質量が異なる場合、同

じ運動量でも飛行時間が異なるため、T1 − T0分布を用いることで粒子の分離が可能となる。ACT

は、媒質の屈折率に基づくチェレンコフ放射の閾値条件を利用し、粒子がチェレンコフ光を放出する

かどうかによって粒子識別を行う。屈折率を適切に選ぶことで，特定の粒子のみがチェレンコフ光を

放出するように設計できる。また、ACTを用いてビーム中の電子を vetoすることが可能である。以

下に，図 5.14に T1 − T0の分布を示し、図 5.15に T1 − T0と ACTの分布を示す。これらの分布

から分かるように、e-vetoを適用することで電子成分が除去される。

図 5.14: e-veto前後の T1-T0分布

図 5.15: e-veto前後の T1-T0、ACT分布
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5.2.5 検出器の較正

第 2章および第 3章で述べたように、検出器較正は極めて重要である。WCTEでは、SKと同様の

キャリブレーション線源を用いて、検出器の較正が行われている。

検出器に取り付けられた LEDを用いて、個々の PMTのタイミング応答、電荷分布、および PMT

とブラックシートからの反射成分を評価する。レーザー拡散機（Laser diffuser）を用いた較正では、

上記の評価に加えて、タイミングおよび電荷分布（TQ）の測定が行われる。TQの定義については、

○節で詳しく述べている。量子効率および角度応答の評価には、Ni-Cf線源が用いられる。中性子タ

グ付け効率の較正には、AmBe線源が用いられる。さらに、写真測量を用いて、検出器の幾何形状の

測定が行われている。エネルギースケールの評価には、テストビームおよび宇宙線ミューオンが用い

られる。

WCTEでは、キャリブレーション線源を検出器内部に導入するための装置として、Central Deploy-

ment System（CDS）が開発されている。CDSの構造を図 5.16に示す。CDSは、線源をワイヤーで

吊り下げ、検出器内部に導入する機構を持つ。これにより、Ni-Cf線源、AmBe線源、レーザー拡散

機などを検出器内部に配置することが可能となる。また、検出器内部には回転可能なアームが設置さ

れており、これによりタンク内の複数の位置に線源を固定することができる。

図 5.16: CDSの外観。検出器の屋上に設置されている。
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5.2.6 データ取得システム（DAQ）

本節では、WCTEにおいて検出器信号がどのように取得され、イベントとして構築されるかを概

説する。WCTE では、検出器信号の取得、保存、イベント構築を行うために、専用のデータ取得シ

ステム（Data Acquisition，DAQ）が用いられている。検出器には複数の読み出しモードおよびトリ

ガーモードが存在し、測定目的に応じて適切な設定が選択される。DAQシステムの概要を図 5.17に

示す。WCTE の DAQ には、ToolDAQ と呼ばれるソフトウェアフレームワークが用いられている。

ToolDAQは、検出器から送られてくるデータの収集、トリガー処理、イベント構築、データ保存を

統合的に制御するためのシステムである。mPMTから送信された信号は、読み出しバッファユニッ

ト（Readout Buffer Unit; RBU）に集約され、ToolDAQによって処理される。

WCTEにおける mPMTトリガーには、主に以下の 3種類が存在する。

Self-triggering（自己トリガー）
PMT に信号が入力された際に、閾値を超えた場合のみヒット情報や波形データが DAQ に送

信される。閾値以下の信号は送信されない。WCTEのほとんどの Runはこのトリガーで動い

ている。

Hardware triggering（ハードウェアトリガー）
外部トリガー信号を受信した際に、その周囲の時間領域の波形データが DAQ に送信される。

主にトリガーレートが高い Runにおいて用いられる。

Software triggering（ソフトウェアトリガー）
あらかじめ設定された時刻に波形データを取得するようにすることも可能である。これは主に

LED較正データの取得に用いられる。以上の方法で取得された mPMT信号は、RBUに送信

される。

WCTEにおけるトリガー信号は、ビーム粒子がビームモニターを通過した時刻など、関心のある

時間領域を指定する役割を持つ。トリガー信号は、トリガーメインボードを介して DAQに送信され

る。DAQは、トリガー信号の周囲に時間ウィンドウ（readout window）を設定し、そのウィンドウ内

に含まれるヒットおよび波形データを記録する。このようにして取得されたデータが、一つのイベン

トとして構築される。なお、readout windowが重ならないように、トリガーにはデッドタイムが設定

されている。

WCTEでは、DAQがイベント構築に用いるトリガーとして、主に以下が用いられる。

LEP5.1
LEP5.1は、ビーム粒子の到来を要求するビームトリガーである。WCTEの多くのビーム Run

において採用されている。また、電子ビーム成分を除去するための veto条件を含む。

LEP9Li 2.0
LEP9Li 2.0は、LEP5.1の条件に加えて、スピル終了後も一定時間データを取得するトリガー

である。このトリガーの目的は、9Liの崩壊信号を探索することである。本研究では、主にこ
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のトリガーによって取得されたデータを解析対象とする。LEP9Li 2.0の詳細については、5.4.1

節で述べる。

LEE5.1
LEE5.1は、電子ビーム事象を選択するトリガーである。主に電子散乱の測定に用いられる。

LEMB5.1
LEMB5.1は、低エネルギー事象を広く取得するための最小バイアストリガーである。

図 5.17: WCTEの読み出しの概要

5.2.7 水システム

WCTEで使用される水は、CERN地下から供給される。供給された水は、水純化システムを通じ

て浄化された後、検出器に送られる。検出器から排出された水は、再び水システムに戻され、データ

取得中は連続的に循環される。この循環により、検出器内部には常に高純度の水が供給され続ける。

WCTEの水システムは、Gdを溶解した水を用いる点も含め、EGADSにおける水システムと類似し

た構築になっている [67]。

水純化システムのフロー模式図を図 5.18に示し、実際の装置写真を図 5.20に示す。水は図中に示

すように時計回りに循環し、検出器下部から供給され、上部から排出される。配管には複数のバルブ

が設置されており、これらを開閉することで水の流路を調整することが可能である。また、フロー上

には複数のセンサーおよびフィルターが設置されており、水中の不純物が段階的に除去される。

以下に、主要な水処理要素の役割を示す。

TOC除去装置
TOC（Total Organic Carbon）除去装置は、水中の有機物を除去するための装置である。有機物は

光吸収や細菌増殖の原因となるため、水純度を維持する上で重要な要素である。

イオン交換樹脂

イオン交換樹脂は、水中のイオン性不純物を除去するために用いられる。純水運転の場合には、水

純度の維持を目的として使用される。一方、Gdを溶解した水を用いる場合には、Gd濃度を低下させ
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ることなく、不純物のみを除去する必要がある。そのため、Gdを保持しながら不純物を選択的に除

去するためのイオン交換樹脂が導入されている。

マイクロフィルター

マイクロフィルターは、微粒子を除去するためのフィルターである。WCTEでは、5μ mおよび

0.2μ mのフィルターが用いられている。

紫外線殺菌装置

紫外線ランプは、水中に侵入した細菌を殺菌するために使用される。殺菌された細菌は、後段の

フィルターによって除去される。

ウルトラフィルター

ウルトラフィルターは、微細な粒子やコロイド成分を除去するための装置である。

熱交換器（チラー）

熱交換器は、水温を制御するための装置である。ポンプやフィルターの動作により水温が上昇する

ため、水温上昇を抑制する目的で導入されている。水温を低く保つことで、細菌の増殖を抑制する効

果も期待される。また、硫酸ガドリニウムの溶解過程は発熱反応を伴うため、低温環境を維持するこ

とで沈殿の発生を防ぐ役割も果たす。

Gd loading
WCTEでは、中性子検出効率を向上させる目的で、検出器水中にガドリニウム（Gd）を溶解した。

この手法は、SK-Gd と同様の考え方に基づく。2025 年 5 月末頃に、検出器への Gd 導入が実施さ

れた。Gdは、Gd2(SO4)3 · 8H2Oの形態の粉末（図 5.22）として用いられた。Gd粉末は、まず Gd

mixing tank 内で水とともに撹拌され、溶解された後に検出器へ段階的に導入された。導入時には、

図 5.21 に示すように一部のバルブを閉じることで循環系を制御し、Gd 溶液が検出器内に供給され

た。最終的に、20kgの Gd粉末が投入され、検出器水中の Gd濃度は 0.030%に達した。
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図 5.18: 水純化システムフローダイアグラム

図 5.19: 水供給中のタンク内の写真これはタンク上から下向きに撮影したもので、側面 mPMTの最

下段まで水が埋まっている。
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図 5.20: 水システムの全体像

図 5.21: 水純化システムフローダイアグラム Gd供給時緑が開けるバルブ、赤が締めるバルブ、青の

矢印が Gd水のルート
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図 5.22: Gdパウダー

図 5.23: Gd mixing tankでの Gd攪拌の様子
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5.2.8 取得されたデータ

実験ではビーム種類、運動量、トリガー条件の異なる複数のデータを取得した。ビームタイムは

2025年 6月まで実施され、その期間にわたりデータが収集された。

取得されたデータを表 5.1にまとめる。現在は、取得されたデータに対する解析フェーズに移行し

進められている。

表 5.1: WCTEにおいて取得されたデータの概要

Data Type Water Type Beam Configuration Beam Momentum (MeV/c)

Pion scattering, PID, energy scale, 9Li Pure Charged particle (±) 200–500

Lepton scattering Pure Charged particle (±) 780–900

Gamma particle identification Pure Tagged photon 500, 650, 800, 1000

Proton reconstruction Pure Charged particle (+) 1100–1500

Trigger minimum bias data Pure Charged particle (+) 80–500

Kaon reconstruction Pure Charged particle (±) 1100–1150
9Li and 2p–2h in π quasi-elastic scattering Gd Charged particle (±) 260–360

Secondary neutron production Gd Charged particle (±) 400–1200

Lepton scattering Gd Charged particle (±) 800, 1000

Photonuclear scattering Gd Tagged photon 500, 650, 800, 1000

5.3 9Liと研究の目的

これまでに、WCTEの概要および装置構成について説明してきた。本研究の目的は、このWCTE

環境を活用し、DSNB解析における背景の理解である。

本節では、研究動機として、まず SKにおける DSNB解析と 9Li背景の問題について概観し、次に

WCTEがこれにどのような実験的インプットを与え得るかを述べる。

5.3.1 DSNB解析における 9Li背景

DSNBの探索では、数十MeV以下の低エネルギー事象が信号領域となる。このエネルギー領域で

は、宇宙線ミューオンに起因するスパレーション生成物が主要な背景源となり、その抑制が解析にお

いて重要な課題である。スパレーションとは、宇宙線ミューオンが検出器中を通過する際に、原子核

が壊され、元の核とは異なる軽い放射性同位体が生成される現象である。これは高エネルギー粒子に

よる核破砕反応であり、水チェレンコフ検出器では避けることのできない背景源となる。ミューオン

自体は原子核と強い相互作用を直接起こす粒子ではない。しかし、ミューオンが物質中を通過する際

には、電磁相互作用を通じて核を励起させ、パイオンや中性子などの二次粒子が生成される。これら

の二次粒子は原子核と強く相互作用し、核内に大きなエネルギーを与える。ミューオンに伴って生成
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されるパイオンや核子が連鎖的に原子核と反応する過程は、ハドロンシャワーと呼ばれる。このハド

ロンシャワーによって原子核は励起され、複数の核子が放出されることで、さまざまなスパレーショ

ン同位体が生成される。

特に、β 崩壊と同時に中性子を放出するスパレーション同位体は、逆ベータ崩壊信号と酷似してお

り、DSNB解析における背景となる。SKの DSNB解析では、これらの同位体の中でも、寿命、分岐

比、エネルギースペクトルの観点から、9Liが支配的な背景である。9Liは平均寿命 τ ' 0.26 sを持

ち、約 50%の確率で中性子を伴う β 崩壊を起こす。このため、ミューオン通過後数百 msの時間領

域において、IBD信号と区別が困難な事象を生成する。SKの DSNB解析では、この 9Li背景の期待

事象数 N9Li を、以下の式で評価している。

N9Li = R9Li × Tlive ×M × Br(β + n)× fwin × εreduc (5.1)

ここで、R9Li は単位質量および単位時間あたりの
9Li生成率、Tlive は有効測定時間、M は有効検

出質量、Br(β + n)は β + n崩壊の分岐比、fwin は解析エネルギー窓に入る割合を表す。εreduc は、各

種スパレーション除去カットを適用した後に 9Li 事象が残存する割合、すなわち背景削減効率であ

る。生成率 R9Li については、過去に行われた SKにおけるスパレーション同位体測定の結果が用い

られている。測定では、ミューオン通過後の時間差分布、エネルギースペクトルを用いて 9Li成分が

抽出されており、その不確かさは統計誤差と系統誤差を合わせて約 22%と評価されている。

一方で、式 (5.1)において最も支配的な不確かさを持つのが、削減効率 εreduc である。SKの DSNB

解析では、スパレーション背景を抑制するために、ミューオン通過後の時間差、ミューオントラック

からの距離、トラック上の位置、ミューオンの総光量 Qµ、および残差光量 Qres などを用いたスパ

レーション尤度カットが適用されている。これらの変数は、ミューオンに伴うハドロンシャワーの強

さや局所性を間接的に反映する指標として導入されている。しかしながら、9Liについては統計量が

限られているため、尤度分布をデータから直接構築することが困難である。その結果、SKの DSNB

解析では、「同位体固有の情報はミューオンからの時間差∆tのみである」という近似が採用されてい

る。具体的には、9Liの尤度評価において、∆t分布のみを 9Liの寿命に基づく指数関数分布として与

え、空間相関やシャワー構造に関する情報は、他のスパレーション同位体と同一であると仮定してい

る。この近似は、9Li生成の物理過程を十分に反映していない可能性を含んでいる。SKにおいては、

ミューオン起源スパレーションに関する信頼できるモンテカルロシミュレーションが無いため、同位

体ごとの生成機構や空間相関を第一原理的に評価することが困難である。このため、9Li固有の情報

として確実に用いることができる量は、ミューオン通過からの時間差に限られている。また、9Liは

中性子過剰な核種であり、その生成には中性子数を増加させる反応過程が関与していると考えられ

ている。理論的には、ミューオンに伴って生成される π− が原子核と反応し、中性子数を増やす過程

が候補とし考えられる。しかしながら、実際に π− がどの核反応を通じて 9Li生成に寄与しているの

か、あるいは π− 以外のハドロン反応が支配的であるのかについては、現時点では実験的に十分に解

明されていない。

このように、9Li背景の不確かさの原因は、生成の物理過程が十分に理解されていないこと、再現
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図 5.24: DSNB事象と 9Liバックグラウンドの模式図。(a) IBD事象、(b) 9Li崩壊事象。

するシミュレーションモデルが存在しない点にある。このため、削減効率は物理モデルに基づいて検

証されておらず、実験的な検証が必要である。表 5.2に、DSNB領域で重要となる主要スパレーショ

ン核種をまとめる。特に、中性子を伴随する核種に関しては、DSNB解析において優先的に注意すべ

きである。

5.3.2 スパレーションにおける 9Li 生成機構について

水チェレンコフ検出器中の主な標的核は 16Oである。スパレーションによって生成される同位体

は、この 16Oが核反応を起こすことで作られる。しかし、9Liは中性子過剰な核種であり、単純に核

子を叩き出すだけの反応では生成されにくい。この点が、12Bなどの他のスパレーション同位体と異

なる点である。

例えば、12Bは
16O + n → 12B + α+ p (5.2)

のように、α 粒子を放出する反応によって比較的自然に生成され得る。このため、12B はスパレー
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ション同位体の中でも生成量が多い。一方で、9Liを生成するためには、質量数を減らすだけでなく、

中性子数を相対的に増やすなんらかの過程が必要となる。このことは、9Liの生成が、複雑な核内反

応を伴っている可能性を示唆している。特に、ハドロンシャワーで生成するパイオンのうち、π− は

荷電交換反応 ( 4.1.2節参照)などから中性子数を増加させる反応を起こしやすいため、9Li生成に関

与している可能性が高いと考えられている。しかしながら、π− が本当に 9Li生成に関わっているの

か、どのような形で寄与しているのかについては、現時点では明確な結論はない。例えば、生成され

た π− が停止し、そのまま核に捕獲される過程からくるのか、あるいは ∆共鳴を介した反応過程が

重要なのかについても定かではなく、興味深い点である。

表 5.2: SK における宇宙線ミューオン破砕反応によって生成される可能性のある放射性同位体の一

覧。第 4列は終点運動エネルギーを第 5列は各放射性同位体の主な生成過程を示す [68]。

Radioactive isotope τ (s) Decay mode Ekin (MeV) Primary process
11Be 19.9 β− 11.51 16O(n, α+ 2p)11Be

β−γ 9.41 + 2.1(γ)

16N 10.3 β− 10.44 16O(n, p)16N

β−γ 4.27 + 6.13(γ)

15C 3.53 β− 9.77 16O(n, 2p)15C

β−γ 4.51 + 5.30(γ)

8Li 1.21 β− ∼ 13.0 16O(π−, α+ 2H+p+ n)8Li
8B 1.11 β+ ∼ 13.9 16O(π+, α+ 2p+ 2n)8B
16C 1.08 β− + n ∼ 4 18O(π−, n+ p)16C
9Li 0.26 β− 13.6 16O(π−, α+ 2p+ n)9Li

β− + n ∼ 10

9C 0.18 β+ + p 3–15 16O(n, α+ 4n)9C
8He 0.17 β−γ 9.67 + 0.98(γ) 16O(π−, 3H+4p+ n)8He

β− + n

12Be 0.034 β− 11.71 18O(π−, α+ p+ n)12Be
12B 0.029 β− 13.37 16O(n, α+ p)12B
13B 0.025 β− 13.44 16O(π−, 2p+ n)13B
14B 0.02 β−γ 14.55 + 6.09(γ) 16O(n, 3p)14B
12N 0.016 β+ 16.38 16O(π+, 2p+ 2n)12N
13O 0.013 β+ + p 8–14 16O(µ−, µ− + p+ 2n+ π−)13O
11Li 0.012 β− 20.62 16O(π+, 5p+ π0 + π+)11Li

β− + n ∼ 16
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図 5.25: 3.5MeVを超えるエネルギーにおける半減期と予測収量 [69]

5.3.3 本研究の目的

このような背景から、本研究の目的は、数百MeV/cの運動量を持つパイオンビームをWCTE検出

器に直接入射させることで、スパレーション過程における 9Liの生成を測定し、その生成率および生

成機構に対する理解を深めることである。特に、9Liの生成率をパイオン運動量ごとに測定し、生成

の運動量依存性を定量的に明らかにすることは重要である。WCTEでは、入射粒子の種類および運動

量が制御された条件下で、パイオン起源の核反応を探索することが可能である。この特性を活かし、

パイオン入射に伴って生成される事象の時間的および空間的特徴を解析することで、9Li生成の反応

過程をより理解できると考える。さらに、本研究で得られる 9Li 生成の運動量依存性および事象特

性を、既存のスパレーションモデルやハドロン反応モデルと比較することで、9Liを記述する上でふ

さわしいモデルの選択や検証を行うことも可能である。最終的には、本研究で得られた知見を SKの

DSNB解析へ提供し、9Li背景評価の信頼性向上に貢献することを目的とする。
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5.3.4 9Liの基本性質
9Liの基本的性質について整理する。9Liは、ミューオンによる核破砕過程によって水中で生成さ

れる不安定核種である。半減期は約 178msであり、ミューオン事象の後に遅れて崩壊する特徴を持

つ。崩壊は主にβ崩壊によって進行し、以下のような崩壊モードを持つ。

まず 9Liはβ崩壊によって 9Beへ遷移する。この崩壊の Q値は約 13.6MeVである。また、9Liは

β崩壊と同時に中性子を放出し、8Be へ遷移する崩壊モードを持つ。この崩壊モードの分岐比は約

50%であり、Q値は約 11.9MeVである。

図 5.26: 9Liの崩壊図 [70]

5.4 解析手法

5.4.1 9Liトリガー（LEP9Li 2.0)
9Liトリガー（LEP9Li 2.0）は、9Li崩壊信号を効率的に取得することを目的として設計されたト

リガーである。9Liは、ビームによるパイオン反応などの核破砕過程によって生成され、その後β崩

壊によって崩壊する。したがって、9Liの崩壊事象は主にビームスピル終了後に出現する。ビーム事

象と重ならずに 9Li 信号を観測するためには、ビームスピル終了後の時間領域における事象を取得

することが有効である。この考えに基づき、LEP9Li 2.0では、通常のビームトリガーである LEP5.1

に加えて、ビームスピル終了後に一定時間データを取得する外部トリガーが導入された。図 5.27に、
9Liトリガーの模式図を示す。LEP9Li 2.0では、End of Spill信号を受信した後、約 0.5秒間にわたっ
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て連続的に readout windowを開く。LEP9Li 2.0の論理条件は、概念的には次のように表される。

LEP9Li2.0 = L1NOEVD ∨ L1EVD ∨ XTRIG (5.3)

ここで、トリガー信号 L1NOEVDと L1EVDは、ビームモニターを用いて作られる条件で、

L1NOEVD = T0 ∧ T1 ∧ HC ∧ ACT0 (5.4)

L1EVD = T0 ∧ T1 ∧ HC ∧ ACT0 (5.5)

と、ビームが来ていることを要求するものである。XTRIGが外部トリガーであり、スピル終了信

号を受信した後、外部トリガー信号が約 5000 回のバーストとして生成される。このとき、1 つの

readout windowの幅は約 111μ sであり、隣接する windowの間には約 8μ sの非読み出し領域が

存在する。図 5.28に、LEP9Li 2.0におけるトリガー時間分布を示す。図中に示すように、スピル終

了後の 0.5秒にわたって高いトリガーレートが観測される。この時間領域が、9Li崩壊事象を取得す

るための領域である。本研究では、LEP9Li2.0によって取得されたデータのうち、スピル終了後に取

得された事象のみを解析対象とする。なお、LEP9Li 2.0によるデータ取得は、スピル終了後の時間

領域を一様に記録するものであり、9Li事象に対する選択は行われていない。そのため、取得された

データには、雑音や他の物理過程による事象も含まれる。したがって、WCTEデータから 9Li信号を

適切に抽出することが、本解析における重要な課題となる。

図 5.27: 9Liトリガーの模式図 Beam spill中は通常のビームトリガー (LEP5.1)がたち、spill後は外

部トリガーが走る

5.4.2 解析の流れ

本研究で行った、9Li 候補事象を選択し、その時間構造を評価するための解析手法を以下に示す。

探索する信号は、9Liのβ崩壊によって生成される電子の信号である。したがって、解析では、スピ

ル終了後に出現する低エネルギー電子事象を抽出することを目的とする。

本研究における解析手順を以下に示す。

1. 時間クラスタリング

スピル終了後 0.5秒間のデータから、物理事象に対応するヒットの集まりをクラスターとして
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図 5.28: 9Liトリガー時間分布青色は全トリガー事象を示し、その大部分が 9Liトリガーである。ス

ピル終了後約 0.5秒間にわたり連続的に取得されている。

抽出する。

2. Nhit（エネルギー）カット
9Liのβ崩壊が低エネルギー領域に分布することを利用し、対応するエネルギー範囲のクラス

ターを選択する。

3. 頂点再構成と vertexカット
9Liがビーム由来の核破砕過程によって生成されることを利用し、ビーム軸近傍に位置するク

ラスターを選択する。

4. 時間分布の解析

選択されたクラスターの時間分布を作成し、指数関数によるフィットを行うことで 9Li信号を

評価する。

5.4.3 時間クラスタリング

本研究では、9Li候補事象を抽出するために、ヒットの時間情報を用いたクラスタリングを行った。

本節では、時間情報の再定義およびクラスタリング手法について述べる。

グローバル時間の定義

LEP9Li 2.0トリガーでは、スピル終了後 0.5秒間にわたって連続的に readout windowが開かれる。

外部トリガーは、この時間領域を一様に取得するだけであり、単一の readout window内に物理事象
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が必ず含まれるとは限らない。さらに、本研究で評価したい時間分布は、readout windowの時間幅を

超えるスケールを持つ。したがって、単一の readout windowを基準とした解析ではなく、run開始時

刻を基準としたグローバル時間でヒット時刻を再定義する必要がある。取得データには、各ヒットに

ついて、readout windowの開始時刻と、window内でのヒット時刻が記録されている。図 5.28に示

すように、それぞれは run開始時刻および window開始時刻を基準とした時間である。これらを用い

て、ヒットのグローバル時間を以下のように定義した。

thit = twindow + thit (5.6)

ここで、twindow は readout windowの開始時刻、thit は PMTの較正後ヒット時刻である。さらに、

各スピルにおいて最初の 9Liトリガー windowの開始時刻を t
(1)
window とすると、スピル終了時刻を基

準とした時間は次のように定義される。

t = thit − t
(1)
window (5.7)

この操作をすべてのスピルに対して行い、スピル終了後の時間軸でヒット時刻を再構成した。

クラスタリング手法

再定義した時間情報を用いて、ヒットの時間分布に基づくクラスタリングを行った。図 5.29 に、

ヒットの時間分布の模式図を示す。ヒットが時間的に集中している領域を、一つの物理事象に対応す

るクラスターとして定義する。クラスタリングには、25ns幅のスライディングウィンドウを用いた。

この時間幅は、点状の発光源を仮定し、検出器のサイズおよび光伝播時間を考慮した場合に、同一事

象に由来するヒットの時間差が最大でも数十 ns程度であることに基づいて設定した。

具体的な手順は以下の通りである。

• 時間軸上に 25ns幅のスライディングウィンドウを設定する

• 各ウィンドウ内に含まれるヒット数を計数する

• ヒット数が最大となる時間領域をクラスターの中心として定義する

• クラスターに含まれるヒットの時刻および PMT IDを記録する

この方法により、時間的に孤立したヒットを除去し、物理事象に対応するようなヒット集合を抽出

する。

5.4.4 Nhit（エネルギー）カット

時間クラスタリングによって抽出されたクラスターに対して、ヒット数 Nhitに基づく選別を行っ

た。Nhitは事象のエネルギーに対応する量であり、低エネルギー事象の選択に用いることができる。
9Liのβ崩壊は、Q値が約 10〜15MeVの低エネルギー領域に分布する。したがって、9Li信号に対応

するクラスターは、ヒット数が比較的少ない領域に現れると期待される。この特徴を利用し、以下の

条件で Nhitカットを適用する。
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図 5.29: クラスタリング手法

15 ≤ Nhit ≤ 40 (5.8)

このカットにより、高エネルギー事象および雑音成分を除去し、9Li信号に対応するエネルギー領

域のクラスターを選択した。

図○に、Nhitカット後のクラスターの時間分布を示す。カット後も、スピル終了後の初期領域にお

いてクラスター数の増加が見られ、時間の経過とともに一定成分が現れる。

Nhitカット後に残存する事象は、9Li信号に加えて、同じエネルギー帯に分布する他の核種由来の

事象や、偶発的背景事象の寄与を含むと考えられる。

5.5 Vertex fitter の開発
前述の通り、9Li はビームパイオンの核反応によって生成される。したがって、その生成位置は

ビーム軸近傍に集中すると期待される。また、生成された 9Liは大きく移動することなくβ崩壊する

ため、崩壊事象の発生位置もビーム軸上に分布すると考えられる。

一方で、宇宙線ミューオンや中性子などに由来する他の核種は、検出器内にほぼ一様に分布する。

したがって、事象の発生位置（vertex）を用いることで、9Li由来事象と背景事象を分離できる可能性

がある。

この目的のため、ヒット情報から事象の発生位置を再構成する vertex fitterを新たに開発した。

本研究で開発した vertex fitterは、以下の特徴を持つ。

• グリッドサーチに基づく vertex探索

• 二段階探索による計算

• ヒット時間残差に基づく RMSカット

以下にその実装原理を説明する。

ある仮定された vertex ~xに対して、各 PMTにおける光の飛行時間補正を行う。i番目のヒットに

対する飛行時間補正後の時間は、

tcorr
i = ti −

Li(~x)

v
(5.9)
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と定義する。ここで、ti は PMTに記録されたヒット時間、Li(~x)は仮定した vertexから PMTま

での距離、v は水中の光速である。補正後のヒット時間から事象時刻 t0 を推定し、

t0 =
1

N

N∑
i=1

tcorr
i (5.10)

と定義する。さらに、各ヒットの時間残差を

∆ti = tcorr
i − t0 (5.11)

とし、その RMSを

TRMS =

√√√√ 1

N

N∑
i=1

(∆ti)2 (5.12)

と定義する。正しい vertexが選ばれた場合、ヒット時間残差は最小化されるため、TRMS が最小と

なる。

vertexの探索には、検出器内に仮想的な格子点を配置するグリッドサーチ手法を用いた。各格子点

を vertexの候補とし、すべての候補点について TRMS を計算する。その中で、TRMS が最小となる点

を最適 vertexとして選択する。

計算負荷を抑えつつ精度を向上させるため、探索は二段階で行った。第一段階では、粗い格子間隔

で全領域を探索し、大まかな vertex位置を決定する。その後、決定された暫定 vertexでの ∆ti を評

価する。

図 5.30 に ∆ti 分布の例を示す。中央から大きく外れたヒットが確認できる。実際のデータには、

水槽壁面からの反射光や散乱光が含まれる。これらのヒットは、時間残差の大きな成分として現れ、

TRMS を悪化させる。そこで、時間残差に対して以下のカットを施して大きく離れたヒットを取り除

いている。

|∆ti| < 3 ns (5.13)

残ったヒット情報を用いて第二段階のサーチを行う。第二段階では第一段階で得られた vertex周辺

に限定して、より細かい格子間隔で再探索を行う。

5.6 解析結果

本節では、本研究で開発した解析手法を適用した 9Li 探索結果を示す。今回の解析で使用した

データを表 5.3 にまとめる。解析には、WCTE において取得されたビームデータのうち、運動量

-340 MeV/cの Runを使用した。
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図 5.30: あるクラスタの ∆t分布。中心から数 ns離れたヒットが確認できる。

表 5.3: 解析に使用したデータの取得条件

項目 内容

取得日時 2024/04/29

取得時間 359 min

(Run1846 : 01:39–04:40, Run1848 : 04:56–07:54)

Run番号 1846, 1848

Beam negative hadron

運動量 340 MeV/c

トリガー LEP9Li 2.0

ACT0–5 1.01, 1.01, 1.01, 1.11, 1.11, ×
水状態 純水 (circulation ON)

ターゲット Be200 + W3

5.6.1 クラスタリング結果

まず、クラスタリングする。図 5.31に、抽出されたクラスターの時間分布を示す。ビームスピルエ

ンド直後ではクラスター数が多く、時間の経過とともに減少し、一定の成分が現れてくる。さらに、

このクラスタリング結果に対し、式 5.8で定義した条件に基づくヒット数カットを適用しクラスター

を選別した。
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図 5.31: クラスターの時間分布。Nhit cutを施している。

5.6.2 再構成結果・vertex cut

選別された各クラスターに対して本研究で開発した vertex fitterを適用し、事象の発生位置の再構

成を行った。

図 5.32に、再構成により得られた各クラスターの TRMS 分布を示す。平均が 1 ns以下に分布して

おり、ヒット時間の整合性が良好であることが確認できる。なお、水中における光の伝播速度を考え

ると、おおよそ 1 nsは約 20 cmの距離に対応する。

続いて、再構成された vertex位置の空間分布を確認し、ビーム由来事象を選択するための cut条件

を検討した。ここでは、ビーム起因の反応が多く含まれると考えられるスピル終了後 0 – 50 msの時

間領域に限定して分布を評価した。

図 5.33、図 5.34、および図 5.35に、再構成された vertexの空間分布を示す。座標系は、z軸をビー

ム進行方向、y 軸を鉛直上向き方向、x軸をそれらに直交する方向として定義している。

xy 平面の分布（図 5.34）では、ビーム軸周辺にクラスターが集中しており、ビームに沿った反応

事象が再構成されていることが分かる。

また、zx平面の分布（図 5.33）は、検出器を上方から見たような分布であり、検出器の形状に対応

する構造が明瞭に確認された。本研究で用いた vertex fitterは、検出器ジオメトリの情報を与えるこ

となく再構成を行っているため、この結果は fitterの妥当性を示すものである。さらに、340 MeV/c

のパイオンは水中でおよそ 1 m程度で停止すると期待されるため、パイオン反応に由来する事象は

ビーム入射点近傍の比較的 z が小さい領域に集中すると予想される。実際に観測された vertex分布

はこの期待と整合しており、パイオン反応由来の事象が捉えられていることが分かる。

zy 平面の分布（図 5.35）においても、ビーム入射領域付近にクラスターの集中が確認された。一

方で、y が大きい領域にも比較的密なクラスター分布が見られた。
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図 5.32: TRMS 分布

以上の結果から、パイオンビームに起因する反応事象は、再構成 vertex分布上で識別可能であるこ

とと考え、ビーム由来事象を選択するための vertex cutを以下のように定めた。

−20 cm < x < 20 cm
−20 cm < y < 20 cm

−160 cm < z < −60 cm
(5.14)

5.6.3 時間分布の解析

前節までの解析により、Nhit条件および vertex cutを適用することで、ビーム由来と考えられるク

ラスター事象を選別した。本節では、これらの条件で抽出されたクラスターに対して時間分布を評価

する。重要なのは、ビームスピル後に観測されるクラスターが、核破砕反応によって生成された放射

性同位体の崩壊に由来するかどうかである。もし放射性同位体崩壊に起因する事象であれば、その時

間分布は指数関数的な減衰を示すだろう。図 5.36に、Nhitおよび vertex cutを適用した後のクラス

ター時間分布を示す。

この分布に対して、スピル終了後 20 msから 100 msの時間範囲で、単一の指数関数モデルによる

フィットを行った。この時間領域を選択した理由はビーム直後に残存するビーム成分の影響を避けつ

つ、放射性同位体崩壊が支配的となるような領域を評価するためである。

フィット関数は以下の形で与えた。

N(t) = N0 exp
(
− t

τ

)
+ C (5.15)



128

図 5.33: 再構成頂点の XZ分布

図 5.34: 再構成頂点の XY分布
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図 5.35: 再構成頂点の ZY分布

図 5.36: vertex cut後のクラスター時間分布
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ここで τ は寿命を、C は時間に依存しない定常バックグラウンド成分を表す。

図 5.37、表=5.4にクラスターの時間分布の指数関数フィット結果を示す。観測された時間分布は

単一の指数関数によって良好に再現された。一方で、得られた時定数は

τ ' 13.6± 0.9 ms (5.16)

であり、典型的な核破砕生成核種である 12B（τ = 29.1 ms）や、9Li（τ = 257 ms）とは異なる値

となった。

図 5.37: クラスターの時間分布の指数関数フィット結果

表 5.4: 時間分布フィットにより得られたパラメータ

パラメータ 値 単位

N0 734.7± 113.1 –

τ 13.6± 0.9 ms

C 0.98± 0.97 –

χ2/NDF 15.89/13 = 1.22 –

EDM 2.9× 10−7 –
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5.7 考察・展望

5.7.1 考察

抽出されたクラスターの時間分布に対しては、20–100 ms の範囲で単一指数関数モデルによる

フィットを行った。その結果、観測された時間分布は指数関数によって良好に再現されたものの、得

られた有効寿命は約 13 msであり、既知の核破砕生成同位体の寿命とは整合しない値となった。

この不一致の主な要因として、現在の解析では単一の指数関数モデルを仮定している点が挙げられ

る。実際のデータには、複数の放射性同位体成分や、宇宙線起因のバックグラウンド成分などが同時

に含まれている可能性が高く、単一成分のみを仮定したフィットでは、これらを十分に表現できてい

ないと考えられる。したがって、本解析で得られた 13 msという時定数は、特定の核種の寿命を直接

反映したものではなく、複数成分が混在した分布を単一指数関数で近似した結果として得られた有効

的な時定数であると解釈するのが妥当である。本研究の目的は、パイオンビームによって生成される

可能性のある 9Li崩壊事象であった。しかし、今回得られた時間分布からは、9Liが主要な成分とし

て含まれている兆候は明確には確認されなかった。もし 9Liが支配的な成分として存在していれば、

100 ms付近からさらに長時間側にかけて緩やかな指数関数的テール構造が現れる。しかし、本解析

で得られた分布には、そのようなテールは確認されていない。このことから、少なくとも現在の選別

条件、統計量の範囲では、9Li崩壊が支配的である可能性は低いのであろう。一方で、9Li成分が完

全に存在しないと断定することはできない。他の短寿命核種やバックグラウンドに埋もれている可能

性も十分に考えられるため、9Liの寄与をより厳密に評価するためには、さらなる解析と理解が必要

である。

また、本研究で開発した vertex fitterによって得られた空間分布は、重要な洞察を与えている。zy

平面の分布においては、ビーム入射領域とは異なる高い y 領域にクラスターが集中する特徴的な構

造が観測された。この成分の起源は現時点では明らかではないが、検出器上部から入射する宇宙線

ミューオン起因事象、フィッターの系統的な位置依存性など、複数の要因が考えられる。この構造の

理解は今後の課題である。

5.7.2 展望

本研究により、WCTEにおいて、vertex再構成を用いた時間分布解析が実行可能であることが示さ

れた。しかし同時に、放射性同位体成分の識別やバックグラウンドの理解において、いくつかの課題

も明らかとなった。今後はこれらの課題を解決することで、より精度の高い解析へと発展させること

が可能である。今後の展望として重要なのが、Gdを導入したデータの活用である。本研究では純水

データを用いた解析を行ったが、Gdを添加した環境では中性子捕獲によるガンマ線信号を高効率で

検出することができる。9Li崩壊は中性子放出を伴う過程であるため、Gdによる中性子タグを用い

ることで、9Li事象を他のバックグラウンドから大きく分離できると期待される。したがって、本研

究で開発した解析手法を Gdランデータに適用することは、9Li探索において極めて有効であると考

える。さらに、本研究で開発した vertex fitterの性能を定量的に評価することも必要である。モンテ
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カルロシミュレーションを用いて、位置再構成精度、時間分解能、ジオメトリ依存性などを詳細に検

証することで、フィッターの特性をより明確に理解することができる。解析の適用範囲を拡張するこ

とも必要である。本研究では 340 MeV/cのデータを対象としたが、WCTEでは他のビーム運動量の

データも取得されている。異なる運動量条件に対して同様の解析を適用することで、核破砕生成核種

の運動量依存性の違いを調べることが可能となる。

以上のように、本研究はWCTEにおける核破砕起源事象の理解に向けた基礎的な枠組みを構築し

たものであり、Gdランデータの活用、vertex fitterの性能評価などを進めることで、さらなる発展が

期待される。
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第 6章

まとめ

太陽の約 8倍以上の質量を持つ恒星は、その一生の最終段階で超新星爆発を起こし、大量の超新星

爆発ニュートリノを放出する。これらのニュートリノを観測することで、超新星爆発の機構や高密度

物質の性質など、天体物理における多くの謎を解明できると考えられている。しかし、銀河系近傍で

発生する超新星爆発は極めて稀な現象であり、超新星爆発ニュートリノはこれまでに一度しか直接観

測されていない。そこで重要となるのが、超新星背景ニュートリノ（DSNB）の観測である。DSNB

は、宇宙の歴史の中で起こったすべての超新星爆発から放出されたニュートリノの積み重ねであり、

そのフラックスは個々の爆発からのニュートリノ放出量、宇宙全体での超新星爆発発生率、さらに恒

星生成時の質量分布などに依存する。したがって、DSNBを観測することができれば、星形成の歴史

や宇宙の質量分布などに関する理解を大きく進展させることができる。スーパーカミオカンデは、長

年にわたりニュートリノ観測をおこなってきた実験であり、DSNB の観測も重要な目標の一つであ

る。その観測を実現するためには、検出器応答の精密な理解と、背景事象の詳細な理解が不可欠であ

る。本研究では、この課題に対して検出器較正、原子核内反応モデルの比較、リチウム 9背景解析と

いう三つの側面から取り組んだ。

検出器較正に関する研究では、スーパーカミオカンデにおいて発生した磁気補償コイルの故障の

影響を評価した。コイルの故障によって検出器内部の磁場環境が変化し、光電子増倍管 (PMT)の収

集効率が変化する。この変化はエネルギー再構成の精度を低下させてしまう。本研究では Ni-Cf 線

源データを用いて各 PMTの相対収集効率を測定し、その特性を詳細に調べた。その結果、相対収集

効率がコイル故障の影響で低下していること、さらに磁場の向きと PMTのダイノード方向の関係に

よって収集効率が大きく影響することを確認した。これらの結果をもとに補正テーブルを作成し、実

際のデータ解析に適用することでコイルの影響を補正できることを示した。

原子核内反応モデルの比較研究では、ニュートリノ反応に伴うパイオンの核内反応の扱いに注目し

た。スーパーカミオカンデや T2Kなどのニュートリノ実験では、生成されたパイオンが原子核内部

でどのように相互作用するかが事象分類やエネルギー再構成に大きく影響する。本研究では、核内反

応モデルの違いが観測量に与える影響を明らかにすることを目的として、NEUT のパイオンモデル

と、INCL++を用いてパイオン核内反応の振る舞いを比較した。その結果、両モデルの間には生成核

子のエネルギー分布や多重度に違いが存在することが分かった。特に INCL++では低エネルギー核
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子の生成が多くなる傾向が見られ、Pauli blockingや平均場ポテンシャルの実装の違いが結果に影響

している可能性がある。今後は実験データとの比較を通じてさらなるモデルの検証を進めていく必要

がある。

DSNB探索では、宇宙線ミューオンの核破砕反応によって生成されるリチウム 9の崩壊事象が主

要なバックグラウンドとなる。そのため、リチウム 9背景の理解は DSNB観測の実現に直結する重

要な課題である。WCTEは CERNで行われた水チェレンコフ検出器を用いたテスト実験である。電

子やミューオン、パイオンなど複数種類の粒子ビームをエネルギーを選択して入射する実験であり、

特にパイオンビームを用いた測定では、宇宙線ミューオン由来のリチウム 9生成過程を実験的に検証

できることが期待される。本研究ではWCTEで使う新たな vertex fitterを開発し、WCTEで取得され

たデータを用いて、リチウム 9崩壊事象の探索を行った。その結果、検出器内で発生した事象を再構

成でき、時間で崩壊成分を確認し、ビーム由来の同位体成分がデータ中に存在することを示唆する結

果を得た。今後は Gd添加水データの活用や中性子タグ情報の導入により、リチウム 9の識別精度を

さらに向上させることが期待される。本研究ではWCTEで用いる新たな vertex fitterを開発し、取得

されたデータを用いてリチウム 9崩壊事象の探索を行った。その結果、検出器内で発生した事象を時

間的、空間的に再構成できることを示した。あた、長時間スケールにわたる崩壊成分を確認し、ビー

ム入射に伴って生成された同位体成分がデータ中に存在することを示唆する結果を得た。一方で、複

数の核種が混在している可能性も明らかとなり、より高度な識別手法の必要性が示された。今後は

Gd添加水データの活用や解析手法の精密化により、リチウム 9の探索精度をさらに向上させること

が必要である。
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